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１、開催年月日時刻及び場所

令和７年６月１６日

自  午前１０時４４分

至  午前１０時４７分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

清川 久義 委 員 長

白川 鮎美 副 委 員 長

ごうまなみ 委 員

大場 博文 〃

宮本 法広 〃

石本 政弘 〃

饗庭 敦子 〃

山下 博史 〃

千住 良治 〃

初手 安幸 〃

大倉  聡 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

な  し

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時４４分 開会 ―

【清川委員長】ただ今から、農水経済委員会を

開会いたします。

これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、宮本委員、山下委員のご

両人にお願いいたします。

次に審査の方法についてお諮りいたします。

本日の委員会は、令和7年6月定例会における
本委員会の審査内容等を決定するための委員間

討議であります。

それでは、審査方法について、お諮りいたし

ます。審査方法は、委員会を協議会に切り替え

て行いたいと思いますが、ご異議ございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることにいたします。

それでは、ただ今から、委員会を協議会に切

り替えます。しばらく休憩いたします。

― 午前１０時４５分 休憩 ―

― 午前１０時４６分 再開 ―

【清川委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者へ正式に通知すること

といたします。

ほかにご意見はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかにご意見等ないようですの

で、これをもちまして本日の農水経済委員会を

終了いたします。お疲れさまでした。

― 午前１０時４７分 散会 ―



第１日目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年６月２７日

自  午前 ９時５９分

至  午後 ２時３３分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

清川 久義 委 員 長

白川 鮎美 副 委 員 長

ごうまなみ 委 員

大場 博文 〃

宮本 法広 〃

石本 政弘 〃

饗庭 敦子 〃

山下 博史 〃

千住 良治 〃

初手 安幸 〃

大倉  聡 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

宮地 智弘 産業 労働部 長

石田 智久
産業労働部政策監
（産業人材確保・育成担当）

井内 真人 産業労働部次長

福重 武弘
産業 政策課 長
（ 参 事 監 ）

香月 康夫 企業 振興課 長

小宮 総一
企業振興課企画監
（企業誘致推進担当）

原田 啓輔 新産業推進課長

石川 拓朗 新エネルギー推進室長

園田 圭介 経営 支援課 長

松尾 由美 未来 人材課 長

髙見  誠
未来人材課企画監
（外国人材担当）

黒川恵司郎 雇用労働政策課長

６、審査事件の件名

〇予算決算委員会（農水経済分科会）

第68号議案
令和7年度長崎県一般会計補正予算（第2号）
（関係分）

第86号議案
令和7年度長崎県一般会計補正予算（第3号）
（関係分）

報告第1号
令和6年度長崎県一般会計補正予算（第10号）
（関係分）

報告第3号
令和6年度長崎県農業改良資金特別会計補正予
算（第2号）
報告第4号
令和6年度長崎県林業改善資金特別会計補正予
算（第2号）
報告第5号
令和6年度長崎県県営林特別会計補正予算（第
3号）

報告第6号
令和6年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補
正予算（第2号）
報告第7号
令和6年度長崎県小規模企業者等設備導入資金
特別会計補正予算（第2号）
報告第9号
令和6年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算
（第2号）
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７、付託事件の件名

〇農水経済委員会

（1）議 案

第76号議案
長崎県技能会館条例を廃止する条例

（2）請 願

   なし

（3）陳 情

・国に防衛力強化の一環として、食料安全保障

を重要視することに関する陳情書

・要望書（松浦市）

・令和8年度 県の施策等に関する重点要望事項
（佐世保市）

・要望書（大村市）

・要望書（本県における農業競争力強化のため

の農業農村整備事業の強化な推進に向けて）

・令和7年度長崎地方最低賃金改正についての陳
情

８、審査の経過次のとおり

―午前 ９時５９分 開会―

【清川委員長】おはようございます。

ただいまから、農水経済委員会及び予算決算

委員会 農水経済分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

76号議案「長崎県技能会館条例を廃止する条例」

でございます。

そのほか陳情6件の送付を受けております。

なお、予算議案及び予算に係る報告議案につ

きましては、予算決算委員会に付託されました

予算議案及び報告議案の関係部分を農水経済分

科会において審査することとなっておりますの

で、本分科会として審査いたします案件は、第

68号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分ほか８件であります。

次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は従来どおり分科会審査、委員会審査の

順に行うこととし、部局ごとに配付しておりま

す審査順序のとおり行いたいと存じますが、ご

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

なお、議案外の質問につきましては、各部局

の審査における委員1回当たりの質問時間は、理

事者の答弁を含め20分を限度とし、一巡した後、

審査時間が残っている場合に限って再度の質問

ができることといたしますので、よろしくお願

いいたします。

これより産業労働部関係の審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から４月の人

事異動後、これまでの委員会に出席がなかった

新任幹部職員の紹介を受けることにいたします。

【宮地産業労働部長】おはようございます。

本日出席しております産業労働部の新任幹部

職員をご紹介いたします。

〔新任幹部職員紹介〕

以上でございます。よろしくお願い申し上げ

ます。

【清川委員長】それでは、これより審査に入り

ます。

【清川分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。

産業労働部長より予算議案及び報告議案の説

明を求めます。

【宮地産業労働部長】産業労働部関係の議案に

ついてご説明いたします。
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資料としましては、予算決算委員会、農水経

済分科会関係議案説明資料当初版と追加1でご

ざいます。

まず、追加1の3ページをご覧ください。

今回ご審議をお願いしております議案は、第

86号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第3号）」のうち関係部分であります。これは、

国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰対

策について必要な予算を追加しようとするもの

であり、歳出予算は記載のとおりであります。

歳出予算の内容につきましては、産業政策課、

中小企業振興費について、特別高圧電力を利用

している県内事業者の電気代高騰分への支援に

要する経費として、特別高圧電力高騰対策支援

事業費1億1,791万1,000円の増。

ＬＰガスを利用している県内事業者のガス代

高騰分への支援に要する経費として、事業者向

けＬＰガス価格高騰緊急対策支援事業費7,598

万8,000円の増を計上いたしております。

次に、当初版の2ページをご覧ください。

報告第1号、知事専決事項報告、令和6年度長

崎県一般会計補正予算（第10号）のうち関係部

分。

報告第7号、知事専決事項報告、令和6年度長

崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正

予算（第2号）についてご説明いたします。

これは、さきの2月定例県議会の予算決算委員

会において、専決処分により措置することにつ

いてあらかじめご了承いただいておりました令

和6年度予算の補正を、令和7年3月31日付で専決

処分させていただくものであります。

一般会計における歳入予算、歳出予算は記載

のとおりであり、歳出予算の主な内容は、新型

コロナウイルス感染症対応資金繰り支援基金へ

の積立等に伴う金融対策指導費6億9,810万

4,000円の増などによるものであります。

次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計

について、歳入予算、歳出予算は記載のとおり

であり、主な内容は、高度化資金償還金の減な

どによるものであります。

最後に、令和6年度長崎県一般会計歳出予算繰

越明許費繰越計算書報告のうち、関係部分につ

いては合計21億546万2,000円を計上しており、

その内訳は記載のとおりであります。

繰越しの主な理由は、国の物価高騰対応重点

支援地方創生臨時交付金の活用事業等について、

年度内に適切な事業実施期間が確保できないこ

とにより、令和7年度にかけて引き続き支援に取

り組むためでございます。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。よろしくご審議賜りますようお願

い申し上げます。

【清川分科会長】次に、産業政策課長より補足

説明を求めます。

【福重産業政策課長】私の方から、産業労働部

関係における令和7年度6月補正予算の事業につ

いてご説明いたします。

資料は、補足説明資料、6月補正（経済対策）

（産業労働部）の2ページをお開きください。

今回の補正予算につきましては、5月末に国の

電気・ガス料金支援に係る閣議決定がなされ、

新たに重点支援地方交付金が配分されたところ

であり、県としては当該交付金を活用し、これ

まで国から示されてきた推奨事業メニューの取

組を継続しつつ、国の支援対象とならない特別

高圧電力やＬＰガス利用者に対するエネルギー

価格高騰対策を速やかに実施するため、関連予

算を提出したところでございます。

それでは、まず一つ目の事業、特別高圧電力

高騰対策支援事業費についてご説明いたします。
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令和5年6月議会で5億円、同年11月議会で3億

6,000万円、さらに昨年11月議会で2億4,500万円

を議決いただきました特別高圧電力高騰対策支

援事業費につきまして、今回、1億1,791万1,000

円を計上しております。

電力料金の高騰対策として、一般家庭や企業

が利用する低圧電力、学校やオフィスビル等の

利用が多い高圧電力では、既に国が直接負担緩

和策を講じている中、大規模な工場であるとか、

大規模なテナントが利用する特別高圧電力につ

きましては、これまでと同様に国から交付金を

活用した地方自治体による支援を要請されてい

るところであります。このため特別高圧電力を

利用している県内事業者に対して、国と同様に

今年7月から9月までの期間におきまして、電力

使用量に応じた支援を行うものとしております。

なお、支援単価につきましては、大企業につい

ては前回までと同様、国が行う高圧電力への支

援単価の半額とし、中小企業につきましては、

大企業に比べ負担感が大きいことから、国の支

援単価と同額の支援を行うものとしております。

また、今回は支援期間が3か月と、前回の半分の

期間でありますので、1事業者当たりの上限額を

1,000万円とし、前回までと同様、公的機関等は

対象から除外することとしております。

続きまして、資料の3ページをご覧ください。

こちら事業者向けＬＰガス価格高騰緊急対策

支援事業費についてご説明いたします。

令和5年11月議会で1億176万8,000円、昨年11

月議会で1億771万6,000円を議決いただきまし

た事業者向けＬＰガス価格高騰緊急対策支援事

業費につきまして、今回、7,598万8,000円を計

上しております。

エネルギー価格高騰対策として、都市ガスに

つきましては、国が直接負担緩和策を講じてお

りますが、ＬＰガスについては今回の交付金を

活用した地方自治体による支援を国から要請さ

れているところでございます。このためＬＰガ

スを利用している県内事業者に対しまして、国

と同様に今年7月から9月までの期間使用してい

るＬＰガスの種類に応じて支援をすることとし

ております。

調理、空調など一般の生活用途として業務用

のＬＰガスを用いる業務用ＬＰガスの使用事業

者につきましては、危機管理部が別途実施する

一般消費者向けの支援と併せまして、価格高騰

分の一部を1事業者当たり600円支援する予定で

ございます。また、金属加工や食品加工、そし

て窯業など工業用としてＬＰガスを大量に使用

する事業者につきましては、ＬＰガスの価格高

騰分の一部を7月及び9月は1キログラム当たり

13円、8月については1キログラム当たり16.25円

を使用量に応じて支援することとしております。

支援単価は国の都市ガスの支援単価を参考にし

て設定しております。

以上で説明を終わります。ご審議のほどよろ

しくお願いいたします。

【清川分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び報告議案に対する質

疑を行います。

質疑はありませんか。

【饗庭委員】おはようございます。

今ご説明があった内容の特別高圧電力高騰対

策支援事業費の中で、ちょっとお伺いしたいと

思います。

今回は3か月ということで予算額計上してあ

りますけれども、これまで実績は24社というこ

とでしてありますけれども、今回は対象事業者

をどれぐらい見込んでおられるのか、お伺いし

ます。
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【福重産業政策課長】今回予算を計上する上で、

この制度をご利用、ご活用いただけるであろう

事業者について調査をしたところ、既に過去24

社支援している中で、さらに調査の上、2事業者

の存在を我々確認しておりまして、こちらにつ

いて申請が今回ある場合も想定した上で、その

分の事業費を予想した上で計上しているところ

でございます。よって、想定している支援企業

者数は26社でございます。

【饗庭委員】26社ということですけれども、今

回この支援単価を分けてあるんですけれども、

分けたときに大企業がどれくらい、中小企業は

どれくらいというふうに予算を見積もっておら

れるのかお伺いします。

【福重産業政策課長】特別高圧の支援につきま

しては、以前から支援を数回やっているので、

各事業者様の電力の使用量というのは、かなり

細かい部分で、正確な部分でのデータを我々の

方で持っておりますので、それを基に、今年の

7月から9月にかけて、これぐらい使うであろう

というのを想定して、ちょっとだけマージンと

いうか、余裕をかけて試算しているところでご

ざいます。

今回、追加で2社あるところにつきましても、

おそらくこれぐらいあるであろうという、ちょ

っと平均値に基づいた想定をして計上しており

ます。

【饗庭委員】大企業と中小企業のもし割合があ

れば、教えていただければと思います。

【福重産業政策課長】先ほどちょっとお尋ねに

なったのに、答弁が漏れておりました。大企業

と中小企業の区分は、今のところ想定している

のが、大企業は21社、そして中小企業が5社、計

26社を想定しております。

【宮地産業労働部長】ちょっと補足でご答弁申

し上げます。

基本的には支援先としては、今、課長がご答

弁申し上げました大きいところが多いんですけ

れども、商業施設なんかも補助の対象にしてお

りまして、商業施設はその中に小さな専門店さ

んがたくさんいらっしゃいますので、間接的な

感じで、小さな事業者様にもご支援が届くと、

そういう仕組みにしてございます。

【饗庭委員】 ありがとうございます。中小企

業さんにもちゃんと届き、小さな店舗にも届く

ということですね、はい、分かりました。

次に、横長資料の分科会の分で、33ページの

中でお尋ねをしたいと思います。

33ページの一番下の雇用安定対策費について

なんですけれども、産業人材育成奨学金返済ア

シスト事業費は補正が増額になっていて、学生

と企業の交流強化事業費は補正が減額になって

るのですけれども、この理由を教えてください。

【松尾未来人材課長】産業人材育成奨学金返済

アシスト事業につきましては、将来の地域経済

を牽引する産業界のリーダー的人材の確保・定

着を図るために、県内外の企業等から頂いた寄

附と県の拠出金により基金を設置・運営し、大

学などを卒業後、対象業種の県内事業所で一定

期間勤務した方に対しまして、奨学金の返済額

の2分の1、最大150万円を支援する制度でござい

ます。この事業で937万円の増額の理由といたし

ましては、2月補正以降に企業などから寄附を頂

いた分を計上しているためでございます。

次に、学生と企業の交流強化事業の専決の減

少の理由でございます。この事業は産業人材の

確保のために、大学生と県内企業との交流機会

の創出や、県内企業の魅力発信などに取り組ん

でおります。主な内容としては、昨年12月に県

北地区で大規模な企業交流会を初めて開催した



令和７年農水経済委員会（６月２７日）

- 7 -

ほか、学生団体が主催する企業交流イベントの

開催や、大学生を活用したＳＮＳ情報発信、キ

ャリアコーディネーターによる相談支援を実施

しまして、県内就職を促進してまいりました。

今回減額している261万7,000円の内容につきま

しては、キャリアコーディネーター3名のうち、

1名が年度当初に決まらなくて、採用時期が6月

となったことに伴う人件費の減額や、企業交流

会におけるバスの借上げ料の減額などとなって

おります。

【饗庭委員】ありがとうございます。学生と企

業の交流会の強化事業の方なんですけれども、

キャリアコーディネーターさんが途中からとい

うことなんですが、実際は全部で何人いて、今

後も県内企業と大学生とのイベントをもっとも

っと増やしてほしいと思っているんですけれど

も、そのあたりを教えてください。

【松尾未来人材課長】令和6年度はキャリアコー

ディネーター3名でやっており、今年度もまた企

業と大学生を交流するようなイベントを、6年度

と変わらずやっていきたいと考えております。

【饗庭委員】引き続きキャリアコーディネータ

ーさんも続けていただいて、途中入ったのは人

材不足か何かかなというふうに理解したいと思

いますので、やはり県内就職を進めるに当たっ

ても、県内にどういう企業があるかっていうの

を、まだまだ分かっていない学生さんも多いみ

たいなので、ぜひぜひこれを引き続き令和7年度

も実施していただきたいと思います。

以上です。

【清川分科会長】ほかに質疑ありませんか。

【宮本委員】おはようございます。1点だけ質問

をさせていただきます。

部長の説明資料の3ページになります。ちょっ

と具体的に教えていただければと思います。金

融対策指導費の6億9,810万4,000円の増につい

てですが、これ書いてあるんですけど、新型コ

ロナウイルス感染症対応資金繰り支援基金への

積立てなどに伴うということで書いてあります。

新型コロナウイルス感染症対応資金繰り、久し

ぶりに聞くネーミングではありまして、なぜこ

のタイミングなのか。これについてもう少し詳

しく教えていただければと思います。

【園田経営支援課長】お答えいたします。

横長の32ページのところにございます。金融

対策指導費で年間所用額に基づく補正で約7億

円の増額をしております。これにつきましては、

制度融資で新型コロナウイルス感染症対応資金

というのがございまして、その利用者の後年度

の保証料の負担に対しまして、県で一部補助を

行っているものになります。その後年度の財源

として基金に積み立てるために今回、専決補正

に計上したものでございます。

この新型コロナウイルス感染症対応資金につ

きましては、過去に資金がございまして、それ

につきまして令和6年度まで延長しまして、過去

の借換え分を対応する資金としてございました。

今回、専決補正とした理由には二つポイントが

ございますので、少し丁寧にご説明させていた

だきたいと思います。

一つ目は制度融資のルールについて、原則と

しましては、保証料を先ほど申し上げましたと

おり、県が一般財源で一部補助をするというこ

とになっております。このためコロナ禍で融資

を過去に受けた事業者の方が、6年度に借換えを

した資金に対する保証料補助につきましても、

7年度の当初予算に一般財源として、もともと計

上をしておりました。

次に、ポイントの二つ目につきましては、国

の交付金を有効活用するというポイントになり
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ます。こちらは6年度につきましては、昨年11月

に国の経済対策として、地方が活用できる重点

支援地方交付金の配分がございまして、この交

付金につきましてはコロナ関係の基金として積

み立てて、保証料の後年度の補助に充当しても

よいというルールとなっております。

以上によりまして、もともとは一般財源を充

てようとしていたものでございますけれども、

6年度に有利な国の財源がございましたので、そ

れをほかの事業との兼ね合いを見ながら、この

タイミングで最終的に積み立てまして、今回の

補正のタイミングとなったものでございます。

結果としましては、国の交付金を活用すること

ができましたので、後年度の保証料分の補助金

5年分を基金に積み立てることができました。結

果としましては、7年度以降に計上する予定だっ

た一般財源7億円というのが圧縮できたという

形になります。

以上でございます。

【宮本委員】ありがとうございます。ちょっと

金額が大きかったものですから、確認をさせて

いただきました。今のご答弁いただいたとおり、

国の重点支援地方交付金という有利な国の交付

金を活用することによって、来年、令和7年度以

降も計上する予定だった一般財源7億円の圧縮

につながっているということを確認させていた

だきました。有利な交付金を活用して次年度も

使える基金に積み立てるということを理解いた

しました。非常に大事な資金ですので、引き続

きご対応の方、よろしくお願いしたいと思いま

す。

【清川分科会長】ほかに質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案及び報告議案に対する質疑、討論が

終了しましたので採決を行います。

第86号議案のうち関係部分、報告第1号のうち

関係部分及び報告第7号は、原案のとおり可決、

承認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び報告議案は原案のとお

りそれぞれ可決・承認すべきものと決定されま

した。

【清川委員長】 次に、委員会による審査を行

います。

議案を議題といたします。産業労働部長より

総括説明を求めます。

【宮地産業労働部長】産業労働部関係の議案等

についてご説明をいたします。

資料といたしましては、農水経済委員会関係

議案説明資料当初版と追加1でございます。

まず、当初版の2ページをご覧ください。

今回ご審議をお願いしております議案は、第

76号議案「長崎県技能会館条例を廃止する条例」

であります。これは、長崎県立諫早技能会館を

諫早市へ移譲することに伴い、長崎県技能会館

条例を廃止しようとするものであります。

次に、議案以外の報告事項についてご説明い

たします。

和解及び損害賠償の額の決定について。本案

件は、公用車による交通事故のうち、和解が成

立した1件につき損害賠償金18万719円を支払う

ため、去る5月22日付で専決処分をさせていただ
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いたものであります。

次に、議案外の主な所管事項についてご説明

いたします。

今回ご報告しますのは、経済雇用の動向につ

いて、企業誘致の推進について、製造業の振興

について、海洋エネルギー関連産業について、

情報関連産業の振興について、スタートアップ

企業の集積促進について、中小・小規模事業者

への支援について、産業人材の確保について、

外国人材の受入れ促進について、高等技術専門

校について、長崎県行財政運営プラン2025に基

づく取組について、新たな総合計画の策定につ

いて、地域長崎産業振興プラン（仮称）の策定

についてであります。このうち、新たな動きに

ついて主なものをご紹介いたします。

追加1の2ページをご覧ください。

経済・雇用の動向について。我が国の景気は、

政府が6月に発表した月例経済報告によると、緩

やかに回復しているが、米国の通商政策等によ

る不透明感が見られるとされております。また、

本県の景気については、日銀長崎支店が6月に公

表した県内金融経済概況によると、緩やかに回

復しているとされております。

まず、生産面では、電子部品・デバイスは増

加しているほか、機械・重電は弱めの動きとな

っており、造船は増加しているとされておりま

す。

一方、需要面では、個人消費は一部に物価上

昇の影響が見られるものの、緩やかに回復して

いるとされております。

次に、当初版の3ページ、中段をご覧ください。

米国の関税措置については、鉄鋼・アルミに

続き、対日貿易赤字の中心である自動車につい

て、4月3日に25％の追加関税が発動され、同日、

各国共通の10％の基本税率に加え、日本には

14％の上乗せ税率を設定されることが発表され

ました。このうち上乗せ分は、発動が90日間猶

予されており、7月9日を期限に、日米政府間で

の交渉が継続されているところであります。

こうした中、本県産業への影響も懸念される

ため、関係事業者へ聞き取りを実施するととも

に、相談窓口を設置する等の対応を行ってまい

りました。今後、米国関税措置の影響を受ける

県内中小企業の資金繰りに万全を期すため、県

の制度融資である緊急資金繰り支援資金の取扱

いを7月1日から開始することとしており、引き

続き、社会経済情勢の動向を注視し、必要な対

応を実施してまいります。

次に、当初版の4ページをご覧ください。

企業誘致の推進について。

企業誘致については、新たな基幹産業の創出

や良質な雇用の場の創出に向け、県内企業とサ

プライチェーンの構築・強化につながる半導体、

医療、航空機などの成長分野の誘致に取り組む

とともに、情報関連企業や事務代行を行うＢＰ

Ｏサービス関連企業など、多様な働き方が選択

できるオフィス系企業の誘致に積極的に取り組

んでいるところであります。

そのような中、半導体など成長分野のアンカ

ー企業を本県に誘致するため、東彼杵町におい

て町と連携して、民間事業者を活用した大型の

工業団地整備計画を進めております。開発を行

う民間事業者の選定に向け、事業提案の募集を

行ったところ、大和ハウス工業株式会社1者から

提出があり、外部有識者で構成する選定委員会

の審査結果を踏まえ、東彼杵町との協議を経た

上で、去る6月11日、同社を優先交渉先事業者と

して決定いたしました。今後、県、東彼杵町及

び事業者の3者による基本協定の締結に向けて

協議を進めてまいります。
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次に、5ページをご覧ください。

製造業の振興について。

長引く物価高騰、カーボンニュートラル社会

の進展、賃上げへの対応等、県内製造業を取り

巻く環境が変化する中、造船業を中心に培われ

てきた高い技術力や優秀な人材など、本県の強

みを生かした力強い産業を育成していくため、

新たな需要獲得の促進及び県内サプライチェー

ンの強靭化に全力で取り組んでおります。

具体的には、生産性向上及び県内発注拡大等

に資する事業を支援する、賃上げ対応型投資促

進補助金のうち、県内サプライチェーン強化促

進タイプについて、艦艇修繕の受注拡大に向け

た受入れ体制の強化・拡充など、県内サプライ

チェーンの強化が期待される取組、計6件、補助

金額4億円の事業計画を認定いたしました。

また、本県の基幹産業である造船関連産業に

ついては、世界的なカーボンニュートラル対応

に向けた環境対応船建造需要や、防衛予算の増

額を背景とした艦艇建造・修繕需要の高まりな

どを受け、県内関連産業は活況にある一方で人

手不足が課題となっていることから、去る6月2

日、県・関係市町・県内大学及び関連企業等を

構成メンバーに、国の協力も得ながら、この課

題解決を図るための会議体として、長崎県造船

振興連絡会議を新たに設立したところでありま

す。

県下全域を対象とするこのような会議体は全

国初であり、今後、造船業の魅力発信や将来に

向けた人材育成・確保など、具体的な課題につ

いて協議を重ね、造船業のさらなる振興に結び

つけられるよう取り組んでまいります。

次に、9ページをご覧ください。

産業人材の確保について。

令和7年3月に卒業した高校生の県内就職率に

ついては、速報値で71.7％と前年比3.2ポイント

増となり、令和4年以来の70％超えとなりました。

去る5月15日には、若者に魅力ある求人の確保キ

ャンペーンを実施し、若者に選ばれる魅力的な

求人を増やしていただくよう、知事から経済団

体に要請を行ったところであり、引き続き関係

機関や県内企業等と連携し、県内就職の促進に

努めてまいります。

また、県内大学の県内就職率については、県

内企業のインターンシップの促進や企業交流会

の実施等により、41.2％と前年比0.8ポイント増

となっております。去る5月26日には、大学生等

の県内就職及びＵＩターン就職を促進するため、

県内企業の経営者や採用担当者を対象に、県内

外の大学等の就職・キャリア支援担当者から、

大学生の就職動向や大学が求める求人ニーズ等

を学ぶための人材採用セミナーを開催し、県内

企業等約70社、約100名にご参加いただきました。

今後とも、大学生等の県内就職につながるよう、

県内企業の採用力向上支援に取り組んでまいり

ます。

外国人材の受入れ促進について。市場が拡大

しているＩＴ関連産業等の専門人材ニーズに対

応するため進めているバングラデシュＩＴ人材

の受入れについては、去る4月22日、県内企業等

を対象に今年度第１回目の説明会を開催し、30

社にご参加いただき、2社が現地人材の方々との

面談を実施されました。また、5月26日には、関

係部局で構成する庁内連絡会議を開催し、外国

人材の受入れ促進に向け、関係各課の取組を共

有するとともに、国際協力機構（ＪＩＣＡ）か

ら講師をお招きし、「地域の実情を踏まえた外

国人材の適正な受入に向けて」と題してご講演

をいただいたところであります。今後とも庁内

の各部局と連携し、外国人材の受入れ促進に向
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けて取り組んでまいります。

その他の項目については記載のとおりでござ

います。

以上をもちまして産業労働部関係の説明を終

わります。よろしくご審議賜りますようお願い

いたします。

【清川委員長】次に、雇用労働政策課長より補

足説明を求めます。

【黒川雇用労働政策課長】お手元の資料、横長

の令和7年度6月定例県議会・農水経済委員会説

明資料・産業労働部の3ページをご覧ください。

私からは、長崎県技能会館条例を廃止する条

例についてご説明いたします。

1の要旨でございますが、令和8年3月まで諫早

技能会館は県立の施設としての役割を終了しま

して、4月1日より諫早市へ移譲することに伴い

まして、県としての設置条例を廃止するもので

ございます。今後、市の方で今年度中に、市と

しての設置条例などの手続を進めることとなっ

てございます。

2の施設の概要でございます。当施設は昭和49

年4月に設置されてございます。技能労働者の養

成及び技能の向上並びに福祉の増進を図ること

を目的として設置されたものでございます。場

所は、諫早市の宇都町にございまして、建物は

県の施設ですが、底地は諫早市の市有地となっ

てございます。

3の条例廃止の経緯でございます。県におきま

して、平成29年度から、当時、行財政改革プラ

ンに沿った全ての公の施設の在り方につきまし

て総点検が実施されることとなりまして、当施

設においては平成31年度に、今後の利用状況な

ども踏まえて、廃止を含めた施設の在り方につ

いて検討が開始されたところでございます。

令和3年度に地元県央地区の技能関連の団体

から諫早市に対し、市が県から移譲を受けた上

で存続してほしい旨の要望がございまして、諫

早市でも受入れについての検討をなされてきた

ところでございます。そして昨年度、諫早市に

おいても受入れについての環境が整いまして、

諫早市からの正式な要望があったところでござ

います。

最後に、条例の施行日でございますが、令和

8年3月31日までは県の施設として運用を行いま

して、翌4月1日から市の施設として管理運営を

行っていただくことから、条例施行日は4月1日

となってございます。

以上で説明を終わります。よろしくお願いい

たします。

【清川委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【宮本委員】第76号議案「長崎県技能会館条例

を廃止する条例」について質問をさせていただ

きます。

先ほど条例案の要旨説明をいただきました。

条例廃止の経緯なども、平成29年度から開始し

たと、実施されたということも確認いたしまし

たが、これはこの技能会館が諫早市に移譲する

ことによって、諫早市のメリットと長崎県のメ

リット、どういったものがあるのかをまず確認

をさせてください。

【黒川雇用労働政策課長】まず、技能会館につ

きましては、諫早市に移譲後も、これまでのよ

うに建設業などの技能講習会や実技講習、各種

資格試験等、会場としての活用など、県央地域

における技術・技能継承の拠点としての利用促

進が図られますほか、諫早市外の利用もこれま

で同様可能となってございます。

そのため、県のメリットとしましては、市に
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移譲後も県内の技能振興の拠点としての機能を

維持できる一方で、市に対する土地使用料をは

じめとして運営に関する県の負担がなくなって

くるという点があるかと思います。

また、市のメリットにつきましては、市が自

立的に県央地域におけます技術・技能継承の拠

点として利用促進が図られますとともに、それ

以外にも地域の各種会合ですとか研修会、サー

クル活動などの他の市の公共施設の空き状況な

どとも併せて、より柔軟に有効活用でき、地域

振興にもつながるものというふうに考えてござ

います。

【宮本委員】ありがとうございました。双方の

メリットを確認させていただきまして、今まで

どおり市外も使えると、移譲した後も市外も使

えるということとか、確認をさせていただいた

ところです。

もう1点、築51年ということで、耐震化に問題

はないのかと、あとこれはそもそも今まで長崎

県立だったので、今まで維持管理費に年間どれ

くらいかかっていたのかということも、併せて

教えてください。

【黒川雇用労働政策課長】まず、耐震性につい

てのご質問でございますけれども、諫早技能会

館につきましては、平成24年11月に耐震診断を

行っております。耐震性能が確認された建築物

として現在認定されておりまして、問題はござ

いません。会館の入り口にも耐震基準適合証を

掲げてございます。

諫早技能会館の年間のランニングコストでご

ざいますけれども、毎年生じているものとして

は、施設の指定管理者の負担金が年間で、昨年

度ベースですと269万円、敷地として諫早市に対

しての土地の使用料が約52万円、それから敷地

法面の除草費が、昨年度は21万円となってござ

いまして、昨年度でいきますと年間約343万円と

なってございます。大体毎年度、同じようなベ

ースで年間のランニングコストがかかってござ

います。

以上でございます。

【清川委員長】ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論を終了しましたので、

採決を行います。

第76号議案については、原案どおり、可決す

ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ご異議なしと認めます。

よって、議案は原案のとおり可決すべきもの

と決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保等に関する資料」及び「政府施策に

関する提案・要望の実施結果」について説明を

求めます。

【福重産業政策課長】政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議に基づく産業労働部関係の状況につ

いて説明いたします。

資料は、農水経済委員会提出資料の産業労働

部をご覧ください。

今回ご報告いたしますのは、いずれも令和７

年2月から5月におけるものでございます。

まず、資料の2ページから3ページにつきまし
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ては、補助金内示一覧表でございます。市町に

対して内示を行った直接補助金を5件、県が箇所

づけを行って実施する個別事業に関し、市町に

対して内示を行った間接補助金を７件掲載して

おります。

次に、4ページから8ページにつきましては、

1,000万円以上の契約状況一覧表でございます。

該当の計14件を掲載しております。

最後に、9ページから10ページでございます。

こちらは知事及び部局長等に対する陳情・要望

のうち、県議会議長宛てにも同様の要望が行わ

れたものに対する県の対応状況を整理したもの

でございます。産業労働部関係の計１項目につ

いて掲載をしております。

続きまして、6月中旬に実施いたしました令和

8年度政府施策に関する提案・要望について、産

業労働部関係の要望結果をご説明いたします。

資料は、補足説明資料、議案外の令和8年度政

府施策に関する提案・要望についてをご覧くだ

さい。

産業労働部関係におきましては、最重点項目

として再生可能エネルギー導入拡大によるＧＸ

の実現に向けた支援について、経済産業省にお

いて経済産業副大臣に対しまして、知事、議長、

産業労働部長により要望を行いました。

また、重点項目の4項目、電源三法交付金制度

の見直し、地域の特性に応じた再生可能エネル

ギーの普及、外国人材の受入れ、雇用人材対策

については、経済産業省、法務省、厚生労働省

の3省庁の関係部署に対して要望を行ったとこ

ろです。

3の特記事項に記載しておりますが、再生可能

エネルギー導入拡大によるＧＸの実現に向けた

支援については、国が掲げるカーボンニュート

ラル実現に向け、洋上風力発電等の再エネ立地

地域における理解醸成や産業振興への取組を後

押しするために、洋上風力発電等の再エネがベ

ースロード電源となるよう技術開発等を促進し、

電源立地地域対策交付金の対象とするよう、経

済産業省に要望いたしました。

経済産業省からは、本県の要望について、し

っかり受け止めるとともに、電源立地地域対策

交付金の対象が電力の安定供給という法律の趣

旨を基に定められている中で、どのような対応

ができるのか方策を考えていきたいというお話

をいただきました。

以上が、産業労働部関係の要望結果でござい

ますが、今回の政府施策に関する提案・要望の

実現に向け、引き続き取組を行ってまいります。

以上で、ご報告を終わります。

【清川委員長】以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますのでご

覧願います。

陳情書について、何か質問はありませんか。

【饗庭委員】陳情番号26番の、令和7年度長崎地

方最低賃金改正についての陳情についてお伺い

します。

陳情趣旨はここの中に書いてありますけれど

も、九州でもやはり長崎が低いという中で、ぜ

ひ知事に要請をしていただきたいという趣旨の

陳情かと思いますが、その内容を受け、県の見

解をお伺いします。

【黒川雇用労働政策課長】最低賃金につきまし

ては、最低賃金法によりまして、国の地方最低

賃金審議会の目安額を参考に、地域の労働者、

使用者、公益の各代表者委員で構成されます中

央最低賃金審議会におきまして審議の上、答申

され、それに基づきまして各県の労働局長が決
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定するものとなってございます。

地方最低賃金審議会では、労働者の生計費や

使用者の支払い能力など地域の実情を勘案しま

して、十分な議論が尽くされた上で決定される

ものでございまして、我々としてはその考えを

尊重すべきものと認識してございます。

一方、本県では、中小小規模事業者の割合も

高く、賃金水準が全国下位にあるということも

ございます。物価上昇と生活を守る観点からも、

賃上げが重要というところは認識してございま

す。また、持続的な経済成長のために、企業の

生産性向上を図りつつ、その成果を処遇改善と

いう形で分配し、賃金上昇と経済成長の好循環

を進めていく必要があるというふうに考えてご

ざいます。

昨年度は、本県でも本県の状況ですとか、事

業者支援の取組状況を、地方審議会に知事名で

の文書でお伝えするとともに、国に対しては、

中小小規模事業者の多い本県において、事業者

への支援拡充をお願いしたところでございまし

て、それを受けて地方最低賃金審議会でも十分

な議論を行っていただいたと考えてございます。

今年度も審議会での審議に当たりまして、本

県の状況等についてはご理解いただくことは重

要であると考えてございます。昨年の対応等も

踏まえまして、効果的な伝え方については検討

していきたいというふうに考えてございます。

【饗庭委員】ありがとうございました。ぜひ効

果的に知事名で提出をしていただきたいと思い

ます。

その中で1点、やはり長崎は中小企業が多いの

で、ぜひとも最低賃金を上げていただきたいで

すけれども、そのためには中小企業支援がより

まだ必要かというふうに思っておりますが、そ

のあたりの見解があれば教えてください。

【黒川雇用労働政策課長】これまでも本県の企

業様に対しては、生産性向上のための支援とし

まして、デジタル化支援などを行ってきたとこ

ろでございます。我々も引き続き、最低賃金の

賃上げについて、必要に応じて各団体へご意見

させていただくとともに、県としてもしっかり

と様々な形で支援を行っていきたいと考えてご

ざいます。

【清川委員長】ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

【千住委員】資料の2ページ、3ページですけど

も、ながさき消費拡大・地元企業応援事業費補

助金ですね、プレミアム商品券の議案が2月議会

に出て10億円あったと思うんですが、現在、こ

れを見てみますと7億円ぐらいの決定かなと思

うのですが、今現状どのようになっているのか

お聞きします。

【園田経営支援課長】今回お示ししているもの

につきましては、内示を決定したものになりま

す。今、事業を計画している自治体につきまし

ては、全体で16市町、金額としては9億5,000万

円程度となっております。

以上でございます。

【千住委員】ありがとうございます。早いとこ

はもう取り組まれておられて、締切等も、実際

使用期限が10月、11月というところもあるみた

いなんですが、実際、最終的に使用期限という
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のはいつになるのでしょうか。

【園田経営支援課長】国の公費を使っておりま

して、精算の事務もございますので、12月末の

使用期限ということで、取り組んでいただいて

おります。

【千住委員】ありがとうございます。現在、物

価高で非常に困っておられますので、実際、そ

の交付金が非常に有効に活用されますように、

取組を推進していただけたらと思います。よろ

しくお願いします。

【清川委員長】ほかに。

【饗庭委員】同じところでお伺いしたいという

ふうに思います。

今は16市町ということで言われておられまし

た。この県の内示額というのは、どういうふう

に積算するのか教えてください。

【園田経営支援課長】市町への要望を、計画の

ときに取っていまして、その中で10億円という

ことで、今のところ計画をしております。市町

からそれぞれ、市町ごとに事業の中身を精査し

まして、今現在16市町から出てきて9億5,000万

円程度の見込みとなっているというところでご

ざいます。

【饗庭委員】ここの中には各市町が出ているか

と思いますので、各市町の要望額も含めて、ど

ういうふうに積算していくのか。全部要望した

ら、そのまま県としては、それを内示と決定す

るのか、そのあたりを教えてください。

【園田経営支援課長】基本的には市町からの要

望については、全て採択できるようにと考えて

おります。

以上でございます。

【饗庭委員】要望があれば、そのままで出せる

ということで、今9億5,000万円ということで、

おおむね10億円の予算ということだったかと思

いますが、残りの5市町から出てきた場合には、

その5,000万円で内示額を決定するということ

で理解してよろしいのでしょうか。

【園田経営支援課長】はい、そのように考えて

おりますけれども、この5市町につきましては、

県からもこれまで何度か働きかけをしておりま

すけども、現在のところ実施の意向がないとい

う市町でございます。

以上でございます。

【饗庭委員】この物価高の中で、やっぱり県民

が、ここでは使えて、ここは使えないというの

は、何かこう不公平感を、県民としては、その

市町の考えもあるでしょうけれども、感じると

ころかと思いますが、今後は、もう市町が決め

たことなので、県としては残りの5市町にプッシ

ュしていく予定はないのかお伺いします。

【園田経営支援課長】我々は県全体で、できる

だけ多くの市町に活用いただきたいと思って、

これまでもお願いをしてきたところでございま

す。ただ、市町においては、やはり限られた国

の交付金をどこに充てていくのかというところ

で、優先順位として商品券じゃなくて、例えば

水道料金、下水道料金の免除、給食費の支援、

そちらの方に交付金を活用されているというこ

とで、商品券の事業については、今後、なかな

か見込みとしては難しいのではないかと考えて

おります。

以上でございます。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

次に「政府施策に関する提案・要望の実施結果」

についてご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質問がないようですので、次に、
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議案外所管事務一般について質問はありません

か。

【初手委員】初手でございます。3点ほど質問を

させていただきたいと思います。

まず、1点目につきましては、東彼杵町の工業

団地整備の関係について質問をさせていただき

ます。

令和6年8月29日に開発事業者の公募開始をさ

れまして、去る6月11日に大和ハウス工業株式会

社を優先交渉先事業者として決定したとの発表

があったところであります。これにつきまして

は、地元の東彼杵町民も、この発表で安堵され

ており、これからの整備や、その後の企業誘致

につながる大きな第一歩と位置づけられている

と思っております。

申すまでもなくこの事業は、地元はもちろん

のこと、県北地域を中心に、県内に広く経済効

果が期待できる事業でありまして、これからの

進捗については注目度も大変高いものと考えて

おります。

そこでご質問ですけども、まず優先交渉先事

業者として決定されました大和ハウス工業につ

いては、非常に有名な大企業でありますが、一

般的に住宅メーカーとしての印象がどうしても

強いというふうに思われます。県は優先交渉先

事業者としてどのように捉えておられるのか、

確認をさせていただきます。

【小宮企業振興課企画監】今回、優先交渉先事

業者となりました大和ハウス工業でございます

けれども、住宅事業を中心に、商業施設や工場、

それからオフィスビルの建築、宅地造成などを

手がけておられます。住宅メーカー、ゼネコン、

総合ディベロッパーとしての三つの側面をお持

ちでございまして、多角的な事業を展開されて

おります。

東証プライム市場に上場しておりまして、

2025年3月期の売上高ですけれども、約5兆4,000

億円でございまして、建築、土木、不動産分野

では国内1位を誇っております。

この売上規模ですけれども、大手ゼネコンで

あります鹿島建設、約2兆9,000億円、それから

大手ディベロッパーであります三井不動産、約

2兆6,000億円と比較しましても突出している状

況でございます。

工業団地の整備につきましても、これまで全

国で数多くの実績がございまして、大型の団地

の整備もございます。そういった我が国を代表

するような企業に今回、ご提案いただいたとい

うことは、県や東彼杵町にとりましても非常に

ありがたく、期待を持っているところでござい

ます。

また、それと同時に、候補地の工業団地とし

てのポテンシャルを改めて確認したところでも

ございます。

以上でございます。

【初手委員】ありがとうございました。大和ハ

ウス工業の内容につきましては把握をさせてい

ただきました。

それでは、2問目として質問いたしますけども、

大和ハウスにつきましては十分な実績があると

いうことで、今後の開発に期待が持てますが、

一方で地元の住民は、いつから工事が始まるの

か、そしてまたいつまで耕作ができるのかと、

今後のスケジュールについて非常に懸念をされ

ておりますので、その辺の見通し等について、

可能な範囲でご答弁をいただければと思います。

【小宮企業振興課企画監】現在、県と東彼杵町、

大和ハウス工業の3者で、今後の整備手法であり

ますとかスケジュール、それとそれぞれの役割

などについて、事業を進める上で必要な事項を
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一つ一つ整理している状況でございます。協議

が調い次第、開発に向けた基本協定を締結する

予定でございます。

これまでの手続に関しましては、県がリード

して、開発事業者の公募から選定まで行ってま

いりましたが、今後は住民や営農者への説明、

それと地権者と用地交渉などに移ります。この

ため主に東彼杵町と大和ハウス工業が連携して

事業を進めていくことになろうかと考えており

ます。

一方で、県と県産業振興財団におきましては、

既に誘致活動を進めておりまして、アンカー企

業の誘致に向けて取組をさらに強化してまいり

ます。

今後のスケジュールに関しましては、まず用

地の確保にどの程度の期間を要するのかという

こと、また建設業界で深刻な人手不足や資材高

騰など、建設コストが大きくなる中で、開発に

要する期間がどの程度必要になるのか、そうい

ったことを東彼杵町と費用を負担する大和ハウ

ス工業と慎重に協議を進める必要があります。

このため、現時点で明確なスケジュールをお示

しすることはできませんけれども、今後、工事

着手の時期など、協議が調い次第、東彼杵町か

ら住民や営農者、それから地権者などに対して

説明を行っていただくこととしております。

以上でございます。

【初手委員】重ねてご質問させていただきます。

今、スケジュール等につきましては慎重に協議

を重ねていくということでございます。地元と

しては一日も早い着手、着工というのを望んで

おられると思いますけども、より近い部分につ

いては、東彼杵町が担っていくということで、

県・町それぞれの役割でしっかりと協議しなが

ら事業を進めていただければというふうに思っ

ております。

一方で、昨今の報道では、福岡北部でのトヨ

タ自動車のＥＶ電池工場の延期や、さらに熊本

での第2工場の着工延期など、企業の投資意欲の

減退と見られる、非常に気がかりな動きが出て

きているところでございます。このような状況

が続く中で、企業団地の整備自体を見直すとい

うことがないのか、最後に部長にお尋ねをした

いと思います。

【宮地産業労働部長】今、初手委員からお話が

ございましたとおり、九州においても企業の投

資計画が延期になったり、中止されたり、また

今回、部長説明でもご報告申し上げましたけれ

ども、米国との関税協議の中で、企業の投資に

対する不透明感が高まっているというのは、こ

れは間違いがない状況でございます。

一方で、そのような中にあっても、やっぱり

投資はしっかり続けないと、県内における投資

を企業様に続けていただかないといけないとい

うふうに思ってございます。

一般質問でも知事から中島議員の方にご答弁

申し上げましたけれども、10年間ぐらいの企業

関係の補助金195億円、それに対して、県税収入

だけで2倍以上、415億円の県税収入があってい

るということで、投資を呼び込む、これは県税

収入だけじゃなくて、当然、固定資産税は市町

に入りますし、いろんな消費の効果も地域にも

たらされるということで、やはり県内に投資を

呼び込むということは、人口が減少して財政状

況、経済状況が厳しい本県にとっては不可欠だ

と思ってございます。

九州各県、特に北部九州各県においても、こ

のような状況を受けてもひるまずに、団地の整

備の計画を進めておられます。先日も熊本県の

菊陽町は、追加でまた20ヘクタールを超える工
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業団地を整備するという報道もございました。

我々としても、そういう経済環境がまた成長軌

道に戻ったときにインフラを始めると、九州各

県の競争には負けてしまいますので、いろんな

状況はありながらも、東彼杵町と連携をして、

早い段階で地元の皆様にもご理解いただいた形

で、いい工業団地、アンカー企業、大企業の誘

致をできるような工業団地の整備を進めてまい

りたいと考えてございます。

以上でございます。

【初手委員】大変力強いご答弁をいただき、あ

りがとうございました。本事業に対します県の

意気込みとか熱意というものを強く受け止めた

次第でございます。

また、本事業は、先ほど来から話があります

ように、地元をはじめ県の地域経済の活性化に

大変重要な役割を果たす事業でもございます。

多少時間をかけてでも、着実に進めていただく

ことを、やはり強く要望をさせていただきたい

と思っております。重ねてになりますけども、

住民への説明、そしてまた情報の提供というの

は、円滑にこれから協力を得ながら事業を進め

る上で大変重要なことであると考えますので、

積極的な対応をお願いして、この件についての

質問を終えさせていただきます。

次に、2点目でございますけれども、陶磁器産

業の原材料高騰に対する県の対応について、お

尋ねをさせていただきたいと思います。

現在、波佐見町では窯業、陶磁器産業を主産

業としておりまして、産地と行政が一丸となっ

て波佐見焼のブランド化を進め、全国的にも高

い知名度を誇っているところでございます。そ

ういう取組の中で、今回、波佐見焼が天草陶土

を原材料とした陶土を使用しており、この陶土

が近いうちに値上がりされること、その後もさ

らにまた値上げが予定されているという情報が

入っております。窯業関係者はもちろんのこと、

地場産業でもあり、まちの経済や観光振興等に

も大変極めて深刻な影響が今後出てくるという

ことが懸念をされております。

また、佐賀県の有田焼なども、同じ天草陶石

を原材料とする陶磁器でありまして、佐賀県に

おける状況など、どのように把握をされておら

れるのか、まずお尋ねをいたしたいと思います。

【原田新産業推進課長】天草陶石の値上げに関

するご質問でございますが、本年3月25日に、県

が開催いたしました長崎県陶磁器産業活性化推

進本部委員会をはじめ、産地の皆様との意見交

換を継続的に実施しております中で、陶土の値

上げが予定されているということについても大

きな課題になっているという現状をお聞きして

おります。

それを受けまして、4月には佐賀県の担当部署、

ものづくり産業課や伝統産業支援室を私どもが

訪問させていただきまして、佐賀県の現状につ

いて直接話をお聞きするとともに、今後の情報

共有について互いに認識を統一したところでご

ざいます。

現在のところ、佐賀県の方でも産地の事業者

の皆様の現状把握を進めている段階とのことで

すが、今後とも同じ天草陶石を原材料とする有

田焼や伊万里焼の産地を抱える佐賀県との連携

は不可欠だと考えておりますので、引き続き密

に情報交換を行うように努めてまいりたいと考

えております。

以上でございます。

【初手委員】ご答弁ありがとうございました。

有田、そしてまた伊万里も含めた中での陶磁器

県ということで、県をまたぐ課題でありますの

で、そういった意味での佐賀県との連携、情報
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共有というのは大変これから重要ではなかろう

か思います。大変厳しい状況が想定されますけ

れども、このような状況を踏まえて、県として

陶土の値上げに対してどのような対応を考えて

おられるのか、お尋ねをしたいと思います。

【原田新産業推進課長】まず、現時点での対策

といたしまして、窯業陶磁器産業の事業者の皆

様にご利用いただける県の補助制度といたしま

して、先ほど追加の予算措置のご承認をいただ

いた事業者向けＬＰガス価格高騰緊急対策支援

事業費補助金のほか、デジタル力向上支援補助

金とか、長崎県製造業賃上げ対応型投資促進補

助金などが、現在も募集中でございまして、燃

料コストの低減に加えまして、デジタル化の推

進や設備投資などによって、生産性向上を図る

ことに活用していただきたいと考えております。

これまでにも産地の事業者の皆様には、実際に

ご利用をいただいているところでございます。

また、少し長期的な観点から申し上げますと、

素材などに関する研究やデザイン、機能性に優

れた新商品開発などを支援する窯業技術センタ

ーの取組によって、陶磁器のブランド力がさら

に高められることで、販売価格への転嫁の円滑

化とか、付加価値の向上につながるものと考え

ております。

今後の対応につきましては、国の経済対策補

正の動向も見据えながら、地元とか佐賀県、先

ほど申し上げました窯業技術センターや、長崎

県中小企業団体中央会などもご支援をされてま

すので、そういった関係機関とも意見交換を引

き続き進めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

【初手委員】ありがとうございました。この件

につきましては、大変重要な、極めて深刻であ

ると先ほども申し上げておりますけれども、窯

元さんが80軒といいますか、そこの中に生地組

合さんとか、ほかに個人的な経営をされている

方、500以上の方々が、もっと数多いかと思いま

すけれども、全て関連するこの値上げの状況に

なってくるわけでありまして、これがただ単な

る陶土の、陶石の値上げだけじゃなくて、これ

が生産と加工、いろんな面で段階的にかかって

くるという、非常に重要な内容であるというふ

うに思っております。

今おっしゃいましたように融資制度、そして

また現行のいろんな補助の制度等につきまして

も対応していただいておりますけども、これか

らも状況を見ながら、やはり柔軟に幅のある対

応というものが必要になってくると思いますの

で、ぜひこれからも注目をしていただきまして、

いろんな対応をお願いさせていただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

次に、あと1点、ご質問をさせていただきます。

外国人材の受入れの促進ということで、県の

対応についてお尋ねをさせていただきたいと思

います。

私は、2月議会の委員会で行政書士の方が外国

人の人材受入れに関して、企業の相談に応じら

れている事例等を意見交換の折にお聞きしたと

いうことで質問をさせていただいたところでご

ざいます。実は、先ほどの報告にもございまし

たが、先日、未来人材課も共催として、異文化

理解促進セミナーを開催されたようでございま

すけども、新年度を迎えての新たな取組ではな

いかというふうに理解をいたしておりますが、

その後のこれからの取組とか、この人材育成に

対する担当の取組等について、ご説明をいただ

きたいと思います。よろしくお願いします。

【髙見未来人材課企画監】委員からお話があり

ました行政書士との連携につきましては、4月に



令和７年農水経済委員会（６月２７日）

- 20 -

行政書士会の方を訪問いたしまして、お話をさ

せていただいております。その結果、先ほど委

員からご紹介がありましたとおり、6月25日に異

文化理解促進セミナーにおいて、行政書士の方

にご講演をいただきました。行政書士の方から

は、外国人材の方が感じてらっしゃるのが、会

社が自分たちを育てて長く勤めてもらいたいと

思っていることに敏感であること。それから、

定着してもらうためには、やはり日本人や外国

人、外国人同士の交流の場を設けることが大事

であるといった、そういった外国人材の方々と

共に働くに当たって参考となるような貴重なお

話をいただいたところでございます。

今後は、送出機関とか、監理団体とか、県内

企業を集めたマッチング会を予定しております

ので、そういった中で企業の担当者は行政書士

に気軽にご相談できるような無料相談ブースを

設けて、また連携して取り組んでいきたいとい

うふうに考えているところでございます。

引き続きそういった行政書士会をはじめ、ほ

かの関係団体とも連携を図りまして、県内企業

による外国人材の円滑な受入れ、それから定着

を支援してまいりたいというふうに考えており

ます。

以上でございます。

【初手委員】ご答弁ありがとうございました。

今日のある新聞にも、外国人材の受入れは、人

口減少と地方の過疎化に直面する日本社会にと

って、非常に重要な問題であるというふうな位

置づけでの論点がございました。特に長崎県で

は人口減少もひどうございますので、ぜひこれ

からもいろんな団体との連携を深めていただき

ながら、この取組をさらに充実させていただけ

ればと思いますので、これからの取組に期待を

して、質問を終わらせていただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

以上で終わります。

【清川委員長】ほかに質問ありませんか。

【石本委員】企業誘致の件で1点、確認したいと

思います。

資料の4ページに、工業団地の件で、例えば松

浦市から提案のあっておりました分譲面積3.3

ヘクタールの工業団地の整備計画について、今、

進捗状況がどういう状況なのか、また今後の計

画のスケジュール等について、お伺いしたいと

思います。

【小宮企業振興課企画監】松浦市からご提案が

あっております工業団地ですけれども、御厨町

の約3.3ヘクタールの用地を工業団地として整

備しようという計画でございます。事業期間は、

既に設計等始まっておりまして、令和6年から令

和9年度で事業を行う予定でございます。予定と

しまして分譲開始時期は令和10年4月を予定し

ておりまして、松浦市からは半導体製造装置関

連の企業誘致などを行いたいというご要望でご

ざいます。松浦市と県産業振興財団と一緒にな

りながら、工業団地の整備分譲開始に向けて、

企業誘致に県も一緒に取り組んでいきたいと考

えております。

以上でございます。

【石本委員】今のところ予算規模は、どれぐら

いの予算になっているんですか。

【小宮企業振興課企画監】事業規模ですけれど

も、約9億円の事業費がかかるということで、市

の方から報告があっております。

以上でございます。

【石本委員】この工業団地が、今お話があった

とおり、元小学校のグラウンドが予定地になっ

ておりまして、これまではそのグラウンド、地

域の住民の人たちが、いろんなイベントとか催
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物をそのグラウンドでやっていたと。これがで

きなくなるために、代替として旧大崎小学校と

いうのがあったんですけど、そこのグラウンド

を使えるように整備したいというご要望があっ

ておるわけですよ。例えば代替地としてのそう

いった整備についても、その県の支援としては

何かないのか。あれば教えてください。

【小宮企業振興課企画監】企業誘致の工業団地

の支援という面に関しては、代替地の用地の造

成などというところに補助を出すというような

制度は、今のところございません。

以上でございます。

【宮地産業労働部長】石本委員ご案内のとおり、

電源立地対策交付金で市町の要望を伺って、

我々が予算の範囲内で国にご相談して充当して

いくという制度がございますので、状況を伺い

ながら、そういうのが活用できるようであれば、

そういう方向でも対応を検討してまいりたいと

考えてございます。

【石本委員】ありがたいご意見ですけど、電源

立地に関する予算についても、まだ県の予算内

でということですよね。それはまだ使える余地

はあるというお話ということで理解します。そ

れでよろしいですか。確認です。

【宮地産業労働部長】毎年の交付額の状況にも

当然左右されますけれども、基本的には先ほど

申し上げました市町からのご要望については、

我々も真摯に受け止めて、財源の範囲内でご支

援していきたいというふうに考えてございます。

【石本委員】ありがとうございます。先ほど、

波佐見焼の振興についてのお話がありましたけ

ど、もう一つ、陶器の関係で、三川内焼という

のがあるんですけど、佐世保の方に。こちらの

いわゆる窯業の振興というか、波佐見焼と比較

しまして、なかなか三川内焼という振興策があ

まり聞かないというか、低いなと、少ないなと

感じているんですけども、そういったところで

何か。県として、その三川内焼の振興について

どのように考えておられるのか、あれば伺いた

いと思います。

【原田新産業推進課長】三川内焼の振興策につ

いてですが、生産額の規模は波佐見焼と比べて

少し小さくはなっておりますが、県からの支援

事業、例えば認知度向上とか販路開拓、あと人

材確保・育成などの補助事業については、波佐

見焼と同じように、例えばテーブルウエアフェ

スティバル、全国最大規模の食器の展示会です

が、そういったところへの出展支援などを実施

しておりますし、三川内焼においては、人材確

保のために、外から移住者が来られて、そこに

住んでいただきやすくなるような取組が必要で

あるとのお話を、若手の生産者の皆様からお聞

きしているところでございます。

以上でございます。

【石本委員】この三川内焼も、もともとは平戸

藩の御用窯として発達したものですけど、伝統

的にはいいものがあるし、天皇陛下の献上品な

んかもしてますし、規模は小さいんですけども、

すばらしい技術があるもんですから、そこら辺

はぜひ、一つの県内のそういった工芸の産地と

して、しっかり今後とも存続できるような形で

育てていただきたいというふうに思っておりま

す。

それから、これに関連して、これは総務委員

会の方の管轄になると思うんですけども、長崎

空港に空港の中に、こういった県内の主な工芸

品とか、いわゆる産業振興の意味で、できたら

ば空港内にそういった展示するブースを、ぜひ

設置していただきたいと。開港50周年記念もあ

りますので、こういった記念行事に合わせて一
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画をというか、一部に県内の産業振興をお客様

にアピールするような、そういう展示ブースを

設置できないかというのは、総務委員会の方で

も空港に対してお願いしているところですけれ

ども、ぜひこの産業振興という面からも、県内

の今言った、隠れたというか、本当に伝統のあ

るものを、いわゆる空港内に展示させて、そし

て国内外から来た人にも、長崎はこういうもの

をやっているんだというのを感じてもらって、

それが産業振興につながればいいなというふう

に思っておりますので、そこについてはぜひそ

ういう連携して、対応をお願いしたいと思って

いるんですが、よろしくお願いします。

【原田新産業推進課長】委員からご指摘ありま

したように、空港の展示ブースなどの活用で、

特にインバウンドのお客様などにアピールする

こと、高額の商品など、販売につながりやすい

ということで、非常に大切だと思っております

ので、しっかりと取り組んでいきたいと思って

おります。

1点、三川内焼につきましては、6月17日の日

経新聞にちょっと記事が載っておりまして、そ

の中では東京ミッドタウン、東京六本木にあり

ますけれども、そこでセレクトショップ、ＴＨ

Ｅ ＣＯＶＥＲ ＮＩＰＰＯＮというセレクト

ショップがありまして、そこでの販売が非常に

増えているという記事が出ております。こちら

についても県の制度でご支援をさせていただい

ているところでございますので、こういったも

のも含めて、しっかり対応していきたいと考え

ております。

以上でございます。

【宮地産業労働部長】ちょっと補足で、先ほど

初手委員のところで課長がご答弁申し上げまし

たけれども、3月に会議を開催して、三川内と波

佐見と、私も参りまして、その会議はどちらか

というと、我々の取組をこれまでは一方的に、

ご説明することが多かったんですが、皆さんか

らいろんなご意見を頂戴しました。その中で、

三川内焼については、やっぱり先ほど石本委員

おっしゃられたように、非常に高級品であると

いうことで、特にインバウンドの方々に手応え

を感じておられるということで、その中から、

その会議の中で、我々と話しまして、クルーズ

船のお客様に現地を視察していただいて、より

買っていただいてはどうかということで、私ど

も、県の産業労働部で商船三井と連携協定して

おりますので、5月に私も商船三井の役員のとこ

ろに直接出向きまして、三川内焼のそういうお

願いをしてまいりました。そういうふうな取組

が、先ほど課長が申し上げた日経新聞にも少し

ご紹介をしていただいてますけれども、そうい

うふうに、三川内焼については、やっぱりター

ゲットが富裕層なんだろうと思ってございます。

一方で、先ほど初手委員からありましたけれ

ども、波佐見の方はもう少し大きく、ライフス

タイルをお支えするような、もう少し大きなと

ころのマーケットを取りに行くということで、

そういう対象も考えながら、いろいろご支援を

していきたいと思ってございます。

【清川委員長】ほかに質問ありませんか。

【大倉委員】私からは、スタートアップ企業に

関するご質問をしたいと思います。

この部長説明の7ページにも記していただい

ているわけですけれども、この中にミライ企業

Ｎａｇａｓａｋｉに関しても書いていただいて

おります。これは投資家の方とのマッチングイ

ベントでございまして、一定の成果が出ている

ということも認識しております。資金調達につ

ながっているということで、非常にこれは後押
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しになっているなと思っています。

そういう中で、資金調達を達成したスタート

アップ企業が、本県でどこまで今定着している

のか、根づいているのかという観点でご質問を

したいと思うわけなんですよね。そもそも資金

調達に達成したという段階で、非常に厳しい審

査を経ての資金調達というところも聞いており

ます。ですから、非常に将来的に有望な未来が

ある、そういった企業だと思うわけですけれど

も、じゃあ今、そのスタートアップ企業、資金

調達ができた企業が本県でどのように、例えば

売上げを伸ばしているのか、そのあたりの現状

を教えていただければと思います。

【原田新産業推進課長】スタートアップに関す

るご質問でございますが、先ほどおっしゃって

いただきましたミライ企業Ｎａｇａｓａｋｉの

開催などを通じて、実際に昨年度、令和6年度に

資金調達に成功した件数は5件ございまして、一

定、資金調達のところもしっかり進んでいると

ころでございます。

そうした資金調達を達成した次の段階に成長

するためには、やはりどんどん売上げを伸ばし

ていくということが重要だと考えておりまして、

特に大企業との取引を通じた売上拡大の支援と

いうのをやっていこうと考えております。

このため今年度から東京大手町の会場で、毎

週木曜日、朝7時から2時間程度、200社を超える

大手電機メーカーや大手保険会社などの大企業

とスタートアップ5社が、事業連携や取引拡大の

きっかけの場として交流をするＭｏｒｎｉｎｇ

Ｐｉｔｃｈというイベントがございます。これ

は大手コンサル会社が2013年から累計500回以

上開催されているものでございまして、こうい

ったＭｏｒｎｉｎｇ Ｐｉｔｃｈを活用して、

そこに県内の有望なスタートアップを5社ぐら

い、今年度登壇していただいて、実際に大企業

との取引につながるようにしていきたいと考え

ております。

このモーニングピッチの登壇に当たりまして

は、登壇前からアフターフォローに至るまで、

各スタートアップに専門のコンサルタントが担

当でつき、約4か月間にわたってビジネスプラン

の磨き上げや、プレゼンテーション技術の指導、

大企業との商談サポートなどの伴走支援を受け

ることができます。こういったことによって、

しっかり大企業との取引を通じて、売上げが実

際に拡大していくようなご支援を続けていきた

いと考えております。

以上でございます。

【大倉委員】ありがとうございます。今そのＭ

ｏｒｎｉｎｇ Ｐｉｔｃｈであるとか、伴走支

援の話をしていただきました。そしてアフター

フォローの話もしていただきました。ぜひそう

いった意味で、スタートアップ企業ってなかな

か安定的に利益を生み出していくというのは、

なかなか容易なことではないと思いますので、

ぜひスタートアップ企業の創出だけじゃなくて、

その後の成長にもつながる取組、今後もぜひ続

けていってもらいたいと思います。

そういう中で、ここに書いていただいた中で

ご質問していきますけれども、スタートアップ

企業を支える事業に関して、今年度から県内全

域でセミナーとかワークショップを開催すると。

それから、首都圏の交流拠点との連携も拡充す

るということで、これも大いに期待をしている

ところなんですけれども、まず県内全域でのセ

ミナーというのは、これはこれまでのセミナー

とかワークショップとは、どのように規模感が

変わってくるのかというところを、具体的にお

示しください。
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【原田新産業推進課長】県内全域でのセミナー

やワークショップの開催についてのご質問でご

ざいますが、これまで主に長崎市の出島にあり

ますＣＯ－ＤＥＪＩＭＡにおきまして、創業相

談や交流会イベントなどを開催することによっ

て、スタートアップの創出、県外からの呼び込

みなどに力を入れてきたところでございますが、

そうした結果、県内スタートアップの多くが、

長崎市と佐世保市に集中している状況でござい

ますので、県内全域での起業の機運醸成や、こ

れからスタートアップを目指す人材の裾野拡大

を目的といたしまして、離島や半島地区を含む

県内9か所で、先輩起業家を講師として招いての

セミナーやワークショップを開催するものでご

ざいます。

今のところ8月下旬から県内9か所でのセミナ

ー、ワークショップの開催に向けて、県と委託

先の事業者との間で、随時検討会議を行うなど、

準備を進めているところでございます。

以上でございます。

【大倉委員】県内全域という部分のお答えは分

かりました。

今度は首都圏の交流拠点に関してもご質問を

しておきます。首都圏の交流拠点、これはＳＨ

ＩＢＵＹＡ ＱＷＳを含んでいることだと思う

わけです。去年、私も視察に行きました。非常

にＳＨＩＢＵＹＡ ＱＷＳは長崎県など、地方

の魅力を直接都会で発信できる、非常に有意義

な施設だと思っております。逆に言えば、長崎

県以外の地方都市も、このＳＨＩＢＵＹＡ Ｑ

ＷＳなどで情報発信ができるわけですよ。です

から、本県もそこにやっぱり負けてはいけない

なということを強く思っているところですけれ

ども。

そのためにもＳＨＩＢＵＹＡ ＱＷＳのみな

らず、やはり首都圏にある交流拠点というもの

を様々に活用していって、拡充してもらいたい

と思うのですけれども、今回の拡充するという

のは、そういった意味でＳＨＩＢＵＹＡ ＱＷ

Ｓ以外でもどんどん広げていくということで認

識してよろしいんでしょうか。

【原田新産業推進課長】委員、今おっしゃって

いただきましたように、ＳＨＩＢＵＹＡ ＱＷ

Ｓとの連携、こちらは令和元年度からしっかり

連携をさせていただいて、一定の成果が出てお

るところでございまして、引き続きしっかりと

連携、さらに強化をしていきたいと思っており

ますが、ＳＨＩＢＵＹＡ ＱＷＳ以外にも首都

圏、東京にはたくさんのスタートアップ交流拠

点がございます。具体的に申し上げますと、今

年度から丸の内にありますＴＭＩＰという三菱

地所さんが運営されている施設や、大手町3×3

Ｌａｂといった、これも三菱地所様運営のとこ

ろでございますが、それらとの連携を追加でや

っていきたいと思っております。

東京都が運営する拠点でＮＥＸｓ Ｔｏｋｙ

ｏというのもございまして、こちら特に会費と

か要らずに連携ができるところでございますの

で、こういったところや、ほかにも大手不動産

会社様が運営されている施設がありますので、

徐々に広げていくことも検討しながら、しっか

り首都圏交流拠点との連携を強化してまいりた

いと思っております。

以上でございます。

【大倉委員】ぜひそのＳＨＩＢＵＹＡ ＱＷＳ

だけではなくて、3×3Ｌａｂさんとか、ＴＭＩ

Ｐさんなど、呼び込みをぜひ強化していくよう

に取り組んでいただきたいと思います。期待し

ています。

それから、次の質問ですが、水素社会につい
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ての、ちょっと本県のビジョン的なものを伺い

たいなと思っているところでございます。展望

ですね。実は先日、この農水経済委員会の委員

何人かと、イワテックさんに視察に行ってまい

りました。いわゆる再生可能エネルギーである

太陽光を使って水素を製造するという施設を見

学してきたわけでございます。いわゆるグリー

ン水素です。ブルー水素でもない、グレー水素

でもない、もう正真正銘の二酸化炭素を一切排

出しない完璧なグリーン水素、脱炭素エネルギ

ーでございます。2050年にカーボンニュートラ

ルというものを国が掲げているわけですけれど

も、そういう中で水素社会実現というものに、

やっぱり向かっていくべきだと私も思うのです

が、非常にやっぱりハードルがあるんですね。

いろんな課題が見えてくるわけです。実際にこ

のイワテックさんとの意見交換をする中でも、

そういった課題がいくつも見つかりました。

まず、何よりも製造コストが高いというとこ

ろですね。それから、インフラ整備がまだまだ

整っていないというところ。そして、何よりも

私が心に響いたのが、本県として水素をどのよ

うに活用していくのか、どういう方向性を考え

ているのかというところが見えないというふう

にイワテックさんがおっしゃったんです。私も

そうだなと思ったところなんですよ。

ですから質問をしたいんですが、本県として

この水素エネルギー、どういった分野で活用し

ていくべきなのか。その方向性、ビジョンとい

うものがありましたらお示しいただければと思

います。

【石川新エネルギー推進室長】水素についての

お尋ねでございますけれども、水素につきまし

ては、委員ご紹介ございましたように、国にお

いて2050年カーボンニュートラルの実現に向け

て、脱炭素が難しい分野においても、ＧＸ、グ

リーントランスフォーメーションを推進するた

めに水素を使っていこうというふうな考え方が

ございまして、水素の供給・利用を促進し、本

格的な社会実装を目指すということで、昨年5月

には水素社会推進法という法律が成立するなど、

国においても大きく取組が進められているとこ

ろでございます。

そういったこともございまして、今後、関連

市場の成長が見込まれるというふうに考えてお

りますけれども、先ほどご紹介ございましたグ

リーン水素につきまして、今国内で実際に利用

されている水素というのが、大体200万トンぐら

いあると言われていますけども、そのほとんど

は実はグレー水素ということでございます。し

たがいまして、水素社会推進法において取り組

まれようとしているのは、需要だけではなくて

供給の方も、グリーン水素の生産というところ

も併せて取り組んでいくということが示されて

おります。

そういった形で、製造とか利用の方も含めて、

大きな成長が今後見込まれるだろうというふう

に考えております。そういった市場に県内企業

が参入していくということで、本県の産業振興

につなげていくことができるのではないか、必

要ではないかと考えておりますけれども、現時

点で県内でも需要と供給体制というのは十分で

はございませんし、本県企業が本格的に参入し

ているというところも、まだほとんどございま

せんので、そういったところも踏まえて、本県

企業のどういったところに強みがあるのかとか、

どういったところで利活用ができる可能性があ

るのかとか、そういったところをまずは調べて

いくことが必要だろうということがございまし

て、どこを今後狙っていくべきかというところ
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を調べる必要があると考えております。

そのためにはまず今年度、水素市場への参入

に向けた基礎データを把握するために、広く県

内企業の意向でありますとか技術、どういうと

ころに需要があるのかとか、どういったところ

を狙っていくのかといったところの調査をする

こととしております。調査結果を踏まえまして、

県内企業の水素市場への参入に向けた今後の具

体的な方向性について、整理してまいりたいと

考えております。

以上でございます。

【大倉委員】ありがとうございます。本当に本

県の産業振興に水素がどのように寄与していく

のかというのをしっかり調査してもらって、そ

して実現、具現化していってもらいたいと、本

当に強く思っているところです。

例えば、水素というのはいろんなもの、分野

に使えるわけですね。防災でも使えるわけです

よ。水素はしっかり貯蔵できますから。そうい

った使い方もありますし、ただ防災というのは、

そんなにしょっちゅう使うものではないので、

例えばこれで私が思うのが、もう少し県民の皆

さんに寄り添った身近なところで水素というも

のを使える仕組みができないかなというところ

なんですよ。身近なインフラなんかでできない

かなというところが、できればこれは非常に県

民の皆さんにも、水素に向かっているんだ、長

崎県はというところを分かりやすくお示しでき

るし、しかもインパクトもあると思っていると

ころです。

例えば、東京では都バスがもう水素バスなん

ていうものをどんどん広げていっているわけで

すね。しかし、燃料電池を入れているわけです

けれども、都バスは。本県はそこまで財源がな

いので、そんな簡単にできるわけはないですよ。

だけども、やっぱりインフラというものに水素

を使うと、非常にインパクトがあるし、やっぱ

り分かりやすいんです。

そこでちょっと提案したいんですけれども、

私は電気工学の専門家でも何でもないので、こ

れはあくまでも理想論ですよ、理想論なんです

が、例えば路面電車の、チンチン電車ですね、

その電源を水素エネルギーでできないかという

話ですよ。これ、実はイワテックさんでもこう

いった意見交換が生まれたんですが、要は、架

線ですね、電線からパンタグラフを通って車両

に電気が行って動いているわけですけれども、

そこの電源をそもそも一部区間でもいいから、

例えば水素を原料としてできないかと。それが

もしもできれば、非常に長崎市民、県民にとっ

ても分かりやすいし、本県がそれを推奨してる

んだということも伝えやすいと。これはなかな

かいい提案じゃないかなと思ったのですが、実

際できるかどうか知りませんよ、知りません。

ですから、分からないですが、こういったアイ

デアをどんどん出していくということは、非常

に私、必要だと思うんですね。

どうでしょう、全くこれは実現性があるかど

うか分からないんですが、長崎電気軌道さんに

このあたりを、ちょっと問い合わせてみるのは

いかがでしょうか。

【石川新エネルギー推進室長】水素の活用先と

して電車とかインフラとか、そういったところ

というところのお話でございますけれども、先

ほど申し上げた、現在国内で利用されている水

素ですけれども、そのほとんどは産業用という

ことでございまして、例えば鉄鋼関係とか、ま

た石油の精製とか、そういった一般の住民の方

にはなかなか目につかないところで使われてい

るということで、なじみがまだまだ薄いという
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ふうに考えております。

今後、社会実装が進んで、国においては2050

年に2,000万トンというふうな目標を掲げてお

られますけれども、そのときに石油の精製の用

途というのは減っていく見込みにもちろんなっ

ているんですけれども、産業用途が増えるとと

もに、モビリティー用途であるとか、発電用途、

こういったものが新たに大きく増えていくとい

うふうに見立てておられます。

大手の企業におかれましても、水素による発

電でありますとか、水素自動車関係の開発等も

現在進められておられるところでございます。

そういったところも含めまして、先ほどと重複

する部分もございますけれども、産業労働部と

しては、まず成長が見込まれるそういった将来

の水素社会到来に向けた水素関連市場に、県内

企業の参入を促進して、県内の産業振興につな

げていくということが、第一目標と考えており

ますので、具体的にどの分野において利活用が

進んでいくのか、県内企業の参入が可能である

かというところは、インフラとか、モビリティ

ーとかも含めて、今年度実施する調査の中で整

理していきたいというふうに考えてございます。

以上でございます。

【宮地産業労働部長】補足で申し上げます。

今、大倉委員おっしゃられました電気軌道の

お話は、非常に面白いなと、楽しいなという。

我々も実はこういう取組を進めるときには、皆

様のご理解をいただくために、やっぱり分かり

やすいところでやりたいということで、ただ実

際、きちんと取り組めているわけじゃないんで

すが、例えば空港から長崎に来る路線バスを水

素バスにできないかとか、ハウステンボスに行

くバスをできないかとか、そういうのも我々も

いろいろ話をしております。それに当たっては、

どういう事業者の組み合わせで、そのときだけ

ではなくて、補助金が出せる期間だけではなく

て、ランニングするようにするためには、どう

いうふうにしていけばいいのかということで、

いろいろ話をしておりまして、そういう実証を

していただくためのご予算も今年度頂いており

ます。それがバスでできるのか、別の形ででき

るのかというのは、現段階ではまだご答弁申し

上げる段階にないですけれども、問題意識とし

ては我々も持っておりまして、あと産業労働部

としましては、それに県内企業さんが参画して、

売上げを上げていただきたいと。そういう意味

では、我々着目しておりますのは、船に着目し

ております。船を水素で動かすと。そこは造船

サプライチェーンございますので、全国の中で

も本県の企業様がお力を発揮するだろうという

ことで、モビリティーとしては船をちょっと着

目している状況でございます。

【大倉委員】宮地部長、ありがとうございます。

非常に意味のある、これは議論だと思います。

船、バス、電車、いいじゃないですか。だから、

実現可能かどうかは分からないですけど、理想

論かもしれないけれども、やっぱり水素社会を

本気で目指すんだったら、こういったアイデア

をどんどん出し合っていくって、本当、大事だ

と思うんですよ。だから、ぜひ長崎県モデルみ

たいな、水素県長崎と言われるような社会をつ

くっていこうじゃありませんか。ひとつよろし

くお願いいたします。ありがとうございます。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【千住委員】私からちょっと2点なんですけど。

先ほどあった産業人材育成奨学金返済アシス

ト事業なんですけれども、これ非常にいい事業

だと私も思っておりまして、皆さんにお薦めす

るんですけれども、県立大でも授業をしたとき
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に、これも紹介させていただいたんですが、こ

れ実際使える範囲が非常にやっぱり狭いと。実

際、県内ですね、例えば高校生が1万人おれば、

そのうちの約1％も使えないという状況で、これ

が産業人材ですけど、県としてもうちょっと県

も積立てやってるわけですから、もっと広く人

材を広げる、幅を広げることが非常に今後大事

になってくるんじゃないかなと思いますけども、

そのあたりは県庁内で議論はないのかというと

ころを、ちょっとお尋ねします。

【松尾未来人材課長】このアシスト事業につき

ましては、県の一般財源が年間4,000万円と寄附

金、大体2,000万円をめどに予算化して積み立て

て、運用利息を含めて積立てを行っております。

令和6年度につきましては、認定者81名という

ことで、今のところ550名ぐらい認定をしている

ところなのですが、平成28年から積立てをして

おりまして、基金残高もありますことから、今

後、もう少し認定して、支援ができないかどう

か、基金の残高も含めて検討してまいりたいと

考えております。

【千住委員】認定者数を増やすとかじゃなくて、

対象を広げてもらえるようにしてほしいなと。

対象が非常に絞られているよう、そこに行けな

いというのもありますので、この産業人材だけ

じゃなくて、幅広く県庁内で広げていただけた

ら、非常にありがたいなと思うんですけども。

【宮地産業労働部長】今、千住委員からお話が

ありました、そういう議論は過去も実はありま

して、この制度自体が、国が始めたやつに、我々

も乗らせていただいて、当初はもっと狭い範囲

で。その中で少しずつ対象を広げていきながら、

今、対応している状況でございまして、例えば

福祉の関係は別に奨学金があったりとか。ただ、

千住委員おっしゃるように、全体のボリューム

を考えると、多分、なかなか地方では財源的な

ことを考えると厳しいのかなと正直思っており

ます。国においていろいろ検討をして、その中

で産業労働部においてもしっかりその役割を果

たせるように、これは先ほど課長がご答弁申し

上げましたけれども、企業様からの寄附金も頂

いて運営しておりますので、そういう問題意識

は持ちながらも、役割分担を考えながら対応し

ていきたいと思ってございます。

【千住委員】ご答弁ありがとうございます。制

度自体がそうであっても、実際、長崎に帰って

きていただいて住んでいただくということであ

れば、将来的にはそれが税金として返ってきた

り、様々な形で返ってくるわけですから、もっ

と積極的な投資をお願いしたいなと思っており

ます。

もう1点、ちょっと別件なんですけど。先ほど

から企業進出に関して、物価高騰様々な状況の

中で雲行きがというようなお話もありましたが、

実際、諫早市でも京セラの進出、あるいは大型

商業施設というところが今進んでおるわけです

けども、実際、現在それに合わせて道路整備、

周辺整備も行われておりますけども、現在、そ

の計画どおりに進んでいるのか、現状について

お聞きします。

【小宮企業振興課企画監】京セラの立地に関す

るお話ですけれども、現在、京セラの方が南諫

早産業団地で工場の建設を行っているところで

ございまして、米国の関税措置の影響など、世

界的な経済というのは不透明な状況というのは

ございますけれども、京セラにお尋ねしたとこ

ろ、当市の進捗に関して、現在のところ変更等

はないというようなお考えを聞いておりまして、

県としても予定どおり工事が進むものと考えて

いるところでございます。
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以上でございます。

【清川委員長】しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５１分 休憩 ―

― 午前１１時５１分 再開 ―

【清川委員長】委員会を再開いたします。

【園田経営支援課長】商業施設の方につきまし

ては、まだ進捗についての情報というのは入っ

てきておりません。

【千住委員】ありがとうございます。変更等出

れば、速やかに諫早市民、あるいは周辺の方々

も期待をされておりますので、お知らせをお願

いしたいと思います。

以上です。

【清川委員長】産業労働部関係の審査の途中で

すが、午前中の審査はこれにてとどめ、午後は

1時30分から再開し、引き続き産業労働部関係の

審査を行います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５１分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【清川委員長】委員会を再開いたします。

引き続き産業労働部関係の審査を行います。

【饗庭委員】皆さん、お疲れさまです。何点か

質問をさせていただきたいと思います。

午前中お話に出ていた水素事業について、私

も議員有志の中で一緒に視察に行ったので、そ

の中でちょっとお伺いしたいというふうに思い

ます。

午前中、何かとても未来に明るいようなお話

がたくさん出ていたかと思います。路線バスに

船に電気軌道にと、すごい明るい未来が見えて

いるところでございますが、その中で水素ステ

ーションというのが私たちはもう十数年前ぐら

いから導入して、それを脱炭素にして、水素で

車を増やしていこうみたいなお話は、十数年前

からあったかと思います。その間、今となって

は全く進んでないような状況かと思いますけれ

ども、その点に関しての県の見解をお伺いしま

す。

【石川新エネルギー推進室長】水素ステーショ

ンについてのお尋ねでございますけれども、水

素ステーションにつきましては、燃料電池車等

に燃料を供給するために、利用するには当然不

可欠なものではございますけれども、現状、燃

料電池車が思うように普及していないというこ

ともございまして、利用がなかなか進んでいな

いというふうな現状を聞いております。

水素ステーションの設置につきましては、国

も一部推進をしておりまして、整備費であると

か運営費の一部を補助する制度がございますけ

れども、自立的に運営していくためには、利用

があまり進んでいないということもあって、コ

スト面で非常に課題が大きいというふうに伺っ

ております。

九州各県で申しますと、長崎県と宮崎県には

ございませんで、福岡県に8基、あと佐賀と大分

と熊本と鹿児島に各1基ずつですね、九州全体で

12基あると伺っております。以前、九州各県に

それぞれ運営の状況というのを聞いたことがあ

るのですけれども、黒字で運営できているとこ

ろは1か所もないというふうなことを伺ってお

りまして、なかなか水素ステーションの運営と

いうのはコスト面で厳しいというふうに伺って

おります。

以上でございます。

【饗庭委員】九州他県の状況も聞かせていただ

いたところですけれども、となると、もう長崎

県としては、水素事業は朝もありましたように
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広げていきたいと。そういう中で水素ステーシ

ョンに関しては、すごくそれが水素を使う車が

増えるんじゃないかというところがあったけど

も、思うように増えてないので、水素ステーシ

ョンに関しては、もう県としてはそんなに力を

入れていかないと理解してよろしいでしょうか。

【石川新エネルギー推進室長】水素ステーショ

ンにつきましては、先ほど申し上げたように、

燃料電池車等々に対して燃料を供給する拠点と

しては、当然、将来的に必要不可欠なものにな

ると考えております。現状、まだそういったと

ころに至っていないというころがございますの

で、水素ステーション単体で整備するというよ

りは、水素をつくる、それからためて運ぶ、そ

れから使うという、一連のサプライチェーンを

つくっていく中で、県内企業が参画した形で、

そういったサプライチェーンをつくるプロジェ

クトを検討していく中で、当然、必要になって

くるものと思われますので、その中で検討して

いくことになるというふうに考えております。

現在、県内の産学官のメンバーで水素に関す

る研究等をする水素事業化研究会も開催してお

りますので、そういったメンバーとも相談しな

がら、こういったプロジェクトを検討してまい

りたいと考えております。

【饗庭委員】なかなか難しいところでしょうけ

れども、未来に向かって進めていただければ。

そういう中でもう1点、午前中ちょっとありまし

たけれども、防災の避難所とかに、今つくられ

ているシステム開発の機械があったんですけれ

ども、それを置くことによって、停電とかのと

きに使えるみたいなお話は、ちょこっと説明が

あったんですけれども、防災に関して広げてい

こうという考えがあるのかお伺いします。

【石川新エネルギー推進室長】防災の観点で、

水素を有効なといいますか、非常用のエネルギ

ー源として補完するという考え方がございます

けれども、我々産業労働部の考え方としまして

は、いわゆるカーボンニュートラル、グリーン

水素が広がっていく中で、それを使う、つくる

というようなサプライチェーンの中での産業化

というのを目指しておりまして、防災というの

は、ある意味、非常時の対策というか、備えと

いうことにもなってまいりますので、ちょっと

違う観点での対応が必要になってくる分野かな

というふうには考えております。

以上でございます。

【饗庭委員】分かりました。水素事業で長崎県

もどこか参入して、明るい未来になるといいか

なと思います。

次に、カスタマーハラスメントについて、一

般質問でも聞かせていただいたところです。労

働団体、企業さんには4割はあるということで、

今後は20日の回答を締め切って、その後、詳し

く分析した上でということでしたけれども、今

の段階で、セミナーとか周知啓発などすぐにで

もできることがあれば教えてください。

【黒川雇用労働政策課長】カスハラについての

現在の対応でございますけれども、現在も、例

えば個別にご相談があれば、長崎労働相談情報

センターを課内設置しておりますので、個別の

労働相談として対応することも可能となってお

ります。

また、経営者等を対象としました職場環境づ

くりに関するセミナーを、毎年度開催しており

ますけれども、例えばこちらにおいてカスハラ

をテーマとするほか、講師派遣などの支援も、

ニーズに応じて対応したいというふうに考えて

ございます。

それと、具体的には昨年末ぐらいからご相談
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があっている団体の方からも、法改正の内容や

国が発行しているマニュアルなどを活用して勉

強会ができないかというようなご相談も受けて

ございます。それで、秋頃ぐらいをめどに個別

に実施することで、現在、調整しているところ

でございまして、このような具体的な相談内容

に対しても、適切に対応してまいりたいという

ふうに考えてございます。

【饗庭委員】具体的な研修等、県民の皆さんに

も、もちろん企業さんはもちろんですけれども、

していただきながら、法改正になるまでもずっ

と対策を取っていただければと思います。回答

で、細かく分析したことが公表できる頃になっ

たら、また教えていただければと思います。

次に、部長説明の中からお伺いしたいという

ふうに思います。

3ページのところで、直近3か月の企業倒産件

数は12件で、昨年の時期に比べて1件増加となっ

ておりますというところから、最後、緊急資金

繰り支援資金を始めますということですけれど

も、24年度はやはり倒産件数が52件で、前年度

より15件増えているかというふうに思います。

これも、やはりコロナの資金繰りがどこまで関

係しているのか分からないですけれども、なか

なか融資制度をしていただいても、結果、苦し

くなって倒産してしまうということがあろうか

と思いますので、もっと倒産する前の対策とし

て、県としてできることがないのかお伺いしま

す。

【園田経営支援課長】饗庭委員ご発言のとおり、

今、中小企業を取り巻く環境というのは非常に

厳しいものと承知しております。物価の高騰や

金利の上昇、最低賃金の引上げなどに加え、昨

今では米国の関税措置で不安定な国際情勢等も

あり、これは長崎県だけでなく全国的に厳しい

状況ではないかということで考えております。

そういった状況の中で、まずは国において、し

っかり取り組んでいただきたいと考えていると

ころでございます。

こうした中で県としてもできることをやって

いきたいと思っておりまして、先ほど申し上げ

ました資金繰りのことですけども、緊急資金繰

りも含めて、今年度も制度融資として、昨年度

同様に274億円の新規融資枠を確保しておりま

す。7月1日からは新たに米国関税措置対応のた

めの新資金の取扱いを開始することとしている

ところです。

こうした資金繰りの支援と併せまして、事業

者の売上拡大を図るためには生産性向上という

のが非常に重要となっておりますので、設備投

資やデジタル化の支援を行っているところです。

特にデジタル化の支援につきましては、令和5年

度、6年度、この2年間で500社以上の幅広い業種

の小規模事業者、零細の事業者の方にもご活用

いただいているところでございます。

さらにきめ細やかな対応を進めていくため、

今年度からは商工会、商工会議所の経営指導員

を増員しております。デジタル化や事業承継、

価格転嫁等についてプッシュ型の支援を図って

いきたいと考えております。地域経済を支える

上で、中小、小規模事業者の皆様の支援という

のは重要と考えておりますので、今後とも国や

商工団体と連携しながら、総合的に対応してま

いりたいと考えております。

【饗庭委員】総合的に対応していただく中で、

もう1点、商工会議所の人員が増えたというとこ

ろでは、中小企業さんの倒産防止のために相談

が多くできるというようなイメージなんですか。

どういうところで増えた人数の分で、中小企業

さんのところに行き届くようにしていかれるの
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かをお伺いします。

【園田経営支援課長】今年度、先ほど申し上げ

たとおり、経営指導員12名増員することとなっ

ております。非常に身近な支援機関でございま

すので、直接指導員さんが現場に出向いていた

だいて、それぞれの事業者の課題等にきめ細か

く対応していただくということを考えておりま

す。そうした中で、先ほど申し上げましたとお

り、デジタル化いうのは非常に重要かと思って

おりますのでデジタル化を進めていく、それと

併せて、現在、賃金や物価の上昇がありますの

で、価格転嫁をしっかりと適正に進めていくと

いう視点で、経営指導員の方に対応いただきた

いと考えております。

【饗庭委員】きめ細かな支援をしていただけれ

ばと思います。

次に、9ページの中の県内就職率について、高

校生の方はずっと上がってきている。今日の新

聞に掲載されていたかと思うんですけれども、

大学の県内就職率については、この文章の中で

は41.2％と0.8％増となってるんですけれども、

長崎総合計画素案によると、これはあくまでも

目標値でしょうけれども、目標値より下回って

いるという状況の中で、今後どのようにして県

内就職を進めていくのかお伺いします。

【松尾未来人材課長】総合計画における令和5年

度の県内就職率は、目標値の47％に対しまして

40.4％と目標を6.6ポイント下回っております。

そのうち県内出身者だけで見ますと、県内就職

率は61.4％と目標を達成している一方で、県外

出身者で県内に就職された方が約1割にとどま

っておりまして、出身地が県内か県外かによっ

て大きく差が出ているところであります。大学

別に見ますと、最も学生数が多い長崎大学では、

就職者数のうち県内出身者は約44％と半数を割

っております。

こうした中で、労働局が毎年、長崎市で開催

する「学生と企業の交流会」に加えまして、昨

年初めて県主催で佐世保市でも開催したところ

でありまして、これまでの地道な取組に加えま

して、新たな取組も実施しながら、県内就職率

の増加に向けて取り組んでまいりたいと考えて

おります。

【石田産業労働部政策監】少しだけ補足してご

説明させていただきたいと思います。

計画の中で最終年度の令和７年度が50％なん

ですけども、ここ10年ぐらい県内大学の就職率

が4割ちょっとぐらいということで、ほぼ変わら

ない状況で推移をしております。先ほど饗庭委

員からも言われたように、やはり我々としては

少しでも上げたいということで5割という目標

を立てていたんですけども、一方で昨今の人材

不足の中で、すごく各県の競争が大きくなって

きております。我々もＵＩターンなどに努めて

いるわけでございますが、他県も同じような状

況でございまして、例えば我が県の県内就職率

が上がれば、他県のＵＩターンが減っていくと

いうような、まさに競合で競争しているような

状況にございます。

そういった中で、今、課長も答弁しましたよ

うないろんな取組をやって、何とか維持をして

いるような状況にございます。今後とも何とか

せめて維持、そしてできればこれを増やすよう

にいろんな取組をやって、県内就職促進を努め

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

【饗庭委員】なかなかやっぱり県外の方が長崎

で就職をするというのは非常に少ない、1割なの

で。大石知事は、選ばれる長崎県というふうに

訴えておられるわけでございますから、やはり
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選ばれるには、県内の人はやっぱり地元だから

という人が結構多いかなと思うんですね。その

中で、国内でのまさに言われたとおり、こっち

が増えると、こっちが減るみたいなのはあるか

と思うんですけれども、やっぱり選ばれる長崎

県にするに当たっては、今開いているいろんな

イベントもありますけれども、もうちょっと何

かマッチングしやすい企業さんとか、大学生と

することが必要かなというふうに思うんですけ

れども、そのあたりはどのようにお考えでしょ

うか。

【石田産業労働部政策監】確かに県内就職を進

めるためには、一つはやはり企業誘致、あるい

は県内の企業の魅力を高めるような取組ですね、

環境改善、こういったものが一つあろうかと思

います。それと、あとは今、例えば半導体です

とか、今度造船ということで、大学としっかり

と連携して、産学官で連携して県内の就職を進

めようというような取組を進めておりまして、

そういった中で何とか他県に負けない選ばれる

県となるように努めたいと考えております。

【饗庭委員】ぜひ大学生に、いろんな企業です

ね、これからも新しく長崎県に入ってこられる

企業さんも知っていただいて、ぜひ選ばれる長

崎県に努めていただきたいと思います。

以上で終わります。

【宮本委員】議案外について質問をさせていた

だきます。

産業労働部が所管しております福岡市にある、

ながさきＵＩターン就職支援センターについて、

質問をさせていただきます。

まず、冒頭の平成29年6月議会で、当時、平成

27年の国勢調査において、5年前と比較したとき

に、長崎から東京に行く学生よりも、長崎から

福岡県に行く学生が多いということが、その当

時、国勢調査で出ていて、やはり福岡対策を進

めないかんという議論が出てきた当時、福岡事

務所を設置すべきだということで、平成29年6月

議会で取り上げさせていただきました。

なかなか費用対効果の面からして難しいとい

う答弁であったんですが、当時の企画振興部長

の方に何度も再三再四質問したんですけど、な

かなか難しくて。そうしているうちに令和元年、

2019年10月に、長崎に対してのＵＩターン就職

目的、そして県内学生が福岡の大学に進学して

いる方々を対象に、Ｕターン就職を目的として

できたのが、このながさきＵＩターン就職支援

センターです。

私としては、ここ福岡事務所という思いで、

ずっと見ておりまして、やっと日程できて、昨

日訪問をさせていただきました。すばらしい取

組だったんですね。感動いたしまして帰ってき

たんですが。それについてちょっとお尋ねした

いことが幾つかあります。

まず、県内高校生が県外の大学へ進学してい

る状況と、県外大学生がＵターンして来ている

就職状況について、令和6年3月卒業について、

本県高校生の状況についてお尋ねをさせていた

だきます。

【松尾未来人材課長】令和6年3月に県内の高校

を卒業した生徒の約7割が進学しておりまして、

そのうち半数以上、4,000人余りが県外の大学や

専修学校に進学しております。県が独自に調査

を行った、福岡県及び首都圏の大学等に進学し

た長崎県出身者のＵターン就職者数は、令和4年

3月卒業で269人、令和5年3月卒業で232人、令和

6年3月卒業で257人と、毎年250人前後で推移し

ている状況でございます。

【宮本委員】ありがとうございました。状況を

確認させていただいて、7割がやっぱり進学して
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いるということで、250人前後でＵターンをして

きていらっしゃる。Ｕターン就職がいると。こ

れ福岡と、先ほどあったとおり首都圏というこ

とですけど、福岡の学生が長崎に帰ってきてい

る率が多いんじゃないかなと思いますし、まさ

にここでセンターの威力が発揮されていると感

じております。こういったものの取組がなけれ

ば、これがもっと低い数字に出ていたんじゃな

いかなというふうな、ちょっと感想を持ってい

るところです。

Ｕターンをするには、県外学生に対してＵタ

ーンを促すには、広報、長崎県内に、県全体の

情報や、そして長崎県の企業の情報を、もっと

知っていただく必要があると考えます。よって、

どのような形で広報を含めて、その活動に力を

入れているのか、取組を行っているのかについ

て、ちょっとお尋ねをいたします。

【松尾未来人材課長】県外大学へ進学した学生

へ情報を伝えることはとても難しいことであり

ますから、先ほど委員が言われた、ながさきＵ

Ｉターン就職支援センターに職員を配置しまし

て、主に福岡県を中心に関東や関西の大学等の

就職支援担当者と連携しまして、本県出身の学

生に、県内企業の情報などを知っていただく取

組を進めているところでございます。

具体的には、大学で行われるＵターン相談会

で、学生に対する相談対応を行っておりますほ

か、就職支援担当者と県内企業の情報交換会の

実施、就活スケジュールに合わせた企業説明会

や見学ツアーなどを行いまして、県外からのＵ

ターン就職の拡大に努めているところでござい

ます。

【宮本委員】ありがとうございます。支援セン

ターの職員さんが、直接大学に訪問して、長崎

県などの情報や就職の企業説明会を行っている

ということでご答弁いただきました。Ｕターン

相談会ということでありまして、ここがやっぱ

りまさに大事になろうかと思います。1人で孤軍

奮闘されながら、長崎の魅力を伝えながら、そ

して大学の職員の方と折衝しながらという、こ

のまさにこの闘争こそが、Ｕターン就職につな

がっているものだということを確認させていた

だきました。

あわせて、大学進学前の高校生に対して、要

は今から出ていくであろうという、先ほどあっ

たとおり7割が進学をして、そのうち半数が県外

という一定の統計を見るならば、今から進学さ

れる高校生に対する県内の就職との取組をして

もらうということは、非常に重要だと考えます

けど、その取組内容の現状についてお尋ねをい

たします。

【松尾未来人材課長】高校生に県内就職につい

ての取組を知ってもらうことは、とても重要で

あると考えていることでありますから、県内全

ての高校で開催されるＰＴＡ総会の機会に、保

護者向け企業見学会などのイベント情報や、県

内就職応援サイト「エヌナビ」及び我々がやっ

ておりますインスタグラムなどを職員が説明し

たり、周知啓発のリーフレットを配付したりし

ているところです。また、年に10回発行されて

おります「就活と進学の情報誌ＮＲ｣は、県内企

業の情報や県の就活情報が掲載され、県内全て

の高校生に配付されておりますので、県内就職

のＰＲとしては効果的だと考えております。

【宮本委員】ありがとうございました。高校生

に対しては、やっぱりふるさと教育ではありま

せんけど、小・中・高一貫して長崎の魅力とか

企業の情報を伝えるということは、私たちの時

代はなかったですものね、こういったのは。だ

から、非常に重要だと思っております。
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ただ、先ほどおっしゃったＮＲというのが10

回発行されていて、全ての高校生に配られてい

ると。私の次男坊が高校2年生ですけど、見たた

めしがないんですよね。多分、持ってきている

んでしょうけど、かばんの底で多分ぐちゃぐち

ゃになってるんだろうと思います。今はうちの

長男も次男もですけど、携帯ばっかりいじって

いるんで、先ほどインスタでもってあったので、

そういうＳＮＳにもっと力を注いでいただきた

いなということがあります。

実は、私の経験でいうと、私も福岡の大学に

行って、こっちへ戻ってきたんですけど、何げ

にテレビをつけたときに、九十九島のＣＭが流

れて、佐世保は熱いぜというＣＭだったんです、

そのときにそれを見て、佐世保に戻ろうと、こ

とごとく会社におっちゃけたもんですから、そ

れもあったんですけど。そういう何げないきっ

かけが長崎に戻ってくるということにつながる

んだなと思っていますから、今はテレビはほと

んどというか、なかなか見る高校生って少ない

と思いますので、ＳＮＳにもっと力を入れてい

ただきたいと思います。

エヌナビの登録者とかも推移は、ちょっとお

聞きしたところではあるんですけど、またイン

スタとかも、もっとどんどん発信の方、力を入

れていただきたいと考えております。

就職については、私も一般質問で取り上げま

したけども、先ほど午前中もいろんな議論あり

ましたけど、奨学金返済制度というのは、やは

りこれは重要でありまして、奨学金返済アシス

ト事業について、様々議論もあっておりました

が、これについてなんですけど、ちょっと別の

視点から、これ企業からの寄附と、そして県の

出資金というものも、もちろん。一般財源もあ

るんですけど、県内の企業さんが寄附していた

だいた金額、これがまさしく大事なんですけど、

寄附していただいた企業様に対するメリット、

これもやっぱり厚意で寄附をされているものの、

何らかのメリットをつけていただきたい、イン

センティブをつけていただきたいと考えており

ますが、それについてはどのようになっている

のかお尋ねをいたします。

【松尾未来人材課長】寄附する企業のメリット

といたしましては、税制上の優遇措置が適用さ

れますほか、寄附金額に応じて感謝状の贈呈や

募集チラシに企業名を掲載するなど、企業ＰＲ

につながるよう設定しているところであります。

【宮本委員】ありがとうございます。税制上の

措置ということもありますので、これは大きい

かと思います。ただ、もっと積極的に意見交換

を県としたりとか、就職合同説明会があった際

にはブースを提供するであったりとか、先にそ

ういった情報を流すとか、そういったものも、

もっとあってもいいんじゃないかなというふう

に思います。これらのアシスト事業にご尽力い

ただいた企業様に対する、さらなるメリットを

ちょっと強く希望するところでありますけれど

も、石田政策監、これについて何かご意見あれ

ばお願いしたいと思います。

【石田産業労働部政策監】奨学金返済アシスト

事業につきましては、やはりこの事業、この制

度にご理解してご賛同いただいている企業がな

ければ成り立たない事業でございます。委員か

ら企業のメリットというご指摘がございまして、

これは県としてもやはり重要な視点として取り

組んでいきたいと考えております。

ただ一方で、このアシスト事業というのは、

地域経済の牽引役となる産業や戦略的に振興す

る産業のリーダー的人材の育成・確保・定着、

こういったものを目的としておりまして、要は
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それに対応した業種に就職という、県内就職を

促進する事業でございまして、恐らく協力いた

だいた企業の方々というのは、自社のメリット

というよりも、県内産業の継続的な発展のため

にご寄附をいただいているんじゃないかと考え

ているところでございます。

私も昨年度まで寄附していただいた企業とお

会いしたときには、自社では今年採用はできな

かったと言いながらも、多額の寄附をしていた

だいたような企業もございまして、非常に我々

としては敬意を表しますし、感謝するところで

ございます。県といたしましては、やはりそう

いった企業の方々のご期待に添うためにも、し

っかりと産業の振興を図って、人材の確保に努

めてまいりたいと考えております。

【宮本委員】ありがとうございます。確かにお

っしゃるとおり広い範囲で考えるとそうです、

県内全体の産業振興のためにという思いで寄附

をされてらっしゃるというところもありながら、

一方では、寄附をしているけどもなかなか人材

が来ないっていう、難しいところもよく聞くと

ころですので、引き続きそういった形で意見交

換と、そしてまた1社でも2社でも寄附していた

だく企業が増えることを祈りつつ、改めてお願

いしたいと思いますし、このながさきＵＩター

ン就職支援センターの職員の方は、お一人でア

ウトリーチというんですか、訪問活動をずっと

されてるので、これがなければＵターンの就職

率、就職者というのは、ここまでの数値になっ

てなかったと思いますので、さらに伸び伸びと

活動できるような環境づくりに、県としても努

めていただきたいというふうに思っております

ので、よろしくお願いいたします。

あと1点だけ、すみません、質問させていただ

きます。

部長説明資料の中で、5ページになります、非

常に新しいものが部長説明でありまして、長崎

県造船振興連絡会議というのが新たに設立した

という説明がありました。これ非常に興味深い

もので、まさに長崎にとっては大事な会議であ

ろうと考えております。部長説明資料でも書い

てあるんですが、具体的にもっと、どういった

人材育成であったりとか、人材を確保するのか。

どういう取組を今後されるのかについてお尋ね

いたします。

【松尾未来人材課長】造船産業の人材確保につ

きましては、情報誌ＮＲでの魅力発信のほか、

生徒や保護者の企業見学会、県外大学生向けバ

スツアーなどを開催しまして、さらに本年度は

造船関係の学科を持つ県外大学を訪問して、本

県との連携を促すなど、必要な人材の確保に向

け取り組んでおります。全国的に人材不足が課

題となります中、県内就職を促進するには、生

徒や学生、保護者など、幅広い世代に造船業の

魅力を発信していくことが重要でありまして、

造船振興連絡会議により産学官の連携を深めな

がら、人材の育成・確保に努めてまいりたいと

考えております。

【宮本委員】ありがとうございました。企業説

明会とか、バスツアーとか、非常にすばらしい

取組でありますし、まさに基幹産業ですので、

こういった形で人材育成に努めていただきたい。

また、さらにはＮＲという情報誌が出てきた

ので、これちょっと大事なんですよね。より幅

広く見ていただけるような取組も推進していた

だきたいと考えておりますので、よろしくお願

いいたします。

以上で終わります。

【山下委員】お疲れさまでございます。ちょっ

とお時間をいただきまして、先ほど宮本委員か
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らも少し触れられましたけれども、長崎県内の

基幹産業の一つであります造船業の現状につい

て、お尋ねをさせていただきたいと思います。

私は前回の2月定例会の委員会の場で、造船業

の振興について、大変大事な政策でありまして、

柱の政策だということで申し上げましたところ、

部長からも、引き続きしっかりと取り組んでい

きたいということでお答えをいただいたところ

でありました。

先ほど出ましたとおり、今回の部長説明でも、

長崎県造船振興連絡会議ということで、新たに

設立をしたという報告がございました。さらな

る取組の一つとして期待をしているところであ

ります。

また、説明の中で、活況にあるということで

文字がございました。まずはちょっと確認をさ

せていただきたいんですが、今現在、足元の状

況といいましょうか、長崎県の今の造船業の現

状について、確認をさせていただきたいと思い

ます。お願いします。

【香月企業振興課長】本県の造船業の現状につ

いてでございますが、ここ数年の円安基調に加

えまして、カーボンニュートラル社会の実現に

向けた国際的な環境規制の強化、これに対応す

る船舶の需要ですとか、世界経済の回復に伴っ

て海上輸送量の増加、こうしたことによりまし

て、受注環境が改善をしていくと。加えまして、

防衛予算の増額を背景に、艦艇の建造、修繕、

こういったものも需要の拡大がしておりまして、

本県の造船業は好調を維持しているものと考え

ているところでございます。

【山下委員】ご答弁ありがとうございました。

防衛産業、防衛予算の増額や受注が増えること

で、造船業としては好調という認識でありまし

た。今後さらなる受注の増加やさらなる振興を

図っていく上で、先ほどもありましたとおり、

人材の確保というのは大変皆さん心配している

ところで、業界からも私の方に、人材はやっぱ

りですねというところがあって、ご相談がかな

り入っているところでありますけれども。この

ような人材確保の課題をどのように今後解決し

ていくのか、もしくは取り組んでいくのか、そ

のあたりも含めてご答弁をいただきたいと思い

ます。

【香月企業振興課長】好調の企業の活動を支え

る人材というのは、委員おっしゃいましたよう

に不可欠なことと認識をしております。これま

でも中小の造船関連企業が共同で実施いたしま

す技術研修ですとか、あと大手造船における事

業所内訓練、こういった企業が実施する人材育

成の取組を支援してまいりました。あわせて広

報媒体ですとか、あとイベントを通じて造船業

の魅力を発信してきたところでありますが、統

計のデータを申し上げますと、造船業に携わる

従事者、直近2023年でございますが、8,686人と

なっております。ここ10年を見た場合に、ピー

クは2017年、今から2023年からすると6年前とい

うことになりますが、2017年のピーク時は1万76

人ということで、現状まだ82.6％という状況で

ございます。

こうした中、産学官がより連携を深め、一体

となって人材確保・育成に取り組む必要がある

と考えまして、先ほどからの造船振興連絡会議、

こちらを設立したところであります。この会議

を核としまして、産学官が連携しながら、これ

までの取組に加えまして、国の協力も得ながら、

造船人材の確保・育成、こちらを進めていきた

いと考えているところでございます。

【山下委員】ご答弁ありがとうございました。

業界のニーズに応えられるように、しっかりと
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引き続き取り組んでいただきたいというふうに

思っているところであります。

先ほどからもトランプ関税の話も出ておりま

したけれども、その日米間の交渉の中でも、造

船業は戦略的産業ということで位置づけられて

おりまして、交渉の中でも切り札的なことで注

目を集めているところでもあります。国も具体

的な支援策を検討しているという報道もありま

すし、やはり県南地域をリードしているのは長

崎市でありますし、県北は佐世保市であります。

ともに造船産業は、もしくは関連産業は盛んな

ところでありますし、集積をしているところで

あります。その本県の経済活性化にも造船業の

振興は必要だと。絶対に必要だというところで

あるわけであります。

今回、ちょっと私この質問をさせていただい

た一つに、先般、日経新聞に国立造船所の建設

を検討していると。政府自民党の素案といいま

しょうか、提言が出てまいりまして、これは国

が造船所の建設整備を主導して、いわゆる国立

のドックを造ろうと。それで造船業をまた再活

性化しようというような中身だと思うんですけ

れども、この記事が目を引きまして、これを読

んでいると、国も再生計画を今後つくっていく

というような構想もあるみたいであります。報

道がちょっと先行している中で、まさに私はこ

れ、千載一遇のチャンスじゃないかなと。本県

が造船業で日本一になっていくという意味で、

全国をリードするという意味でも、何かしら先

に先に長崎県も仕掛けをしていくといいましょ

うか、取り組んでいく必要があるんじゃないか

なと思っておりますし、造船業の長崎県版再生

プランみたいなものを、何かしらつくり上げて、

国の方にもアピールしていく必要もあるんじゃ

ないかなと、私は考えているわけでありますけ

れども、最後になりますけれども、このあたり

の方向性とか思いについて、宮地部長の方から、

ひとつ決意も含めてご答弁をいただければなと

思っております。

【宮地産業労働部長】今、山下委員からご質問

がございました、造船業に関してでございます

が、少し現在の状況を再度申し上げますと、令

和に入る前、平成30年度国の統計では4,000億円、

県内の企業様の製造品出荷額は4,000億円を超

えて、国内第1位でございました。

この間、いろいろ県内においても動きがござ

いまして、今は直近の数字では国内の市場全体

が3兆2,000億円の10％強を占めて、国内では第

4位の位置でございます。第4位といえども、製

造品出荷額は県内で3,354億円を誇っておられ

まして、半導体の電子デバイスに次いで第2位。

従業員は半導体関連よりも多いということで、

まさに山下委員からもございましたけれども、

長崎市、佐世保市、西海市を中心とする県内第

1位の基幹産業であるという認識を持ってござ

います。

この造船業は、先ほど山下委員からもござい

ましたが、米国との関税交渉の中で、経済安保

の関係等から戦略的産業として再認識をされて

いると。ちょうど今朝の日経新聞1面には、日本

で造船業第1位の今治造船が、第2位のＪＭＵを

子会社化すると。そして、中国・韓国を追いか

けるというふうな記事が、今日ちょうどござい

ました。

これ県内で見ますと、商船建造で第3位は大島

造船所、第4位は名村造船所ですが、これはＳＳ

Ｋの親会社ということで、また商船以外でいい

ますと、これは山下委員からもかねてより力添

えをいただいております防衛関連、これはご案

内のとおり我が国では三菱重工業がナンバーワ
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ン、またＳＳＫも高い技術力を持って修繕の事

業をやられているという状況でございます。

このような中で、県として何をやるかという

ことでございますが、これは引き続きのところ

も当然ございますけれども、需要の獲得に向け

て、設備投資もしくは人材のマッチング、その

辺を強化していくということと、一方で、先ほ

ど来ご質問ございましたけれども、やはり人材

は造船業も例外ではなく、非常に苦戦をしてい

るという状況でございます。そのような中で、

国が造船業を戦略的産業と位置づけて、具体的

な検討に入るというのは、先ほど山下委員もお

っしゃられたように、私も個人的には千載一遇

のチャンスだと思ってございます。

長崎県を見ますと、先ほど申し上げました防

衛がある、商船事業もある、あと関連事業とし

て、これは本会議でもご答弁申し上げてますが、

浮体式の洋上風力、これも県内企業が取組を進

めておられると、基幹部品で世界初のサプライ

チェーン構築を今目指してございますが、その

3点がそろっている県というのは、多分、全国で

長崎しかないと思ってございます。プランの策

定というお話がございましたけれども、今年ち

ょうどその総合計画に付随する我々産業振興プ

ランの検討にこれから入りますので、何がしら

造船振興のプランを策定したいと我々も思って

ございます、検討を進めたいと思っております。

【山下委員】本当、力強いご答弁をありがとう

ございました。本当に佐世保、県北地域も造船

業を、基幹産業を基に、また盛り上がっていこ

う、盛り上げていこうという機運も高まってき

ておりますので、ぜひとも引き続き、しっかり

と取り組んでいただきたいと思っておりますの

で、よろしくお願い申し上げまして、質問を終

わりたいと思います。ありがとうございました。

【白川副委員長】白川です、よろしくお願いい

たします。6ページにあるサイバーセキュリティ

ーに関してお伺いをしたいと思います。

サイバーセキュリティー市場が大幅な拡大が

見込まれているということで、人材育成を含め、

大企業とのマッチング等々、県でもこの参入を

促進していきたいということであります。これ

だけ情報化社会になっていくと、大変必要で重

要な分野であるということは認識しております

けども、この規模感というのがちょっと分かり

にくいところでございまして、証券、クレジッ

トカード等の情報漏えいという分野だったりと

か、ひいては防衛の分野にも関わってくること

かと思います。県が目指しているサイバーセキ

ュリティーの分野で参入というところについて、

市場規模と、また県立大学の人材育成の展望に

ついてお伺いをしたいと思います。

【原田新産業推進課長】サイバーセキュリティ

ーの事業に関するお尋ねでございます。

まず、市場規模のお話がございまして、現在、

国内市場が令和4年度時点の情報ですが、約1.5

兆円でございます。これは、いわゆるサイバー

セキュリティー対策のいろんなツール、ソフト

ウエアなどと、あとサービスがありまして、ど

れだけサイバー攻撃に強いかという診断や、そ

こで見つかった課題に対してケアをするための

コンサルを行うなど、そのようなサービス分野

を合わせて、約1.5兆円となっております。

内訳としては、ツールの部分が9,000億円、サ

ービスの方が6,000億円程度となっています。こ

れが、このところ年間10％弱の伸び率で急拡大

をしておりますので、今後もますます伸びてい

く可能性が高い分野として、ここに新たに参入

する県内企業を少しでも多くつくり、県内の情

報関連産業の振興につなげたいと思っていると
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ころでございます。

もう1点、県立大学のところでございますが、

県立大学の方に情報セキュリティー学科が設置

されておりまして、平成28年に4年制大学として

は、国内初の情報セキュリティーに特化した学

科が設立されております。さらに、令和5年度に

は、産学共同研究センターが開設されて、全国

でも有名なセキュリティー会社が今のところ4

社入居していただいている中で、これは学生の

教育の面でも非常に高い効果が見込まれること

から、情報セキュリティーにおける高いスキル

を持った人材が輩出されることになりますので、

そういった方々の受皿として、県内に情報セキ

ュリティー分野で活躍できる企業をつくってい

きたいと考えているところでございます。

以上でございます。

【白川副委員長】詳しいご説明ありがとうござ

いました。令和4年度で1.5兆円規模の市場規模

ということと、10％の伸び率があり、大変期待

できる産業だということは分かりました。そし

て、県立大学の人材育成についても、企業さん

としっかり連携をされながら、人材育成をされ

ているということで、東京で、都会でしかでき

ないような仕事という、何かイメージがありま

すけども、本当に長崎県内でもしっかりとした

こういった分野での仕事ができるということに

関しては、県内の学生さんたちの夢が、また大

きく広がる事業ではないかと期待をしていると

ころでございます。よろしくお願いいたします。

そして、水素に関してです。大倉委員や饗庭

委員からもありましたけども、昨年6月にブラザ

ー工業さんとの連携協定を提携されたというこ

とで、1年が経過したわけでございますけども、

その中でどういった進捗になっているのかなと

いうのが、私も気になっているところでござい

まして、部長説明の文書にはなかったものです

ので質問したいと思いますが、さきの委員の皆

さんとのやり取りの中で、随分進捗があるとい

うか、県もいろんなことを考えておられるんだ

なということは思いましたけども、長崎県は

2015年に戸田建設さんが国内初の水素で動く燃

料電池船というのを完成させているということ

が過去にございまして、この間10年、なかなか

前に進まなかったっていうことが、恐らく先ほ

どの会話に、答弁の中でもあった、やはりコス

ト面の負担が大きいのではないかと推察をされ

るわけですけども、水素ステーション、造る気

はないのかという饗庭委員の突っ込んだ質問も

ありましたけども、1基造るのに建設が4.5億円

ほどかかるということで、ガソリンスタンドが

1億円弱でできるのと比べると、投資額がかなり

大きいということがありまして、全国にもガソ

リンスタンドが3万基あるのに対して、水素ステ

ーションはまだ157基ほどだということをお伺

いしており、まだまだ普及が進んでおらず、長

崎県にもステーションはないという状況であり

ます。

やはりこの課題が解決しないと前に進まない

のかなと思っておりまして、私、母校の佐世保

高専の水素の専門家にお話を伺いましたところ、

やはり今現在4億円かかっている水素ステーシ

ョンの建設というのは、かなりハードルが高い、

前に進まない要因ではないかということだった

んですが、高専では水素のタンクやボトルの素

材に対して、水素脆化といって、耐久性の強化

と、あとはコスト削減を実現する素材の研究を

行っておられるということでした。ですので、

今かかっている4億円強かかっている建設やラ

ンニングコストを40％近く抑えることができる

技術を、今研究をしているということでありま
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したので、水素社会実現に向けては、こういっ

た研究も不可欠ではないかというふうに思って

おります。

なかなか研究費が少ない中で、高専でも頑張

っておられるところですけども、しっかりとこ

ういったところも産官学で共同しながら、長崎

県での水素社会が先進的なものとなるように、

ぜひ進めていただきたいと思っております。

ステーションが県内にないということですけ

ども、福岡県にはあるということで、この県内

にステーションをまだ高いので造れないという

ことで設けないとすれば、他県との連携も有効

ではないかと思っております。先ほど部長の方

からは、空港と長崎市内をつなぐバスというふ

うにありましたけども、福岡県と長崎を結ぶバ

スを水素化して、福岡で充電するというような

ことも考えられるのか、他県との連携を考えて

おられるか教えてください。

【石川新エネルギー推進室長】水素ステーショ

ンの設置、活用について、他県との連携につい

てどうかというふうなご質問かと思いますけれ

ども、水素ステーションそのものを設置すると

いうことには、委員ご指摘のとおり非常にコス

トがかかると。それを単体で造るということに

は、やはりその需要との関係等もあって、運営

が成り立つのかどうかというところも当然ある

かと思います。

一方、使う方を考えたときに、当然、使う場

合には必要になってくる設備ではあるんですけ

れども、先ほど午前中もちょっと申し上げたこ

とではあるんですが、今から水素社会実現に向

けて、これから市場が大きくなっていくという

ふうな動き自体がございますので、そういった

中でサプライチェーンとして、本県の中で産業

としてつくっていくという視点で我々は取り組

んでいきたいと考えておりますので、そういっ

たサプライチェーンをつくる中で整備というか、

そういったところも検討していきたいと考えて

おります。

当然、そのサプライチェーンというのは、通

常の製造業のサプライチェーンというのは非常

に広範に及ぶことがございまして、他県をまた

ぐ場合もございますし、そういったこともござ

いますので、必要に応じて他県との連携という

のも、将来的には出てくる可能性はあろうかと

考えております。

冒頭、ブラザー工業との連携の関係でご質問が

ございました。昨年の6月にブラザー工業との連

携協定を締結しまして、ほぼ1年経過しておりま

す。県内企業が水素分野に参入するに当たって、

単独ではやはりなかなか難しいということもご

ざいまして、知見や技術を持つ大企業、大手企

業の力をお借りするということが必要だろうと

いうことで、連携協定を結んだわけですけれど

も、この間、いろいろと情報交換であるとか、

県内企業との協議の場というのを持ちまして、

昨年のセミナーでブラザー工業様の取組をご紹

介いただいたり、あと県内企業との具体的な、

先ほど視察に行かれたといったイワテック様で

あるとか、幾つか県内で水素に取り組んでおら

れる企業様との具体的なプロジェクトができな

いかといったことの検討も、今、具体的に進め

ているところでございます。

以上でございます。

【白川副委員長】ありがとうございます。すみ

ません、質問がちょっとなかなか分かりにくか

ったかもしれませんけども、ブラザー工業さん

とのこの1年も前に進んでおられるということ

で、水素事業化研究会とも立ち上げて、議論を

していただいているということでした。
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そして、他県との連携というところにおいて

は、ステーションありきというよりは、サプラ

イチェーンを構築することによって、水素関連

事業全体を取り組んでいくというような考えだ

と思いますので、特にやはりものづくり産業が

盛んな長崎県ですので、そういったコストカッ

トですとか、耐久性の強化等を研究している分

野もありますので、ぜひそういったところの知

見も含めた上で、水素先進県となりますように、

取組をどうぞ強化していただくようよろしくお

願いしたいと思います。ありがとうございまし

た。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【石本委員】ちょっと1点確認です。確認という

かご要望でございます。

ちょうど今日の長崎新聞に、松浦発電所の低

炭素化図り運用ということで、新しい九電の社

長が決まって、そのインタビュー記事が載って

いるんですけど、その中で1点、気になることが

書いてあります。脱炭素化の流れの中、石炭火

力発電である松浦発電所の運用方針はという問

いの中で、1点、これまでも一般質問でもありま

したとおり、いわゆるカーボンを減らすという

ことで、アンモニア混焼やＣＣＳなどの導入を

図るという話はこれまで県もしていただいた話

ですけど、その中で、この新社長が石炭火力に

ついては発電コストが安いと。ただ、ＣＯ２の排

出が多いから、それを減らす必要があるという

ことと併せて、発電量を減らすことというのを

発言しているんですね、この中で。ここは、ち

ょっと気になることで、これまでも松浦にとっ

ても、発電というのは基幹産業でもありますし、

県としても電力移出県等交付金の財源にもなっ

て、発電量が減ると、その分、県に入る収入も

減ってくるということにもつながることでもあ

りまして、ちょっとこの気になる発電量を減ら

すという発言を、県として情報として入ってい

るのか、またこれが新社長の方針であるとすれ

ば、今後、また松浦市と連携して、しっかりと

今後の対応というか、取扱いについてもしっか

りとまたしていただきたいなという思いがあり

ますけれども、部長、何か情報があったらお願

いします。

【宮地産業労働部長】今朝の新聞は私も拝見し

ております。まず、先に結論を申し上げますと、

発電量を減らすというふうな話は、私どもは承

知してございません。我々の現在の認識は、昨

年、石本委員の方に本会議でご答弁申し上げま

したとおり、これは他社さんでＪ－ＰＯＷＥＲ

さんになりますけども、そこに伺ったときには、

九州シリコンアイランドとして、どんどん発電

量は増えていると。九州は非常に増えているの

で、それを賄うのにいろいろ策を講じないとい

けないということで、カーボンニュートラルの

中では石炭火力は厳しい状況ですけれども、委

員からございましたように、ＣＣＳ等が図られ

ると、これはカーボンニュートラルに添う電力

になりますので、我々としては、引き続き存続

を図って、さらに拡充を図って、交付金自体も

発電量に、委員おっしゃいましたように応じま

すので、そこは今後、我々も九州電力さんと意

見交換する場もございますので、そこでまた確

認もしていきたいと思ってございます。

【石本委員】関連して、ちょうどこれも今日の

新聞記事でしたけども、電力業界の総会の中で、

株主からは脱原発という意見が相当あったよう

ですけども、最終的に電力側としては、それを

否決したという記事も載っていました。当然、

原発は必要な電源として、必要であるというこ

とは十分承知しているわけですけども、今、部
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長からもあったとおり、調整電源としても、一

方で石炭火力についても、カーボンニュートラ

ルは当然目指すべきでありますけども、すぐす

ぐゼロという話には現実的な話ではないと思っ

ていますので、いかにしてカーボンを減らしな

がら存続させていくか、また新しい、新たな発

電に取り組んでいくかということは、今後、重

要になってくると思いますので、そこら辺はし

っかり情報を注視しながら進めていただきたい

と思いますので、よろしくお願いします。

【清川委員長】ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

産業労働部関係の審査の結果について整理した

いと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３２分 休憩 ―

― 午後 ２時３３分 再開 ―

【清川委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして産業労働部関係の審査を終

了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、6月30日月曜日

は、午前10時から委員会を再開し、水産部関係

の審査を行います。

本日はこれをもって散会いたします。お疲れ

さまでした。

― 午後 ２時３３分 散会 ―



第２日目
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１、開催年月日時刻及び場所

令和７年６月３０日

自  午前 ９時５９分

至  午前１１時５５分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

清川 久義 委 員 長

白川 鮎美 副 委 員 長

ごうまなみ 委 員

大場 博文 〃

宮本 法広 〃

石本 政弘 〃

饗庭 敦子 〃

山下 博史 〃

千住 良治 〃

初手 安幸 〃

大倉  聡 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

吉田  誠 水 産 部 長

峰松美津子 水 産 部 次 長

中尾  直 水 産 部 次 長

晝間 信児
水産 部参事 監
(政策調整担当)

不動 雅之
水産 部参事 監
（漁港漁場計画・漁場環境担当）

小川 昭博 漁 政 課 長

伊藤 純一 漁業 振興課 長

村瀬 慎司
漁業振興課企画監
（資源管理推進担当）

太田  聡 漁業 取締室 長

松尾 隆男 水産 経営課 長

鈴木 正昭 水産加工流通課長

門村 和志
水産加工流通課企画監
（輸出拡大・養殖振興担当）

城戸  学 漁港 漁場課 長

岩永 俊介
漁港漁場課企画監
（漁場環境担当）

森川  晃 総合水産試験場長

６、審査の経過次のとおり

― 午前９時５９分 開会 ―

【清川委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

これより水産部関係の審査を行います。

【清川分科会長】まず、分科会による審査を行

います。予算に係る報告議案を議題といたしま

す。

水産部長より、報告議案の説明を求めます。

【吉田水産部長】おはようございます。水産部

関係の議案等についてご説明させていただきま

す。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料をご覧ください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号知事専決事項報告「令和6年度長崎県

一般会計補正予算（第10号）」のうち関係部分、

報告第6号知事専決事項報告「令和6年度長崎県

沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第2号）」、

報告第9号知事専決事項報告「令和6年度長崎県

長崎魚市場特別会計補正予算（第2号）」であり

ます。

初めに、さきの2月定例県議会の予算決算委員

会において専決処分により措置することをあら

かじめご了承いただき、令和7年3月31日付をも
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って専決処分させていただきました事項の報告

であります。

まず、報告第1号知事専決事項報告「令和6年

度長崎県一般会計補正予算（第10号）」のうち、

関係部分についてご説明いたします。

2ページをご覧ください。歳入予算は、合計3

億5,968万3,000円の減となっております。

3ページをご覧ください。歳出予算の主なもの

は、離島漁業再生支援事業の精算等に伴う減や

6年災害復旧費、公共事業の精算等に伴う減など

によるものであります。

次に、報告第6号知事専決事項報告「令和6年

度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算

（第2号）」についてご説明いたします。

これは、貸付金の減額等に伴い、歳入歳出そ

れぞれ3,632万8,000円を減額いたしております。

次に、報告第9号知事専決事項報告「令和6年

度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第2号）」

についてご説明いたします。

これは、管理運営に係る事業費の確定等に伴

い、歳入歳出それぞれ676万1,000円を減額いた

しております。

4ページをご覧ください。

次に、「令和6年度長崎県一般会計歳出予算繰

越明許費繰越計算書報告」のうち、関係部分に

ついてご説明いたします。

繰越額につきましては、記載のとおりであり

ます。

繰越しの主な理由は、国の経済対策や施工計

画・設計及び工法変更による工事の遅延で、年

度内に完成が困難となった工事について、適正

な事業実施期間を確保するためのものでありま

す。

次に、「令和6年度長崎県長崎魚市場特別会計

歳出予算繰越明許費繰越計算書報告」について

ご説明いたします。

繰越額については記載のとおりであります。

繰越しの理由は、入札不調で年度内に完成が

困難となった工事について、適正な事業実施期

間を確保するためのものであります。

以上をもちまして、水産部関係の議案等の説

明を終わります。よろしくご審議を賜りますよ

うお願いいたします。

【清川分科会長】次に、漁港漁場課長より補足

説明を求めます。

【城戸漁港漁場課長】漁港漁場課所管の繰越し

について、補足してご説明いたします。

資料1、予算決算委員会農水経済分科会補足説

明資料の2ページ、繰越事業理由別調書をご覧く

ださい。

こちらは、令和7年6月定例県議会繰越計算書

報告のうち、5ページに掲載されております農林

水産業費の関係部分及び8ページに掲載されて

おります災害復旧費の関係部分を理由別に整理

したものであり、さきの2月議会においてご承認

いただいたものを、年度末の額の精査に伴い、

時点修正したものであります。

令和6年度予算の繰越明許費は全体で137件、

103億5,573万9,000円でございます。

2月議会時点と比べますと、件数において6件

の減、額において約12億円の減となっておりま

す。

説明は以上でございます。

【清川分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより報告議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【饗庭委員】おはようございます。何点か質問

をさせていただきたいと思います。

今ご説明がありました専決処分の中の3ペー

ジのところで、ちょっと分からないので教えて
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ほしいのですが、歳出予算の離島漁業再生事業

の精算等に伴う減と、6年災害復旧費の精算等に

伴う減の、詳しい内容を教えてください。

【小川漁政課長】おはようございます。

まず私の方から、今ご質問いただきました離

島漁業再生事業について、専決処分の理由をご

説明させていただきたいと思います。

この離島漁業再生支援事業ですけれども、大

きく三つのメニューから構成されておりまして、

一つはやはり漁場の再生ですとか漁業の再生と

いったところを対象にしたもの。そして二つ目

が、新規の就業者の方々に漁船をリースする事

業を支援するもの。そして最後に、有人国境離

島に限定にはなりますけれども、そこでの雇用

を伴う漁業ですとか、海業の起業ですとか、事

業拡大に伴うものを支援するものという、三つ

のメニューがございます。

今回、全体で約5,300万程度の専決減をさせて

いただいているんですけれども、大きな理由と

しましては、今ご説明いたしましたメニューの

国境離島の漁村振興交付金という、有人国境離

島が該当するものなんですけれども、こちらの

方が、対象となります漁船ですとか機器、機関

等の納入ですとか、あとイカの不漁がございま

して、今回のこのメニュー自体が燃料費ですと

か餌代ですとか、大きく幅広く対象にできるも

のでして、そこの状況によって実施、もともと

計画していたものが実施できなかったというこ

とで、認定としては55件の予定はしていたんで

すけれども、そのうちの31件、約56％が一部や

はり実施ができなかったということで、約4,400

万円の減額をさせていただいているという状況

でございます。

その他、新規漁業者の就業に対する漁船のリ

ースにつきましても、やはり造船所の準備待ち

ですとか着工の遅れということで、対象期間が

短くなったということで、合計としまして約

5,300万円を専決で減させていただいていると

いう状況でございます。

以上でございます。

【城戸漁港漁場課長】災害復旧費の減額につい

てですけれども、公共事業の災害復旧費として

4億1,000万円を計上しておりましたが、令和6年

度に公共災害が発生しなかったため、公共事業

の災害復旧費4億1,000万円全てを減額したもの

となります。

通常予算であれば、2月議会において精算見込

額にて減額しますが、災害の発生については事

前の予測が困難であり、被災後はすぐに復旧工

事に着手する必要があることから、年度末の災

害に対応できるよう、2月議会では減額せず、年

度末に知事専決とさせていただいたものです。

以上でございます。

【饗庭委員】分かりました。

1点、イカの不漁というお話がありましたけれ

ども、このイカの不漁がどれくらいなのか教え

てください。

【小川漁政課長】今回のこの交付金対象になり

ますイカの不漁の分の細かい数字が今、手元に

ありませんけれども、全体的にやはりイカが不

漁になっておりましたので、やはり漁に出ない

ということもありまして、燃料費ですとかそこ

に対する餌代等々が、今回の対象交付金から減

額になっているという状況でございます。

【饗庭委員】分かりました。

もう一点、横長資料の22ページの2番の水産業

指導費の中の、新たにチャレンジ水産経営応援

事業費の、この減額されている理由を教えてく

ださい。

【松尾水産経営課長】主な理由としましては、
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個人への経営改善の補助だとか、漁協がカーボ

ンニュートラルだとか環境改善だとか、そうい

ったものに対する支援内容、補助内容になって

いますけど、その活用が予定どおり執行されず

にというか、希望が少なくて、こういった減額

になっているというのが主な理由です。

【饗庭委員】そういう中で、今後カーボンニュ

ートラルは進めていかれるかというふうに思う

のですけれども、やっぱりそれを実施する事業

所さんがなかなか増えないということで理解し

たらよろしいのでしょうか。

【松尾水産経営課長】炭素を減らすという取組

で、実はちょっと燃油高騰対策とか経営高騰対

策で、昨年補正をいただきまして、そういう中

で26件ほど別の形で支援をしていますので、ど

ちらかというとそちらで、緊急に変えないとい

けないようなものは変えられたということで、

ちょっとニーズが補正の方に行ったというよう

な形で減額が起きているのかなというふうに考

えています。

【清川分科会長】ほかに質疑はありませんか。

【宮本委員】おはようございます。一点だけ、

確認の意味を踏まえて質問をさせていただきま

す。

ご説明いただきました補足説明資料の資料1

の中からです。令和6年度繰越理由別調書につい

てです。

2ページに、繰越理由等と書いてございます。

ご説明いただいたとおり、2月議会から6件減の

12億円減ということでご説明があり、その理由

はそこに書いてありますとおり、想定よりも施

工進捗が図られたので年度内完成した工事や、

前払い金部分払いを活用して年度内支出を増や

したということで書いてあります。様々なご努

力によるものだと捉えております。

その中で、１点確認です。繰越理由の地元と

の調整による遅れ、県への漁港水産基盤整備費、

これの額が大きいものですから、これについて

確認をしたいんですが、13億となっております。

29件から25件、4件の減でありますが、この13億

円の具体的な、地元との調整による遅れ、具体

的にどういったものがあるのか確認をさせてく

ださい。

【城戸漁港漁場課長】県営漁港水産基盤整備費

のうち、④の地元との調整による遅れの主な理

由としましては、工事に伴い係留している漁船

や生けす等の移動が必要となり、移転先の調整

に不測の日数を要したもの。また、施工箇所が

旅客船の航路と隣接し、施工時における作業船

の配置等について、フェリー会社等との調整に

不測の日数を要したもの。それと、水揚げ繁忙

期を避けた施工時期について、漁業者との調整

に不測の日数を要したものなどとなっておりま

す。

以上でございます。

【宮本委員】ありがとうございます。大まかに

は不足日数が発生したということで、一定理解

いたしました。

これについては、例年このような件数でこの

ような額なのかを、再度確認をさせてください。

【城戸漁港漁場課長】令和6年度につきましては、

先ほど説明いたしましたが、137件の103億5,573

万9,000円となっております。

令和5年から令和6年度への繰越しですけれど

も、120件・103億4,975万3,000円であり、件数

で17件、金額で598万6,000円増加ということに

なっておりますが、ほぼ同程度となっておりま

す。

令和4年から5年の繰越しについてですけれど

も、137件・117億2,497万8,000円となっており
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ましたが、早期発注等による繰越し縮減に取り

組んでおりまして、金額では14億円程度の縮減

が図られております。

以上でございます。

【清川分科会長】ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ほかに質疑はないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって、討論を終了いたします。

報告議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

報告第1号のうち関係部分、報告第6号及び報

告第9号は、原案のとおり、承認することにご異

議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、報告議案は原案のとおり、それぞれ

承認すべきものと決定されました。

【清川委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

水産部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから、所管事項についての説明を受け

た後、提出資料について説明を受け、陳情審査、

議案外所管事務一般についての質問を行うこと

といたします。

それでは、水産部長より、所管事項の説明を

求めます。

【吉田水産部長】資料は、農水経済委員会関係

説明資料がございます。

説明資料の2ページをご覧ください。

初めに、水産部関係の議案外の主な所管事項

についてご説明いたします。

今回ご報告いたしますのは、令和5年海面漁業

養殖業産出額について、令和6年海面漁業養殖業

生産量概数について、漁業所得向上対策につい

て、クロマグロの資源管理について、令和6年度

クロマグロ養殖について、令和6年度の真珠養殖

について、令和6年度の水産物輸出実績について、

長崎魚市場高度衛生型荷捌所及び活魚棟の整備

完了、海業の推進について、総合水産試験場に

おける取組成果について、長崎県行財政運営プ

ランに基づく取組について、新たな総合計画の

策定についてであります。

このうち、主な事項についてご説明させてい

ただきます。

令和5年海面漁業養殖業産出額について。

農林水産省は去る3月に、令和5年漁業産出額

を公表しました。本県の海面漁業及び養殖業の

産出額合計は1,238億円で、前年の1,109億円か

ら129億円、11.7％増加し、全国順位は、前年に

引き続き第２位となっております。

内訳といたしましては、海面漁業が709億円で、

前年から56億円、8.6％増加しており、主な増加

要因としては、ウルメイワシ・サバ類・マイワ

シの生産量の増加及び魚価の上昇となっており

ます。

また、海面養殖業は529億円で、前年から73億

円、16％増加しており、真珠の単価上昇及びブ

リ類の生産量の増加が主な要因であります。

説明資料の3ページをご覧ください。クロマグ

ロの資源管理について。

令和6年4月から令和7年3月までの令和6管理

年度における沿岸漁業の漁獲枠に対する消化実

績は、全国では30キログラム未満の小型魚が

91.9％、大型魚が89.5％、本県では小型魚が

94.7％、大型魚が85.1％でした。
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本県では、漁獲枠の有効利用を図るため、小

型魚について、2月1日から一時的に海区ごとの

枠の区分をなくし、県内で一斉に漁獲する管理

方式を実施しているところです。

一方、大型魚については、漁獲枠の配分が多

い海区からの融通や、国の仲介による他県から

の融通など、必要な措置を行いました。

令和7年4月から始まった令和7管理年度にお

ける本県の当初の漁獲枠は、国全体の漁獲枠が

増枠したことに伴い、小型魚が728.9トンから

879.9トン、大型魚が173.9トンから234.7トンに

増枠され、5月に行われた国からの追加配分を含

めると、小型魚が954トン、大型魚が363.3トン

となり、このうち大型魚の93.7トンについては、

小型魚の1.47倍を大型魚に振り替える、国の特

例措置を活用しています。

県といたしましては、漁獲枠管理の柔軟な運

用により漁獲枠の有効利用を図りつつ、漁業者

の意見を踏まえ、令和7年の国際交渉において、

次の増枠実現に向けた対応を進めるよう国へ引

き続き要望していくとともに、資源管理が着実

に進むよう適切な管理に努めてまいります。

説明資料の5ページをご覧ください。長崎魚市

場高度衛生型荷捌所及び活魚棟の整備完了につ

いて。

長崎魚市場では、消費者の食の安全・安心へ

の関心の高まりと輸出拡大などを背景に、平成

23年度から国の水産流通基盤整備事業を活用し

て、高度衛生管理型施設の再整備事業を進めて

きたところであり、荷捌所と活魚棟ほか魚函保

管庫、海水供給施設、シャーベット製氷施設等

の整備も含め、令和6年度末に全ての工事が完了

しました。

再整備に要した総事業費はおよそ127億円で

あり、閉鎖型高度衛生管理荷捌施設としては、

床面積約2万9,000平米と、全国トップクラスの

規模となる大型施設として、令和7年4月から全

面供用を開始したところです。

今後は、新たな高度衛生施設から全国・各国

へ送り出される安全・安心な水産物の国内外で

の評価を高めることにより、魚価の向上を図る

とともに、長崎魚市場がよりよい機能を発揮で

きるよう、積極的に取り組んでまいります。

説明資料の7ページをご覧ください。総合水産

試験場における取組成果について。

総合水産試験場では、養殖魚の付加価値創出

による収益性の向上と魚家経営の安定を図るた

め、平成27年度に、白子を持つ雄だけを生産す

る全雄トラフグの種苗生産技術を開発しました。

平成30年度から県内養殖現場で段階的に導入

されており、これまでに延べ87業者により、約

51万尾が出荷されています。

昨年度に出荷された全雄トラフグは、一般的

な種苗由来の養殖魚に比べて平均出荷サイズ・

単価ともに1割増しとなっており、推定で1.4億

円の付加価値を創出するなど、市場から高い評

価を得ています。

引き続き県内養殖業者と連携しながら、全雄

トラフグの品質向上と社会実装の推進を図って

まいります。

また、本県の養殖ヒジキの種苗は全て県外の

天然種苗に依存しているため、養殖業者からは

人工種苗の生産技術開発が強く望まれておりま

す。

令和6年度は、陸上水槽で採苗等により育てた

種苗を有明海沿岸に6から7月に移植し、中間育

成試験を行いました。

種苗は12月には全長12センチに育ち、それら

約1,000株を用いた海面での養殖試験を行い、5

月には1.8メートルに達し、県外産種苗の2メー
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トルと比べ遜色ない成長が確認されました。

中間育成試験では食害対策等の課題も多く、

引き続き量産化に向けた県内産ヒジキの種苗生

産技術の開発に取り組んでまいります。

今後とも関係機関と連携しながら、漁業、養

殖業、水産加工業の所得向上につながる調査研

究や技術開発に取り組み、研究成果が県内漁業

者等の利益として還元されるよう努めてまいり

ます。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

いたします。

【清川委員長】次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」及

び「政府施策に関する提案・要望の実施結果」

について説明を求めます。

【小川漁政課長】私から、政策等決定過程の透

明性等の確保及び県議会議員との協議等の拡充

に関する決議に基づき、本委員会に提出いたし

ました水産部関係の資料についてご説明いたし

ます。

着座にて失礼いたします。

お手元にお配りしております、農水経済委員

会提出資料をご覧ください。

まず、補助金内示一覧表につきまして、令和

7年2月から令和7年5月の間の直接補助金の実績

は、2ページから12ページに記載のとおり、漁協

経費負担軽減対策事業など、計82件となってお

ります。

また、間接補助金の実績は13ページから18ペ

ージに記載のとおり、漁業と漁村を支える人づ

くり事業など、計54件となっております。

次に、1,000万円以上の契約状況につきまして

は、令和7年2月から令和7年5月までの間におけ

る実績は、建設工事に関する契約計46件につき

ましては19ページから105ページに、建設工事に

係る委託計19件につきましては106ページから

121ページに、建設工事以外の契約計8件につき

ましては122ページから126ページに記載のとお

りとなっております。

なお、これらのうち入札に付したものにつき

ましては、入札結果一覧表をそれぞれ添付して

おります。

最後に、附属機関等会議結果報告につきまし

て、令和7年2月から令和7年5月までの開催実績

は、127ページから131ページに記載のとおり、

令和6年度長崎漁港管理会など、計4件となって

おります。

続きまして、6月中旬に実施いたしました令和

8年度政府施策に関する提案・要望について、水

産部関係の要望結果をご説明いたします。

お手元にお配りしております資料2、農水経済

委員会補足説明（水産部）令和8年度政府施策に

関する提案・要望についてをご覧ください。

水産部関係につきましては、生産資材等価格

高騰対策、水産基盤整備等の促進、赤潮被害対

策などについて要望を実施いたしました。

要望実績といたしましては、農林水産省に対

し、知事・議長・水産部長により要望を行い、

このうち水産基盤整備等の促進については、高

品質な水産物の安定的な供給のために重要な事

項であることから、農林水産省に対し強く要望

を行い、基盤整備の重要性について再認識した

とのご意見をいただきました。

以上が水産部関係の要望結果になりますが、

今回の政府施策に関する提案・要望の実現に向

け、引き続き取組を行ってまいります。

私からの説明は以上でございます。よろしく

ご審議賜りますようお願い申し上げます。

【清川委員長】以上で説明が終わりました。
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次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

【宮本委員】陳情書一覧表の中から質問いたし

ます。

18番、松浦市からの要望です。

その中で、水産部関係7番の、松浦魚市場にお

ける水揚げ確保対策についてというところです

ね。これは継続となっておりますが、これは一

度政府施策の要望のときにも、お尋ねしたので

すが、今回、昨年度からの継続ということでは

ありますが、改めて確認させてください。

県の対応につきましては、次の議会で恐らく

出てくるのではないかと思うんですが、2の、魚

市場で選別作業に従事する作業員の確保が困難

となっていることから、外国人材を活用できる

よう、特定技能制度及び今後施行される育成就

労制度において、弾力的な運用による外国人材

を受入れ可能とするということでの陳情要望が

あっております。

もちろん、これは松浦魚市場、そして県北に

ついては佐世保の方もしっかり同様ではあろう

かと思うのですが、まず、現段階での対応状況

についてお尋ねさせてください。

【鈴木水産加工流通課長】魚市場におけます外

国人材の雇用の関係でお尋ねかと思います。

松浦市からご要望のありました魚市場でのと

いうことで、特に魚市場における荷さばき作業、

こちらにつきましてはご案内のとおり、現在、

技能実習1号でのみ可能ということで、特定技能

の分野には含まれていないということで、雇用

が難しい状況になっております。

そうしました中、令和9年から技能実習制度が

新たに育成就労制度に変わるということで、現

在、国の方で新たなその育成就労制度に向けた

分野別の運用方針等の作成が進められていると

伺っております。

この中で、水産庁におきましては、後者の魚

市場におけます荷さばき・選別作業、こちらが

適用になるべく、関係省庁といろいろ協議をさ

れているというふうに伺っております。

また、これとあわせまして、今年5月に全国の

魚市場の関係、東北の魚市場の関係と、それか

ら西日本でいいますと九州の各魚市場の関係者、

それから我々も含めた県の担当が国の方に集ま

りまして、関係者で一度情報共有と、それから

現状の把握といったようなことで協議が進めら

れつつあるという状況です。

まず、今関係者が集まりまして、今後新たな

制度の対象になることも念頭に、どういう作業

が実際必要なのかといったような取りまとめと

か、それから全国、この制度の運用になった際

に運営する組織がどうなるかといったようなこ

とも含めて、協議が始められているという状況

にございます。

以上です。

【宮本委員】詳細、ありがとうございました。

令和9年度から育成就労制度ということで始

まり、今まさに分野別の運用方針が協議されて

いる状況、そしてちょっと光が差してきたかと

思うんですが、全国的な、東北も踏まえて流れ

になってきているということは、一歩前進では

ないかと思います。

よって荷さばきにおける選別作業、やはりこ

れが不足していると、新鮮な魚が出荷できない

という状況に陥ります。もう陥っているという

ことで聞いておりますので、引き続き、先ほど

おっしゃった会議、5月にされたということも聞
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いておりますので、今お話があっておりますか

ら、引き続き協議をしていただいて、何とか令

和9年度の法改正に向けて弾力的な運用ができ

るように、引き続き関係者との協議を続けてい

ただきたいということを、あわせて要望させて

いただきます。

【清川委員長】ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情書につきましては承っておくことといたし

ます。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

次に、「政府施策に関する提案・要望の実施結

果」について、ご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般について、ご質問は

ありませんか。

【宮本委員】それでは、議案外について質問を

させていただきます。

部長説明資料の、水産部の5ページになります。

令和6年度の水産物輸出実績についてというと

ころでお尋ねをさせていただきます。

まず、中段の方、中国向け輸出についてとい

うところで、今日の地方紙にも、日本水産物輸

入再開ということで記事が一面に載ってありま

した。

そこに書いてありますとおり、再開になると

いうことで日中双方で合意に至ったということ

が発表されたということでありますが、まず、

令和5年8月24日から中国向けの輸出が停止され

ているということで、この間どのくらいの影響

があったのか、長崎の水産関係において、分か

れば、金額、出荷量ベースで影響額について、

まずお尋ねをいたします。

【晝間水産部参事監】お尋ねの、中国による日

本産水産物の輸入停止による県内の影響という

ことですけれども、ご指摘のとおり、令和5年の

8月に輸入停止となりましたので、その直前の令

和4年の実績というのは一つ指標になるかと思

うのですけれども、令和4年度の中国向けの水産

物の輸出実績が、長崎県で、数量で約1,400トン、

金額にして約25億円ございました。

これが令和5年度の途中で止まって大きく減

少いたしまして、令和6年度にはゼロということ

で、それだけ減少したということでございます。

【宮本委員】ありがとうございます。そうです

よね、停止したからゼロになりますね。

1,400トン、約25億あったのがゼロということ

で、多大なる影響があったということを確認さ

せていただきました。

今後、今日の報道では、一定の登録手続が完

了した後に再開ということで書いてありますが、

このスケジュールについて、何か今の段階で分

かっていることがあれば、いつ頃から再開にな

るのかも含めてお尋ねをいたします。

【晝間水産部参事監】お尋ねの再開の見込み時

期ですけれども、これはやはり国と国の間で合

意した条件に基づいて手続が進んでまいります

ので、なかなか県の方で、いつ頃できそうだと

いう見通しをお示しするのはちょっと難しいと

いうことはご理解いただければと思います。

5月30日にその技術的要件に合意したという

タイミングで、小泉農林水産大臣がやはり同じ
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ようなことを聞かれていまして、その際には、

輸出再開に当たって中国側で日本の施設の登録

を再登録してもらうというような要件が入って

いるということもございまして、国としても、

なかなかいつ再開できるというのは申し上げる

のは難しいというようなご説明をされていたと

いうふうに承知をしております。

【宮本委員】ありがとうございました。

再登録ってやっぱり必要なんでしょうね。業

者からすると、非常に煩雑な作業になるという

のが予想されますが、おっしゃるとおり、やは

り国と国との交渉というか問題なので、検討し

てどうこうと言えないということは一定理解で

きます。

ただ、今後こういったのが報道になり、中国

向け輸出が再開ということになるので、スピー

ド感を持って取組をしていただきたいと思いま

すが、中国に輸出するための今後の取組につい

て確認をさせていただきます。

【晝間水産部参事監】お尋ねの今後の取組とい

うことですけれども、まず、手続的な観点から

申し上げますと、5月30日に技術的要件に合意し

たという発表があって、今般の中国の発表とい

うのは、中国国内に向けて実際にその技術的要

件に基づいて輸入を再開していくということを、

改めてアナウンスしたものと理解をしておりま

す。

その技術的要件としてこれまで説明を受けて

いるのが、必要な対応が2点ございまして、1点

がその施設の再登録で、もう一点が、放射性物

質の検査について、これまでの検査項目以外の

新たな検査を施設ごとに実施する必要があると

説明を受けております。

国の方から、長崎県も含めた各輸出事業者の

方には、既にその再登録に必要な書類ですとか、

放射性物質の検査の実施に向けた要望調査が送

られてきておりまして、県としては、長崎県内

の事業者の対応に漏れがないように個別に連絡

をして、こういうのが来ているから出してくだ

さいという対応をさせていただいております。

今、順次各事業者からそういった申請書類が

国の方に出されているというのが現状という状

況でございますので、引き続き手続面に関して

は、そういった国とのやり取りも含めて連絡調

整といったところを、しっかり対応していきた

いというのが取組でございます。

もう一点申し上げますと、実際、手続面がク

リアになって輸出が再開された際、中国向けの

輸出促進、販売促進といった面も、県の事業を

活用して、その再開時には迅速にそういったも

のも利用できるような準備というのを進めてい

きたいというふうに考えております。

【宮本委員】ありがとうございました。

まずは手続面で連絡調整ということで、県の

水産部としてもしていくと。クリアになれば輸

出促進に向けて迅速に対応していくということ

で確認をさせていただきました。

非常に大切なところであり、事業者の方々も

待ち望んでいたということになろうかと思いま

すので、先ほどもご答弁いただいたとおり、個

別にきめ細やかな対応を、どうか事業者の方々

に対してしていただくように、改めてご意見申

し上げさせていただきます。

もう一点ですが、この水産物輸出についてで

すが、今の、前回の産業労働部の所管でもあっ

たんですが、米国の関税措置が問題となってお

りますが、これについて、水産関係で米国の関

税措置に対する影響がある・なしで、あればど

の程度あったのかについて、改めて確認をさせ

てください。
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【門村水産加工流通課企画監】米国の関税引上

げに伴う県内企業への影響ということですけれ

ども、関税の引上げの報道がなされた後、随時

米国向けに輸出を行っていました関係事業者に、

県の方で聞き取りを行っております。

聞き取り時点での概要ですけれども、主に長

崎県から米国に輸出しておりましたのは、養殖

ブリのフィレ、三枚おろしにして冷凍したもの

ですけれども、今シーズンの輸出につきまして

は既に契約済み、もしくは出荷を終えていると

いうことで、直ちに影響は出ていないという結

果でございました。

ただ、今後につきましてはこれから米国側の

商社と見積り合わせであったり、今後の取引に

ついて調整が進みますので、今の時点で今後の

影響についてはまだ分からないと。

アメリカでのその消費層、日本からの養殖ブ

リを買って食べていただいていた消費層という

のが比較的国内でも所得の高い層だったので、

関税が追加されてもあまり影響がないんじゃな

いかという見方と、一方で、今後そのことを原

因にして価格交渉、値下げを要求されるんじゃ

ないかと、そういったことを心配する声と両方

ございます。

県としては、国の動きも含めて状況を注視し

ながら、対応を検討していきたいと考えており

ます。

【宮本委員】ありがとうございました。

やはり長崎の新鮮なお魚を海外に輸出すると

いうこと、県内視察でも五島の方で、委員長の

お計らいで確認をさせていただきましたので、

非常に重要な取組ですので、引き続き輸出実績

がもっともっと上がるように、そして長崎の新

鮮な魚を海外の方々にもっと知っていただくよ

うに尽力していただければと思いますし、いろ

んな私たちも確認をしながらお手伝いさせてい

ただきますので、よろしくお願いいたします。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【饗庭委員】私も何点か質問させていただきた

いと思います。

今の中国への輸出の件ですけれども、再開は

中国側で再登録して国が決めることということ

でございましたが、国が決定した場合には、そ

れで県が決定した後、すぐに県も一緒の段階で

取り組めるのかどうか、そのあたりを教えてく

ださい。

【晝間水産部参事監】ありがとうございます。

国の方で再開が整った際に、県としてすぐ取

組ができるかどうかというご質問でしたけれど

も、輸入というか輸出自体は、中国の税関を通

過して中国国内に品物を持っていってというこ

とで、ようやく輸出が完了したということにな

ると思いますけれども、実際それをするために

前条件として示されているのが先ほど申し上げ

た二つで、施設の再登録と放射性物質の追加的

な検査、これが整い次第通関が通るようになる

のだと理解をしております。

先ほど詳細は申し上げなかったのですけれど

も、その二つ必要な対応のうち放射性物質の検

査につきましては、これまで広く検査されてき

たセシウムの検査だけではなくて、ストロンチ

ウムとトリチウムという、また別の核種の検査

が必要になってきます。

このうちストロンチウムにつきましては、ち

ょっと検査の技術的な制約で、最低でも1か月、

場合によっては2か月ぐらい検査に時間がかか

ると。

さらに加えて申し上げると、そういった検査

をできる機関というのも国内に限りがあるとい

うことでございますので、これは国の方で音頭
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を取って効率的に検査していくということを今

考えているというふうに伺っていますけれども、

そういった検査も完了して証明書をつけるとい

うところまで行くのに、各事業者さん、少し時

間を要する面があるというのは申し上げておき

たいと思います。

いずれにせよ、県としてはその検査の面も含

めて連絡調整をしっかりして、県内の意欲のあ

る事業者さんが輸出を再開できるように後押し

をしていきたいというふうに考えております。

【饗庭委員】やはり輸出が再開されるというこ

とで、期待が業者さんから高まっているかと思

うので、国が決定したら、なるべく早くできた

らいいかなというふうに思います。

次に、令和6年度真珠養殖についてお伺いした

いと思います。

この真珠養殖ですけれども、前年に比べて数

量は101％微増し、金額では69％減少したとなっ

ているんですけれども、これによる真珠養殖業

への影響と、販売にもどのような影響が出てい

るのかお伺いします。

【門村水産加工流通課企画監】真珠養殖の実績、

金額が落ちているところの理由でございました。

確かに数字、生産金額だけで見ますと69％と、

大きく落ち込んでおるのが事実でございます。

何かその単価が大きく下がってしまっただとか

いうことではなくて、実はその比較の対象年、

前年、令和5年度の価格が異様に高騰したという

背景がございます。

過去の単価水準、相場と比べましても、歴史

的にもまれな水準まで5年度は高騰していたと。

その背景として今考えておりますのが、令和元

年頃から、これは全国的にですけれども、真珠

の生産に使うアコヤガイの稚貝に感染症が全国

的に発生しまして、真珠の生産量が下がる大変

厳しい状況になったということに加えて、近年

の高水温の影響で、なかなか質の高い真珠の生

産が難しくなっているといったところが、供給

量が少なくなるような要因です。

それに加えまして円安傾向が続いております

ので、海外のバイヤーにとっては、日本産の真

珠に割安感があると。それから、海外での需要

が非常に好調に伸びているというところもあり

まして、受給バランスの関係で5年度は非常に単

価が高騰したと、そういった背景がございます

ので、6年度生産額としては落ちたような数字に

なっておりますけれども、真珠業界の感覚とし

ては、異様な高騰が元に戻ったという感覚でい

ると伺っております。

【饗庭委員】ということであれば、養殖業やそ

の生産者、販売に関しては、あまり影響はない

ということで理解してよろしいでしょうか。

【門村水産加工流通課企画監】先ほど申し上げ

ましたとおり、単価としてはR4年度の水準に戻

ったということで、この単価が元に戻ったこと

を直接的な影響として、何か事業者側が大きな

影響を受けたというふうな状況は伺っておりま

せん。

【饗庭委員】分かりました。

もう一点、海業の推進についてちょっとお伺

いしたいというふうに思います。

2月議会でも推し魚の話は大分出ていたかと

思うんですけれども、この2月議会の後に、県内

各地に海業の定着に向けた取組を進めていると

いうふうになっていますけれども、その後、何

か進んだ点があれば教えてください。

【小川漁政課長】まず、私の方からご回答させ

ていただきます。

海業につきましてはもう以前から、やはり県

内の漁業の海洋資源の変動ですとか、いろんな
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ところに対応していくためには、やはりしっか

りとした収入源を確保し、雇用をつくっていか

ないといけないということで、海業について取

組を進めてきている状況でございます。

県内各地で様々な取組が実施をされておりま

して、令和5年度以降、海業チャレンジ支援事業

ということで、様々な計画の策定ですとか、有

識者を招聘しましていろいろお話を聞くですと

かいうようなところで、海業への取組を促進し

てきているという状況でございます。

新たなものというのも、奈良尾の方でも取組

が進んでおりますけれども、これまで実施をさ

れておりましたところの海業の取組が拡大され

たりですとか、現在、県の方で把握をしていま

す数としても30を超える海業の取組実施をされ

ているということを認識しておりますので、そ

こを今後もさらに広げていきたいということで、

今、取組を進めているという状況でございます。

【饗庭委員】前回もありましたけれども、推し

魚として養殖マグロを活用したいろんな計画を

立てているということで、ここには7月にフェス

タを行うということですけれども、推し魚にな

ったことで養殖マグロがよく売れたとか、そう

いうことがあれば教えてください。

【鈴木水産加工流通課長】令和7年3月に、第1号

として上五島の養殖クロマグロが認定を受けま

して、お披露目会もさせていただいて、おかげ

さまで大変多くの反響もいただいています。マ

スコミ各社にもご出席いただいて、全国ネット

のテレビであったり各紙面、専門誌等々でも取

り上げていただいております。

まだお披露目会からそう時期はたっておりま

せんが、例えば市内の飲食店あたりからも推し

魚を使ってみたいといったような声も伺ったり

して、少しずつですけれども、取引拡大の兆候

も見られていると思っております。

また、今回推し魚の認定を受けまして、まず

はこのコンセプトであります、地元で大変魅力

的な魚を地元に来て体験できるというコンセプ

トでございますので、地元であります新上五島

町の観光物産協会が主体になりまして、これま

で取り組んでおりました各種イベントをさらに

バージョンアップして、今まさに取組を始めて

いるところです。

月に2回の解体ショーであったり、それから町

内の飲食各店舗での年4回のフェア、それから閑

散期には海業と連携したようなモニターツアー

というか、マグロを絡めた旅行商品とか、そう

いった取組をこれから進めていこうという動き

をしているところです。

具体的に推し魚になったところで、幾らが幾

らに、その金額的な効果というのは、まだまだ

ちょっとそこら辺までは確認はできておりませ

んけれども、非常に盛り上がっておりますので、

引き続き我々もそういった取組は全力で応援し

てまいりたいというふうに考えております。

【饗庭委員】ありがとうございました。

県内の飲食店にも広げていかれているという

ことで、前回もやはり県内で取り扱っていただ

くところが増えるといいというようなお話だっ

たかと思うんですけれども、県としては県内の

飲食店に何％ぐらい受け入れてほしいというよ

うな目標があるのかどうか、お伺いします。

【鈴木水産加工流通課長】具体的に、市内・県

内にどれぐらい広めていきたいといった数字ま

では設けておりません。地元の上五島町にまず

は来ていただいて、十分楽しんでいただくとい

うコンセプトに加えて、それに訴求できるよう

な県外、町外へのPRとかも当然必要になるかと

思っています。



令和７年農水経済委員会（令和７年６月３０日）

- 57 -

そこはもう地元の町と常に連携をしながら、

こういう効果的なPRをどんどんやっていきまし

ょうということで、今進めているところです。

町外の飲食店につきましても、常に町と情報

共有をしながら、こういった声があるけれども

ということで、我々の方から、例えば飛び込み

でホテルのレストランであったり、そういった

ところに話を持っていったりという活動も、今

進めているところでございますので、できるだ

け多く扱っていただきたいし、それを基に、町

により多くの方に足を運んでいただけるような

PRをしていきたいというふうに考えております。

【清川委員長】ほかに質問ありませんか。

【大倉委員】推し魚に関連して、私からも、そ

のPRを今やろうとしているというところだと思

うんですが、具体的にどういったPRを、町内は

もう当然なんですが、町外、やっぱり私は県内

全域に広く波及させるということが大事だと思

っています。

ただ、推し魚のブランディングの仕方がどう

も私はまだ見えてきていないと思いますので、

そのあたりの展望ということを教えていただけ

ればと思います。

【鈴木水産加工流通課長】推し魚のPRでござい

ます。

まだ昨年から取り組み始めて、手探りな部分

もございますけれども、認定を受けました町と

連携をしながら、あらゆる面でPRできる部分を

捉まえて広げていこうというふうに考えており

ます。

具体的に申しますと、まず我々水産部が主体

として動いている動きとしましては、ご案内の

とおり、その認定の際にはロゴマークを作成し

て、それからそれにPRグッズ、のぼりですとか

ステッカーとか、そういった様々なグッズを

我々県の方で作成して、町が主体になった各地

でPRする際に利用していただくということ。

それから、その地元が取り組む活動への支援、

これは今までの推し魚支援ですけれども、さら

にPRの部分で申し上げますと、例えばその県の

方が絡むようなイベントにおいて、まさに来月、

ヨットフェスタが予定されておりますが、そう

いった場面で、いい機会ですので推し魚がPRで

きるようなステージイベントを一緒にやるとか、

あとは定型的ですけれども、情報発信としまし

ては、記者の投げ込みだけではなくて県のホー

ムページであったり、それから投げ込みもその

県内の記者室だけではなくて、もっと広域、県

外へのパブリシティーに訴えかけるようなPRを

していくと。

それから、あとは先ほど申し上げました町外

の飲食店への売り込みということで、これもな

かなかちょっと効果的なPRは、我々も今これか

ら勉強していきたいと思いますけれども、特に

新聞等でちょっと紹介されて影響のありそうな

部分につきましては、我々の方からも、こうい

う制度がございます、利用してくださいという

ことで売り込んでいきたいと思っております。

また、水産部だけではなくて、県庁全体とし

ての連携も当然必要になるということも考えて

おりますので、例えば全国的には万博の関連イ

ベントであったり、あるいはピース文化祭、そ

れから、今全庁的に進めております食の賑わい

の場、こういった県庁内の各部局が主体で取り

組んでいる部分にも、我々こういった推し魚の

取組というのが一つのアイテムとして利用して

いただけるように、しっかり連携してまいりた

いというふうに考えています。

それから、すみません、もっと申し上げます

と、各部局が主体で情報発信する媒体がありま
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す。例えばながさき旅ネット、これは観光部局

が持っているとか、あるいは長崎の変とかなが

おしといったような、それぞれ情報発信するホ

ームページであったりSNSのところでも、もう一

部掲載をしていただいておりますので、引き続

き、こういった連携する部分も含めて、しっか

りPRしていければと考えております。

【大倉委員】非常に具体的かつ、将来展望も描

けているというような答弁だったと思います。

本当に全庁的に推し魚を、本当に推してもら

いたい。県民の皆さんが普通に推し魚という言

葉が出てくるような、そこまで持っていかない

とこれは意味がないと思いますので、ひとつ本

当に、これは本気で取り組んでいただきたいと

思います。

私もできることがあったらいろんなところで

PRしていきたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。

ブランディングという話でいきますと、全く

違う話なんですけれども、鶴洋高校のちょっと

ブランディングについても伺いたいです。

先日、農水経済委員会の同僚議員何人かで視

察に行ってきました。水産科があるんですけれ

ども、県内唯一の水産科です。本県にとって、

やっぱりこの海洋県、漁業者の人たちを育てて

いくということに関しても、この学校での学び

の場、非常に大切な学校だと思います。

実際、施設も非常に充実していまして、臨海

実習場なんかは、もうそれこそ総合水産試験場

に勝るとも劣らないような、非常に立派な施設

ができています。すばらしい学びの環境がそこ

にありました。

ただ、課題が、生徒数の確保なんです。もう

これが非常にちょっと残念な、危機的な状況に

なっていまして、定員割れの状態が続いていま

す。ここ5年、もうほぼ年々減り続けています。

令和7年度は、定員160人に対しまして、入学

者数は61人でした。これは全体ですよ、学校全

体が。充足率が38.1％にとどまっています。

水産科だけ見ましてもこれは同様でして、令

和7年度の充足率は38.8％しかなかったんです

ね。これは本当に何とかしなきゃなんですよ。

大切な水産業を学べるその学校の、高校の存

在意義というものが、これは問われている事態

になりかねない。もう、それこそ黄色信号がと

もっているような状況だと思います。

実際に、校長先生からも様々な要望もいただ

いたので、それも踏まえて、今日はちょっと質

問したいと思っております。

ブランディングという話にちょっと行きます

けれども、やはり中学生に向けて、この鶴洋高

校の魅力をどこまで発信できているのかという

ところが、非常に大きな課題だと感じました。

そういった中で、まずお尋ねしますけれども、

この県内唯一水産科がある鶴洋高校のブランデ

ィングに関して、今までのやり方でいいのか、

このブランディングをもっと変えた方がいいの

かとか、そのあたりのお考えがありましたらお

聞かせいただきたいと思います。

【松尾水産経営課長】鶴洋高校に関するご質問、

ありがとうございます。

鶴洋高校は、専門のカリキュラムだとか臨海

実習所、実習船などの充実した教育ツールを備

えている教育機関であり、漁業就業の入り口と

しては非常に重要で、より多くの生徒に活用し

ていただきたいと思っていますので、委員のご

認識と一致するところがございます。もったい

ないというところですね。

実はブランディングについてなんですけど、

ご承知のとおり所管が少し違いまして、ブラン
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ディングをどうされているかとか、どうしてい

こうかというのは少し申し上げにくいところで

あるんですけれども、水産部といたしましては、

鶴洋高校の魅力というのはいろんな形で承知し

ていますので、例えば小・中学校を対象とした

水産教室というものを年間100回程度、参加者と

しては2,700人程度集めて、いろんな水産業全体

に係ることを教えております。

そういった中で、今までは鶴洋高校というの

を特に取り上げたことはなかったのですけれど

も、入り口としてそういった鶴洋高校の魅力だ

とかいうところも含めてPRできれば、少し生徒

確保につながっていくのかなというところで、

そういったことをちょっと検討していきたいと

思っているところです。

【大倉委員】ありがとうございます。丁寧なご

答弁ありがとうございます。

所管は確かに、これは違う部分もあろうかと

思うのですけど、やはり横串を入れて、これは

全庁的に取り組んでいってもらいたい。

水産教室等々も、小・中学校向けに非常にい

い取組だと思いますので、そのあたりも積極的

にやってもらいたいと思うわけです。

卒業後の進路に関して校長先生から伺ったら、

7割がやはり就職で、3割が進学というところな

んですけれども、その進学でいきますと、これ

まで実績で、長崎大学にも水産学部があってそ

こにも進学しているという実績があるというこ

とを聞きました。

そういった意味で、やはり長崎大学の水産学

部、そして鶴洋高校の水産課、これは非常に親

和性も私は高いと思っているところでございま

す。ですから、連携をしっかりやってもらいた

いと思うんです。

ただ、長大は国立です。そして鶴洋は県立で

すから、なかなかスムーズにはいかないところ

もあろうかと思うのですけれども、やっぱり同

じように水産分野で学んでいくということに関

してはこれは共通ですので、ここは何か連携を

具体的にできないものかというところも含めて、

これも校長先生からご要望をいただいておりま

す。

何かご見解がありましたらお願いいたします。

【松尾水産経営課長】ありがとうございます。

まず、長崎鶴洋高校と長崎大学水産学部の連

携についてなんですけれども、実際、今連携さ

れておりまして、種苗生産や養殖の研究に関す

るような研究、あとは課題研究発表会といった

高校生が発表する場に長崎大学の先生が審査員

として来ていただくだとか、あとは高校生の、

大学側の研究内容をPRしていく、紹介していく

だとか、あとは、実務的なところではあるんで

すけど、水産の先生を目指す学生について、高

校側で教育実習の受入れを行っているというこ

とで、いろんな面で現在も連携されています。

ただ、私たちも両方、鶴洋高校も大学も業務

上連携していますので、いろんな意味でもっと

連携が高まるように対応ができればというふう

に思っているところです。

【大倉委員】ありがとうございます。

ご要望として、連携という部分でいきますと、

もちろん、例えば個人的な部分も含めてやって

いるんですけど、校長先生がおっしゃっている

のは、その個人的分野のみならず組織的に、ぜ

ひ連携をしてもらいたいということをおっしゃ

っているんですね。

ですから、組織としての連携ということをも

う少し深掘りしていきますけど、これも担当部

局が違うかもしれませんが、あえて申し上げさ

せてもらいますね。
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例えば、長崎大学附属という枠組みがありま

すね、附属。一つの提案として、附属ではなく

て系属という枠組みで連携できないかと、組織

的に連携できないかという話をいただいていま

す。

系属というのは、まず漢字はどう書くかとい

うと、何々系という、例えば肥後系とか江戸系

とかいう、ハナショウブで言うと何とか系の、

あの漢字を書きます。系属。

これはどういうことかといいますと、系属と

いうのは、運営主体は違うんだけれども関連性

のある学校ということなんです。ですから、国

立と県立で運営主体は違うけれども、系属校と

いう枠組みはできるんですね。そういった事例

も全国的にあります。

この系属校にすれば、それこそ私はブランデ

ィング力が上がると思うんですよ。長崎大学の

系属校が鶴洋高校だと言えるわけですから。附

属とは言えないけど系属と言えるわけ。そうい

った提案があっているんです。こういった部分

も、ぜひほかの部局とも共有してもらいたいな

と思っているところでございます。

やはり入学者数の減少を、何とかこれ止めな

ければいけないと思います。そのためには、や

っぱり鶴洋高校が選ばれる高校にならなきゃい

けません。行きたい高校にならなきゃいけませ

ん。そこがまだちょっと今足りないんだという

ことも、校長先生はおっしゃっていました。

ですから、これも所管事項じゃないと思うん

ですけど、系属に関して何かご見解がありまし

たら、ご答弁いただければと思います。

【松尾水産経営課長】ご提案ありがとうござい

ます。

長崎大学と長崎鶴洋高校は、ご承知のとおり

それぞれ国、県が運営する教育機関であります。

系属校の考え方、大変アイデアとしてすばらし

いと思うんですけれども、当方の所管でお答え

するのは大変難しい部分がございますので、ご

理解ください。

ただ、日頃から両方の教育機関とは情報交換

を密に行っています。いろんな形で連携してい

ますので、委員からのお話もありましたので、

系属高校についても情報提供を今後も行ってい

きたいと思っていますので、よろしくお願いし

ます。

以上です。

【大倉委員】ありがとうございます。

もう、やはり少子化の中で、水産業の後継者

不足、これをやはり何とかしなければいけない

んですよ。そういった意味で、漁業とか水産業

の魅力を、これは私たち大人がしっかりと若者

に伝えていかなければいけないと思いますね。

まき網は、はっきり言ってもうかるんですよ。

そういったことももっと伝えるべきなんです。

そのために、やはりせっかく水産科が唯一ある

県立高校と、そして水産学部がある長崎大学、

連携できるところは組織的に具体的に連携でき

るよう、そしてその県としても、この県立高校、

鶴洋高校のブランディングというものもさらに

強化をしていただきたいということを要望して、

終わりたいと思います。

【清川委員長】ほかに質問ありませんか。

【千住委員】失礼します。私は1点だけ。

ちょうど昨年の今頃、ちょっと赤潮被害が結

構大きく出た時期じゃなかったかなと思うんで

すが、現在、モニタリング調査とかも様々やら

れていると思いますけれども、現状と、また要

注意とか出ていれば、その対策についてお聞か

せいただきたいと思います。

【門村水産加工流通課企画監】今年度の赤潮に
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対する対応状況について説明いたします。

一昨年、それから昨年と、2年連続で大きな被

害を受けましたので、各養殖産地においても、

やはり警戒レベルを高めて赤潮シーズンを迎え

ようということで、それぞれの産地で自主監視

体制、モニタリングの強化について、シーズン

前に関係者が集まって、計画の検討ということ

をやっております。

具体的には6月頭から、各産地で、赤潮の発生

がある・ないにかかわらず週1回定期的にモニタ

リングを行って、できるだけ初期にその発生を

捉えて対応しようということでやっております。

加えまして、自動観測で水温であったり酸素

であったり、それから最近新しいセンサー、赤

潮被害を起こすプランクトンが出ていることを

捉えられる新しいセンサーが出ておりますので、

そういったものを自動観測の装置の中に追加で

盛り込んだりというようなことで、赤潮を早期

に捉えようという体制は昨年までよりも強化を

して、シーズンを迎えております。

それから、昨年被害を受けた地域を中心に、

赤潮を初期で捉えたけれども防除剤とかが間に

合わず、結果的に被害を受けてしまったという

状況がございますので、例えば赤潮が生簀に押

し寄せてしまった場合でも、被害を極力抑える

ためにということで、足し網であったりだとか、

生簀の水深をもっと深いものに入れ替えるだと

か、そういった対策も、補正事業を活用して各

産地に紹介をしてまいりました。

実際にそういった取組をやってみようという

ところにつきましては、今年の5月末時点で希望

されるところはほぼ設置も終わって、いざ、今

年赤潮が来たというときには、網を沈めること

で魚の避難場所を確保するというような準備が

できているというところでございます。

【千住委員】ありがとうございました。

5月末には設置も終わって一安心でしょうけ

ど、今回これだけ気温も急上昇してというとこ

ろになると、やっぱり非常に心配なところもあ

りますので、昨年も防除剤が心配だというよう

な声も出ていたと思いますので、その辺の対策

をしっかり行っていただけたらと思いますので、

よろしくお願いいたします。

以上です。

【清川委員長】ほかに質問ありませんか。

【石本委員】先に輸出の関係と、赤潮について

は今ご質問いただきましたので、重複しますの

で、私の方からは、この中国の水産物輸出に関

連してというか、輸出の解禁ということでの話

ですが、先ほど長崎魚市場のHACCP対応の設備が

完了したという話がありましたけれども、松浦

魚市場の方も数年前に一応完了したということ

で、本格的な輸出対応についても期待をしてお

ったわけですけれども、その後のなかなか輸出

対応が進んでいないという話がありました。

その後の状況として、現時点でどのような状

況なのか、その松浦魚市場を通じた輸出の対応

というか、そこら辺の事情が分かればちょっと

お伺いしたいと思います。

【門村水産加工流通課企画監】直近の令和6年度

の輸出実績で申しますと、松浦魚市場経由で水

揚げされました、特に青物、アジであったりサ

バであったりというものが中心かと思いますけ

れども、東南アジア、フィリピン・タイ・ベト

ナムあたりに、凍結製品としてかなり輸出が伸

びてきている状況がございます。

これまでは、そういった国に対しての輸出と

いうのは缶詰の原料ということでの輸出が多か

ったんですけれども、昨年の状況を聞き取りし

ますと、必ずしも缶詰原料だけではなくて、や
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はり衛生的に対応できているということと、鮮

度が高いということもありますので、解凍して

そのまま食用になるような販売のされ方もされ

ているというふうに伺っております。

【石本委員】もう少し、例えば量的なものとか、

金額的なものは分かっていませんか。

【門村水産加工流通課企画監】県として全体の

輸出の概況をつかむために、関連業者から実績

の聞き取りは行っておりますが、個別の企業に

なりますので、ちょっと数値の公表は差し控え

させていただければと思います。

【石本委員】具体的な数字は出せないというお

話ですので、具体的に、先ほど言われたように

令和6年度で青物あたりが東南アジア向けに輸

出がされているということですけれども、例え

ば直近四、五年のその伸び具合というか、要す

るに松浦魚市場が完成してからのトータル的な、

個々じゃなくて、どれぐらいの輸出額があるの

か分かれば教えてほしいし、もしここで分から

なければ後でも構いません。資料があれば、ぜ

ひ教えていただきたいと思います。

【門村水産加工流通課企画監】先ほど紹介しま

した、缶詰原料ではなくて直接食用に、そうい

った販売のされ方が多くなってきたのは直近、

昨年のことだというふうに伺っております。

ですので、過去と比較してどのぐらいの伸び

率であるかというのはちょっと今手元に数字が

ございませんけれども、今まで缶詰原料だけで

あった輸出にちょっと新しい販売の仕方が見え

てきているというところは、今後に期待できる

ところかなと考えております。

【石本委員】これもあまり今は答えが出ないと

いうことですので、後で結構ですので、当初ヨ

ーロッパから、今後はアメリカ向け辺りの輸出

も取り組むという話が数年前あったと記憶して

おりますので、昨年からという状況ですけれど

も、具体的にどの地域にどれぐらいの量、また

金額が出ているのか、後で結構ですので教えて

いただきたいと思います。

それからもう一点、海業の関係で、松浦地区

の星鹿という、これは多分県の漁港になったか

と思いますけど、そこで若い漁師の方が海業と

して、例えば市場に乗らないような魚などを地

元で販売したり、また食べさせるといったよう

な取組をしたいということで上がってきまして、

先日、振興局、また土木事務所も一緒に来てい

ただいて、話を聞いていただきました。

そこには漁港としての、ちょうど個人の建物

の前が漁港になりますので、そこに県の土地が

あるということで、その県の土地も、今、荒れ

地ではないですけど、通常は網置場とかそうい

ったものがされているようですけれども、現在、

草ぼうぼうで何も活用されていないようなとこ

ろですので、何とかそこも、建物の前になりま

すので、そういった駐車場に使えないかとか、

そういう話をしております。漁協とも話して、

漁協も一緒にというか、了解の下に、そういっ

た取組をしたいという若者がおります。

そして、そこに餌やりの体験とか釣り体験、

または今言った食の提供、そういったもの、さ

らに将来的には、空き家も結構ありますので、

その空き家を利用して宿泊をして体験をさせた

りとか、そういう取組も考えているようでござ

いますので、今計画もされていますし、1回は県

の方にも話しておりますし、こういう具体的な

内容でという話もしております。

ぜひとも、若者がせっかくそういった取組を

したいと、そしてにぎわいを取り戻したいとい

うか、にぎわいのあるようなまちづくりをした

いという考えでございますので、ぜひとも前向
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きに県としてもできるような方向で、ぜひとも

ご指導願えればと思いますが、何かございまし

たら意見を。

【城戸漁港漁場課長】田平土木維持管理事務所

の方に、民間事業者の方から、星鹿漁港の野積

み場を利用したいという相談が上がっていると

いうことはお伺いをしているところです。

先ほど委員もおっしゃいましたけれども、自

社の所有地と県が管理する漁港施設用地を活用

し、事業を展開したいということでお話をされ

ておるということで、まず、我々はこれを海業

推進とかする場合には、当然漁協も絡んでいた

だく必要がありますので、ちょっとそういった

ところを前回お願いして、漁協の方の了解もい

ただいたということまでは聞いております。

その中で、やっぱり我々はこれからどういっ

た形で、海業に関係をして許可をしていくのか、

それとも普通の用地の許可となるのか、そうい

ったところをいろいろ、許可の可否の判断も含

めた形ですけれども、今後どういったふうに進

めていくかというところを検討していく必要が

あると思いますので、そこにつきましては、田

平土木ですとか我々が一緒に入った中で、話を

進めていければというふうに思っているところ

でございます。

以上です。

【石本委員】ぜひ前向きに、そういった、せっ

かく地元の若者、漁師が取り組みたいという話

でありますので、しっかりご支援いただきたい

と要望しておきます。

それからもう一点、同じ星鹿ですけれども、

あそこは防波堤工事か何かを今されていると思

うんですよね。一旦何か終了したというような

状況の中で、再度また工事をし直しているとい

う話をちょっと聞いたものですから、もしそこ

ら辺の関係が分かっておれば教えていただきた

いと。

【城戸漁港漁場課長】今その内容をよく把握し

ておりませんので、後ほど報告をさせていただ

ければと思います。

以上です。

【清川委員長】ほかに。

【初手委員】それでは、大村湾の関係を含めて、

3点ほどご質問をさせていただきたいと思いま

す。

まず、大村湾のナマコの関係ですけれども、

今年の2月議会でその不漁等についての質問を

させていただいたところですけれども、漁業者

にとりましては大変、この前の不漁というのは

大きな痛手でありまして、養殖が大村湾の中で

はできるわけでもありませんし、本当にナマコ

というのは、限られた期間の中で年間の売上げ

のほとんどを占めるというような実情でもあり

ますので、何とかこれをずっと維持しながら漁

業ができると、漁業をしていけるという位置づ

けが今後も必要であるというふうな意味合いで

お尋ねをいたしますけれども、2月議会以降、漁

業関係者の方々との協議やいろんな対応につい

て、具体化を進められてきたとお伺いをいたし

ておりますので、2月以降の取組等につきまして、

まず教えていただければと思います。

【伊藤漁業振興課長】大村湾のナマコ不漁対策

ということでご質問があったかと思います。

まず、漁獲量のおさらいからさせていただき

ますけれども、令和6年度の大村湾内の主要漁協

におけるナマコ漁獲量は10.2トンでございまし

た。これは、過去30年間で最低のレベルでござ

います。特に大村湾南部地域において、極端な

不漁となってございました。

これに対する対応なんですけれども、まず緊
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急的な資源添加対策ということで、県は関係漁

協や市・町と対策会議を開催いたしまして、緊

急的な資源の増加対策を実施しております。

5月までに、県・市・町・漁協を合わせて、ナ

マコの受精卵、これを7,340万個、それから同じ

くナマコの幼生を700万個、さらに親ナマコ約3

トンを放流しております。

また、環境改善対策といたしまして、3月まで

に大村湾中央部の約3万2,000ヘクタールの海底

耕うんを実施しております。

不漁原因対策につきましては特定できており

ませんが、夏場の高水温や貧酸素が影響したも

のと考えられていることから、大村湾内の水質

観測地点を3か所追加いたしまして31か所とす

るなど、観測体制を強化し、要因分析を今後進

めてまいりたいと考えております。

以上です。

【初手委員】ご説明ありがとうございます。い

ろんな形で早急に手だてをしていただいている

なというふうな印象を受けております。

ぜひ、今後もその推移を見ながら、いろんな

手だてを打っていただければというふうに思い

ますけれども、今年の年末等についても、極端

に成長するわけでもありませんし、今言われま

した親ナマコの放流もされているところであり

ますけれども、何とかこれが次につながるとい

うことが大変重要だと思いますので、よろしく

お願いしたいと思います。

2月の段階での話ですけれども、今6月になり

ますから、今後の取組等については、何かほか

に具体的な対応というのが、もしあれば教えて

いただきたいと思います。

【伊藤漁業振興課長】今後の対応ということで、

令和7年度の漁期に向けまして、まずは関係漁協

や市町との情報共有を密に行いまして、大村湾

のナマコ資源の維持回復に必要な取組を実施し

てまいりたいと考えております。

また、地元が行う放流の計画ですとか、そう

いうところはなかなか把握していませんけれど

も、海底耕うんなども、今年度も引き続き実施

してまいりたいと考えております。

以上です。

【初手委員】ありがとうございました。いろん

な手だてを打ってございますので、これからの

取組といいますか、ナマコ豊漁ができるように、

増えるように期待をしながら見守らせていただ

きたいと思います。

次に、先ほどもちょっと出ておりました海底

耕うん、藻場の関係ですけれども、藻場再生事

業の取組状況ということで、これも2月の委員会

において、藻場保全等に関する事業として、藻

場保全サイクル構築事業、または環境整備事業

等についての質問をさせていただいたところで

ございます。

今回は具体的な取組の内容についてお尋ねを

したいと思いますが、4月には本年度の取組とし

て、県内全域の藻場分布状況の調査を一部の地

域で実施されたと私は聞いておるんですけれど

も、この事業の内容や、一部の地域であります

けれども藻場の状況、今後の予定等についてお

尋ねをさせていただきたいと思います。

【岩永漁港漁場課企画監】まず、事業の内容で

すけれども、今年度、5年に1回の県下全域の藻

場の調査を実施するようになっております。そ

の調査を実施しまして、藻場の分布や、5年前の

推移とかを検討するとなっております。

また、それ以外に水産試験場や普及センター

などで、地域と一緒になって藻場の状況の把握

に努めておりまして、例えば大村湾の春の藻場

の状況は昨年と同等かそれ以上であり、特に大
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村湾北部では、藻場の繁茂状況は昨年よりよい

ことが分かっております。

以上でございます。

【初手委員】ありがとうございました。

藻場の再生というのは大変重要だと思います

けれども、もう一回、ちょっと理解できない面

があったかもしれませんけれども、藻場の分布

の調査につきましては、一部を今されてきたと。

もう大村湾全体の分についての分布調査という

のは委託して、ある程度のデータ、実情を把握

されたというふうに理解していいんでしょうか。

【岩永漁港漁場課企画監】すみません、説明不

足で申し訳ございませんでした。

4月から県内の方で行っているのですけれど

も、それは衛星写真を使って行っております。

そして、4月から大体6月ぐらいまでかけて衛星

写真で県内を撮って、それをまた9月までに取り

まとめる予定にしております。申し訳ございま

せんでした。

【初手委員】ありがとうございます。9月まで行

って、その後、取りまとめたということになる

ということです。

9月以降に今の藻場分布状況を把握され、分析

され、その対応策についてはその後検討され、

報告をされると理解をしてよろしいでしょうか。

【岩永漁港漁場課企画監】令和7年度中にまとめ

まして、その成果につきましては、関係する市

町とか漁協とかに情報共有したいと思っており

ます。

以上でございます。

【初手委員】ありがとうございました。

早急に藻場調査等も対応していただいており

まして、まずはその状況把握というのは大変重

要だと思いますので、10月以降の報告書等につ

いて関心を持ってお伺いをしたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

次、磯焼けの再生取組の例について少し触れ

させていただきたいと思います。

海藻が大幅に減少したり、生殖できずに磯焼

けが進んだ藻場に、今、小学生の学校の授業等

の位置づけになるかと思いますけれども、小学

生や、あるいは民間の少し専門的な知識をお持

ちの方の再生に向けた取組というのが、新聞等

でも紹介をされているというふうに思っており

ます。

子どもたちの取組につきましては学校の関係

がありますので、所管的にはどうかと思います

けれども、支援する団体が子どもたちの部分に

はありまして、海の自然を知り、そしてまた触

れ合う意味では大変有意義な活動ではないか、

取組ではないかというふうに思っております。

民間の方の取組も、県内に活動拠点を置いて

いただいており、藻場再生の新たな手法も発表

されるなど、大変心強く感じているところでご

ざいます。

地味ではありますけれども、長い視点で捉え

れば、海に囲まれた本県にとりましては貴重な

活動、あるいは貴重な人材の育成であるという

ふうに思いますけれども、この辺の動き、活動

等につきまして、県としてのご見解をお伺いし

たいと思います。

【岩永漁港漁場課企画監】ありがとうございま

す。委員がご質問されたのは、先日、藻が生え

るということの記事のことだと思うんですけれ

ども、そのことで、まずはよろしいでしょうか。

そのことにつきましては、報道されたことは

周知しておりまして、県としましてはどのよう

な方法なのか関心を持っているところですが、

現在特許出願中ということで、技術の詳細につ

いては明らかになっておりません。
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ただ、県としましては、こうした藻場回復の

ための新たな取組が増えることは喜ばしいこと

だと考えておりまして、今後、当該技術を含め

て新たな手法が藻場回復の取組に活用できない

か、注視してまいりたいと考えております。

そして、もう一点の小学校とかの水産教室等

とか、そういうことについてのご質問に対する

回答もよろしいでしょうか。

その分につきましては、県としましても、藻

場が魚の産卵や稚魚の育成にとって重要な役割

を果たすことを踏まえまして、その再生を通じ

て小学生に藻場の重要性を学んでもらうことは

非常に重要なことと認識しております。

実際、大村湾の喜々津小学校や伊木力小学校

では、国の漁場生産力水産多面的機能強化事業

を活用して、藻場の復元に関する学習会を開催

しておりますので、県もこれを支援していくこ

とでございます。

また、ご質問があった、新聞で掲載された中

村氏が、大村湾の小学校とかで水産教室をやら

れたということですけれども、その方につきま

しても、ご希望があれば連携の可能性について

検討したいと考えております。

以上でございます。

【初手委員】ありがとうございました。藻場対

策に対するお考えというのは、十分把握をさせ

ていただきました。

何回も申しますけれども、これは長い取組で

あり、世代を超えてつなげていくということが、

言わば大村湾を長く維持し自然を生かしていく

と、それがまた県の発展につながるという観点

からすれば大変重要だと思っておりますので、

ぜひ、今ご説明がありましたような考え方の具

体化に向けて取り組んでいただければと思いま

すので、重ねてよろしくお願いをいたしたいと

思います。

私どもも沿岸住民の1人として見守らせてい

ただきますし、いろんな形でその取組のPR等も

させていただければと思っておりますので、重

ねてよろしくお願いをいたしたいと思います。

それからあと一点、海底耕うんの関係でござ

いますけれども、海底耕うんにつきましては、

もう申すまでもなく低酸素状態の改善や、言わ

ば、大村湾でも赤潮が発生しますけれども、そ

の対策の一つにもなるというふうに理解をいた

しております。

先ほどの説明で、ナマコの不漁に関しては海

底耕うんを、日頃の、毎年多分7月か8月ぐらい

に実施されていると思うんですけど、ちょっと

別の時期に実施されるということで取り組まれ

ているようですけれども、海底耕うんの関係に

つきましては、調べてみましたら、平成18年か

ら22年頃にかけては県営事業として取り組まれ

たと。平成29年からは多目的事業で実施されて

いるというふうに把握をしております。

事業としては内容的には変わらないと思うん

ですけれども、必要に応じて、海底耕うんの面

積というのは大体もう、予算的なものも含めて

決まった広さの中で耕うん作業をされているん

でしょうか。ちょっとその辺についてお尋ねい

たします。

【岩永漁港漁場課企画監】委員おっしゃいます

ように、大村湾というのは中央部のところを、

大体面積的には3,432ヘクタールほどの耕うん

を、2月にやっております。また、その2月にや

っているというのは、通常だったらナマコとか

の漁が終わって、その時期から底質をよくしよ

うということで、その時期にやっております。

もう一つの面積的なものですけれども、面積

的なものは、その事業自体は大村湾内の各市、
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または漁協の活動組織の方等にやっていただき

まして、その人たちが協力できる最大限の船で

効果を発揮できるような面積となっております。

以上でございます。

【初手委員】ありがとうございました。海底耕

うんにつきましては、今ご説明があったとおり

だというふうに思っております。

有効的な取組の一つとして、やはり大変重要

だと思いますので、これからも、ナマコの対応

も含めながら柔軟に、当然予算が伴うものです

ので強引にはできないと思いますけれども、ぜ

ひ積極的に取り組んでいただいて、大村湾の再

生、あるいは漁獲量の増加に努めていただけれ

ばと思いますので、重ねて強くお願いを申し上

げまして、質問を終わらせていただきたいと思

います。

以上、終わります。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【石本委員】1点確認です。先ほど言えばよかっ

たんですけれども、赤潮対策の関係で、特に伊

万里湾は、これまでご承知のとおり、どうして

も佐賀県側からの発生の要因が大きいという話

がずっとあっているんですが、これも、伊万里

湾も広いわけですけれども、佐賀県とのそうい

った赤潮の防止対策についての動きについて、

しっかりと対応していただきたいと思っている

のですけど、そこら辺の現状をちょっと確認さ

せてください。

【門村水産加工流通課企画監】伊万里湾の赤潮

対策に関する佐賀県との連携ということについ

てお答えをさせていただきます。

私が今承知しております範囲ですけれども、

水産試験場が佐賀県と連携をしまして、先ほど、

産地で養殖業者による自主監視、6月からと申し

上げましたが、それより早く4月から、佐賀県と

の連携で、伊万里湾の中での初期発生海域を中

心に、両水試で連携した監視を行っております。

それ以降も、当然赤潮被害を防ぐという意味

では佐賀県側も同じ姿勢でございますので、伊

万里湾での赤潮の発生状況、それから拡大予測

であったり、必要な場面で佐賀県との連携は行

っているところでございます。

【石本委員】そこにつきましても、予算的な面

もあろうかと思いますが、長崎県だけの予算で

足らないところはぜひとも佐賀県も一緒になっ

て、予算的な対応も要望をしていただきたいと

強く要望して、終わります。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【白川副委員長】それでは、ちょっと幾つか質

問させていただきたいんですけれども、まず、

部長説明議案外の2ページ目のところに、令和5

年度の漁業産出額の方が記載をされております。

こちらについては、昨年比11.7％増加という

ことで大変好調かと思っておりまして、特に海

面漁業と養殖業、それぞれ記載がありますけれ

ども、養殖業が特に16％の伸びということで、

非常に伸びていると記載がございますけれども、

近年この養殖業、特に海外への輸出につきまし

ては養殖が非常に重視されているということで、

どこでつくられた魚なのか、安心・安全の点も

含めて、海外では養殖が主流となってきている。

SDGsの観点からも、海の環境についても海外で

は養殖を好まれるというふうな傾向だというこ

ともお伺いをしております。

ですので、本県における養殖業と海面漁業の

今後の展望といいますか、推移についてお伺い

したいと思います。

【門村水産加工流通課企画監】副委員長今ご指

摘のとおり、令和5年の海面養殖業の産出額は大

きく伸びております。
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その主な要因としましては、本日、真珠のと

ころでも答弁しましたけれども、非常に真珠の

単価が高かったというところ、真珠だけで申し

上げますと120億円で、ここの伸びが非常に大き

く影響しております。

それ以外に輸出と関連するところでは、韓国

向けに活魚の養殖ブリ、これが非常に近年伸び

ております。

これは全国的な背景で申しますと、鹿児島県

であったり、それから四国であったり、長崎県

以外に大きな養殖ブリの産地がございますけれ

ども、やはり高水温化がだんだん進んでいると

いうことで、あまりにも水温が高過ぎるために

餌を十分にやれないだとか、成長が悪くなって

いるというような状況がございまして、そうい

った面で、より海外で好まれる大型のブリとい

うのが、長崎県に需要が集まっているという状

況がございます。

今後、輸出をさらに伸ばしていくために、養

殖魚というのは非常に重要なアイテムだと県と

しても考えておりまして、そういった海外の需

要に応えるための生産拡大、生産効率向上であ

ったり漁場の再編というところに力を入れて、

さらに伸ばしていきたいというふうに考えてお

ります。

【白川副委員長】ありがとうございます。真珠

が好調ということと、ブリの関係をお答えいた

だいたかと思います。

養殖、非常に好調ということで非常によいと

思いますけれども、また推し魚ですね、先ほど

来からお話があっておりますけれども、こちら

も養殖クロマグロということで、最初、推し魚

というと天然になるのかなというふうにちょっ

と期待もしていたんですけれども、そういった

声も市民の方からも少しいただいているので、

この養殖と海面漁業のバランスというのをちょ

っとお伺いしたところなんですが、漁村を回っ

ていると、やはりこういった漁業を営む方たち

においては、産出額が非常に上がっているとい

うことですけれども、魚が獲れないという声で

すとか、魚価が低迷しているとか、また漁に出

ていくための燃料費が非常に高騰しているとい

うこと、または後継者が不足しているというよ

うなお困り事をたくさん聞くわけですね。

ですので、この産出額の伸びと漁業の方々の

生活維持というものに関する関連性をお聞かせ

いただければと思います。

【松尾水産経営課長】今ご質問いただきました、

統計の数字と、それぞれの浜での感覚といいま

すか、そこのギャップという話かと思うんです

けれども、今ご説明させていただいたとおり、

やはり県全体としましては、生産量ですとか生

産額ですとかいうところは、令和3年以降やはり

増加傾向になってきているという状況でござい

ますけれども、やはり漁業種類ですとか、その

規模ですとか、魚種ですとかいうところで、や

はり年ごとにばらつきだとか変動があるという

ところは、現状としてございます。

そういった中で、県としてはそういった地域

ごとですとか魚種ごとのやはり動きを、しっか

りと漁業者の皆さん方からのお話をお聞きしな

がら、そこにどう、いいところはどんどん伸ば

していく、やはりよくなかったところはどうし

て改善していこうかというところの視点から、

非常に水産業の発展に向けての取組を進めてい

かないといけないと考えておりますし、今回、

次期の総合計画の骨子の方もお示しをさせてい

ただいておりますけれども、その中にも資源の

管理ですとか漁場ですとか、あと経営体をしっ

かりと強化していく、さらには養殖業の成長産
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業化をしていくという、いろいろ項目を盛り込

んでおりますので、そういった視点で、水産振

興に向けた施策を展開してまいりたいと考えて

おります。

【白川副委員長】ありがとうございます。

様々な魚種ですとか経営体の違いによって、

様々な生活面での声を聞くというところがあっ

て、恐らく私は家族経営とか小さな漁業の経営

体の方のお話を聞いたのかなと思いますけれど

も、やはりそういった方たちもしっかりと持続

可能な漁業を営むことができるように支援をし

ていただきたいなというふうに思っております

けれども、先程来から人材育成の面で、大倉委

員からも鶴洋高校のお話がありましたけれども、

人づくりも非常に大切かと思っております。

そういった高校生、若い方たちが漁業に参入

していくということも非常に重要ですけれども、

あとは、例えば漁業を途中で、高校生からでは

なくて転職をして漁業に取り組みたいという

方々の教育体制についてはどうなっているか、

教えてください。

【松尾水産経営課長】人づくりについてです。

私たちが主に対応していますのは、漁業と漁

村を支える人づくり事業というものがございま

して、約1億円の予算をいただいています。

その中でメインとなるのが、就業前に技術を

習得してもらうために研修をしていくというこ

とを主にやっていまして、大体予算の8割を占め

るぐらいの規模で取り組んでいます。

そういう中で、例年、令和6年度でいいますと

66名の方が研修を受けていただいているという

ことで、非常にこの数も最近安定して、60台を

ずっとキープしていますので、こういったもの

を中心に、人づくり、まずは就業者確保につな

げていきたいというふうに考えているところで

す。

あとは、実は着業後にやっぱり離脱される方

もおり、定着率と私たちは言いますけれども、

5年後に7割だとか8割とかで、やっぱり脱落され

る方がいらっしゃいますので、その方向けに、

例えば今まで一本釣りから経営を開始したが、

やっぱり経営が厳しいので別の漁業に取り組み

たいという方には、そういったものにチャレン

ジするような補助メニューも研修メニューもつ

くっていますので、そういったことを組み合わ

せながらやっていきたいと思います。

脱落率は、大体2から3割が落ちていくという

形になっていますので、そういった方たちを何

とかつなぎ止めるようなことを取り組んでいる

ところです。

以上です。

【白川副委員長】ありがとうございます。人づ

くりの事業として1億円確保いただいて、66名の

方が受講され、定着率が7割程度ということで、

途中脱落される方については新たな漁法なども

また教えていただいているということですけれ

ども、受講される方の年齢層とかはお分かりに

なりますか。

【松尾水産経営課長】詳しく手元にその数字は

持っていませんけれども、最近の令和6年度に調

べました新規就業者で言いますと、比較的20代、

30代の人たちが多く入っているという傾向があ

ります。

あとは、特に大きなまき網だとか定置網だと

か、そういった雇用型に入っているということ

で、ちょっと私たち想定外ですけど、若い人が

結構入ってきていただいていると。

もう一つのトレンドとしましては、結構地元

の方が残る傾向が出てきているということで、

比較的そういった地元志向というのが強まって
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いるかなというふうに思っています。

以上でございます。

【白川副委員長】ありがとうございます。

20代、30代の若い方たちが参入をいただいて

いるということで大変すばらしいなと思います

し、長く続けていただけるように、しっかり稼

げる漁業をつくっていただきたいとお願いいた

します。

あと一つ、確認というか私があまり知らない

ことがあるんですけれども、資源管理について、

クロマグロの件が書いてありますけれども、長

崎県においてのこのパーセンテージと書いてあ

りますが、最後の方に、国の仲介により他県か

らの融通などが必要な措置を行いましたという

ことですけれども、これの仕組み、どういった

ものなのか教えてください。

【村瀬漁業振興課企画監】融通についてのご質

問だと思うのですけれども、クロマグロにつき

ましては、県内で管理しているアジ・サバ・イ

ワシとかではなくて、国際的な管理に基づいて

厳しく管理しております。

具体的に申しますと、各都道府県に対しまし

て、また大臣管理に対しまして、きっちり大型・

小型枠が与えられています。そういった中で、

クロマグロという魚は、やはり地理的・季節的

に来遊が偏ったりしてきます。

具体的に言いますと、きちっと管理している

中で、枠がある中で、今年はある県においては

小型魚が少なかった、ある県においては小型魚

が多かったといった場合、やはり小型魚が余っ

ているところから足りないところに譲ってあげ

るとか、そういう管理をすることによって、各

管理の円滑な運用とか、あと有効利用というも

のが図られていくという、そういうシステムに

なります。

国からも仲介があって、我が県、そういった

利用をさせてもらっているんですけれども、昨

年3度ほど、そういった他県との仲介をさせてい

ただいていたところでございます。

【清川委員長】ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

水産関係の審査結果について整理したいと思い

ます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５５分 休憩 ―

― 午前１１時５５分 再開 ―

【清川委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。

明日は午前10時から委員会を再開し、農林部

関係の審査を行います。

本日はこれをもって散会いたします。お疲れ

さまでした。

― 午前１１時５５分 散会 ―
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年７月１日

自  午前 ９時５８分

至  午後 ２時４０分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

清川 久義 委 員 長

白川 鮎美 副 委 員 長

ごうまなみ 委 員

大場 博文 〃

宮本 法広 〃

石本 政弘 〃

饗庭 敦子 〃

山下 博史 〃

千住 良治 〃

初手 安幸 〃

大倉  聡 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

渋谷 隆秀 農 林 部 長

髙石 洋行
農林 部政策 監
（農村整備事業・
諫早湾干拓担当）

苑田 弘継 農 林 部 次 長

原田 幸勝 農 林 部 次 長

峰松 妙佳 農 政 課 長

清水 一也 農業イノベーション推進室長

髙橋  哲 団体検査指導室長

三溝 孝司 農山村振興課長

村上慎一郎 農業 経営課 長

山下 裕樹 農産 園芸課 長

坪内 良平 農産加工流通課長

森  修蔵 畜 産 課 長

吉田 好広 農村 整備課 長

安達 有生 諫早湾干拓課長

松尾 尚洋 林 政 課 長

松尾 哲也 森林 整備室 長

長門  潤 農林技術開発センター所長

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５８分 開会 ―

【清川委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

これより、農林部関係の審査を行います。

【清川分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。

農林部長より、予算議案及び報告議案の説明

を求めます。

【渋谷農林部長】おはようございます。

農林部関係の議案等について、ご説明いたし

ます。

予算決算委員会、農水経済分科会関係議案説

明資料の農林部の2ページ及び同資料の追加1の

2ページを併せてご覧ください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第68号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、第86号議案「令和

7年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」のう

ち関係部分、報告第1号、知事専決事項報告「令

和6年度長崎県一般会計補正予算（第10号）」の
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うち関係部分、報告第3号、知事専決事項報告「令

和6年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算

（第2号）」、報告第4号、知事専決事項「令和

6年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第

2号）」、報告第5号、知事専決事項報告「令和

6年度長崎県県営林特別会計補正予算（第3号）」

であります。

初めに、予算決算委員会農水経済分科会関係

議案説明資料の2ページの第68号議案「令和7年

度長崎県一般会計補正予算（第2号）」のうち関

係部分につきましては、歳入予算は、国庫支出

金3,400万円の増、歳出予算は、畜産業費3,400

万円の増となっております。

この補正予算の内容について、ご説明いたし

ます。

3ページをお開きください。

飼料対策について。

これまで未利用となっていた牛肉骨粉を、鶏・

豚用飼料原料として有効活用するため、レンダ

リング事業者が取り組む高品質な牛肉骨粉の製

造設備の導入支援に要する経費として、飼料対

策費3,400万円の増を計上いたしております。

次に、予算決算委員会、農水経済分科会関係

議案説明資料追加1の2ページをご覧ください。

第86号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予

算（第3号）」のうち関係部分について、ご説明

いたします。

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

を活用した物価高騰対策について、必要な予算

を追加しようとするものであります。

歳出予算について、合計で775万8,000円の増

を計上いたしております。この補正予算の内容

について、ご説明いたします。

農業水利施設における電気料金高騰への対策

について。

電気料金の高騰による影響を緩和するため、

土地改良区が管理する国営・県営土地改良事業

で造成された農業水利施設の電気料金高騰分の

一部を支援するための経費として、農業水利施

設電気料金高騰対策支援事業費775万8,000円の

増を計上いたしております。

なお、この補正予算2件につきましては、後ほ

ど関係課長から補足説明をさせていただきます。

予算決算委員会、農水経済分科会関係議案説

明資料の3ページ中段にお戻りください。

次に、さきの2月定例会の予算決算委員会にお

いて専決処分により措置することについて、あ

らかじめご了承いただき、令和7年3月31日付を

もって専決処分をさせていただきました令和6

年度予算の補正につきまして、関係部分の概要

をご説明いたします。

初めに、報告第1号、知事専決事項報告「令和

6年度長崎県一般会計補正予算（第10号）」のう

ち関係部分につきましては、歳入面で国庫支出

金等が確定したこと、及び歳出面で、年間執行

額が確定したことなどに伴うものであり、歳入

予算は合計で1億4,882万円の増、歳出予算は合

計で10億6,292万6,000円の減となっております。

4ページの中段をご覧ください。

次に、報告第3号、知事専決事項報告「令和6

年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第

2号）」につきましては、事業の決定に伴うもの

であり、歳入歳出それぞれ65万円を減額いたし

ております。

次に、報告第4号、知事専決事項報告「令和6

年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第

2号）」につきましては、事業の決定に伴うもの

であり、歳入歳出それぞれ42万2,000円を減額い

たしております。

5ページをご覧ください。
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次に、報告第5号、知事専決事項報告「令和6

年度長崎県県営林特別会計補正予算（第3号）」

につきましては、事業の決定に伴うものであり、

歳入歳出それぞれ2,634万6,000円を減額いたし

ております。

次に、「令和6年度長崎県一般会計歳出予算繰

越明許費繰越計算書報告」の関係部分、また、

「令和6年度長崎県一般会計歳出予算事故繰越

繰越計算書報告」の関係部分、及び6ページの「令

和6年度長崎県県営林特別会計歳出予算繰越明

許費繰越計算書報告」につきましては、それぞ

れ記載のとおりであり、後ほど関係課長から補

足説明をさせていただきます。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

いたします。

【清川分科会長】次に、畜産課長より補足説明

を求めます。

【森畜産課長】畜産関係の事業につきまして、

補足の説明をさせていただきます。

説明資料、予算決算委員会、農水経済分科会

補足説明資料農林部の2ページをご覧ください。

今回、畜産課の補正予算としまして計上して

おりますのは1件で、3,400万円を計上しており

ます。

3ページをご覧ください。

未利用ビーフミール飼料化促進事業につきま

しては、平成13年に国内でBSE、家畜の伝染病で

すけれども、BSEが発生して以降、法の下で飼料

利用が制限されていたビーフミール、牛肉骨粉

のことでございます。ビーフミールが国内の安

全性評価を経て、昨年10月に鶏・豚用の飼料利

用として再開されることになりました。未利用

だったビーフビールを飼料原料として有効活用

するため、県内のレンダリング施設における製

造機械の導入を支援するもので、全額国庫の

3,400万円を計上しております。

畜産関係部分は以上でございます。よろしく

ご審議賜りますようお願いします。

【清川分科会長】次に、農村整備課長より補足

説明を求めます。

【吉田農村整備課長】農村整備課の補正予算に

つきまして、補足説明をさせていただきます。

補足説明資料、第86号議案「令和7年度長崎県

一般会計補正予算（第3号）」のうち関係部分の

2ページをご覧ください。

農業水利施設電気料金高騰対策支援事業費と

して、775万8,000円を計上しております。

事業の具体的な内容につきましては、資料の

3ページをご覧ください。

本事業は、令和4年度からの継続となりますが、

電気料金高騰の影響を受ける中で、農業者で組

織される土地改良区の負担軽減を図るため、国

営・県営土地改良事業で造成され、土地改良区

が管理する農業水利施設の電気料金高騰分の一

部を支援するものでございます。

右側に、令和3年度と令和7年度の電気料金高

騰のイメージ図を記載をしておりますが、県と

いたしましては、電気料金高騰前の令和3年度か

ら令和7年度の電気料金上昇分に対し、3分の1以

内で支援を行うこととしております。

また、事務手続につきましては、右側下段に

記載のとおり、これまでと同様、県から長崎県

土地改良事業団体連合会を経由し、各土地改良

区に補助金を交付するという流れで実施するこ

ととしております。

なお、予算額の内訳につきましては、左側に

記載のとおり、1、電気料金高騰分の一部支援と

して725万8,000円、2、事務費といたしまして、

土地改良事業団体連合会が行う振込手数料など
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の50万円を計上しております。

県としましては、本事業を実施することで、

電気料金高騰の影響を緩和し、農業水利施設を

管理する土地改良区の負担を軽減できるよう、

しっかりと支援してまいりたいと考えておりま

す。

以上で補足説明を終わります。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。

【清川分科会長】次に、農政課長より補足説明

を求めます。

【峰松農政課長】おはようございます。

農林部関係の繰越額について、ご説明をいた

します。

予算決算委員会、農水経済分科会補足説明資

料、繰越事業利用別調書の2ページをご覧くださ

い。

繰越額につきましては、令和6年9月の定例会、

11月の定例会、令和7年2月の定例会においてご

承認をいただいたところですが、その後の事業

の進捗に伴い、繰越額が確定したことから、改

めて説明をさせていただきます。

まず、説明資料2ページ、繰越事業利用別調書

の実繰越しの表、下段の計の欄をご覧ください。

農林部、令和6年度から令和7年度への繰越額

の合計は545件、131億3,241万円でございます。

そのうち、経済対策分が98件、84億6,210万1,000

円、災害復旧分が349件、7億8,131万5,000円で

あり、金額で見ますと、経済対策分が全体の

64.4％、災害復旧分が全体の5.9％を占めており

ます。

また、繰越理由の主なものでございますが、

同じ表の左側の列をご覧ください。

理由の主なものといたしましては、①事業決

定の遅れによるものが最も多く、454件、102億

2,280万3,000円となっており、件数で全体の

83.3％、金額で77.8％を占めており、次に、②

計画、設計及び工法の変更による遅れによるも

のが多く、34件、14億9,510万8,000円となって

おります。

そのほか、地元との調整に日時を要したもの

や、その他によるものは記載のとおりでござい

ます。

また、区ごとの繰越額の内訳につきましては、

中段の表のとおりでございます。

なお、これらの繰越理由別に区分された事業

のうち、主なものにつきましては、8ページから

11ページまでに記載しておりますので、後もっ

てご覧いただきたいと思います。

同じページの下の囲み部分をご覧ください。

前年度の繰越額と比較いたしますと、件数で

23件、金額で25億1,350万6,000円の増となって

おります。

その内訳といたしましては、経済対策分で件

数が15件、金額が18億2,226万7,000円の増、災

害復旧費では件数が11件の増、金額が3,601万

7,000円の減、そのほか、経済対策分と災害復旧

費分以外で件数が3件の減少、金額で7億2,725万

6,000円の増となっております。

3ページをご覧ください。

昨年度の定例会において、繰越しのご承認を

いただいた繰越額及び課ごとの内訳を記載して

おります。

4ページから6ページには、事業ごとに実繰越

しの件数及び金額を記載しております。

次に、事故繰越についてご説明いたします。

恐れ入りますが、資料2ページにお戻りくださ

い。

上段の繰越理由別の表の左側、事故繰越の欄

をご覧ください。

こちらは、令和5年度から令和6年度へ繰り越
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した予算につきまして、令和6年度中の完了が間

に合わなかったことから、やむを得ず令和7年度

へ繰り越すものでございます。

農林部の事故繰越額の合計は14件、5億6,633

万5,000円でございます。また、繰越理由といた

しましては、②計画設計及び工法の変更による

遅れが3件、3億470万円、③地元との調整に日時

を要したものが4件、1億2,912万1,000円、⑤そ

の他が7件、1億3,251万4,000円となっておりま

す。

なお、7ページに各事業の事故繰越の理由を記

載しておりますが、今回、事故繰越額が増加し

た主な要因といたしましては、災害復旧工事に

おいて、入札不調等により着工が遅れたことな

どによるものでございます。

なお、事故繰越となりました事業につきまし

ては、全て福岡財務支局とは協議済みであり、

事故繰越の承認をいただいております。

今後は、残り事業の早期完了に向けて、最大

限努力してまいります。

以上で説明を終わります。

【清川分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び報告議案に対する質

疑を行います。

質疑はありませんか。

【ごう委員】おはようございます。

私より、1点だけ確認をさせてください。

今回の新規事業の未利用ビーフミール飼料化

促進事業費について、お尋ねをさせていただき

たいと思います。

先ほど、概要の説明もございましたけれども、

改めまして、今回この新規としてこの事業に取

り組む背景と、事業の趣旨について、もう少し

詳しくご説明をいただきたいと思います。

【森畜産課長】先ほど説明させていただきまし

たが、平成13年に国内でBSEという病気が発生し

ました。これは、牛がふらふらする病気なんで

すが、この発生以降ですね、感染拡大を目的に

それまでは使っていた牛の可食部である、肉と

かを、取り除いた後の骨とか、そういうものを

骨粉として、飼料原料として採用していたんで

すが、感染拡大防止を図るために、飼料用とし

ては制限をされて、もう使えなくなってきてい

ました。それがその後、安全性評価とかを継続

して確認してきた結果ですね、昨年10月、令和

6年10月から、豚用と鶏用の家畜飼料として使用

が可能となったということで、これを使ってで

すね、今回の取組で高たんぱくな飼料原料とし

て、県内で確保できる仕組みを構築しようとい

うもので取り組むものでございます。

【ごう委員】ありがとうございます。

令和6年10月、昨年10月から利用が再開をされ

たということで、この新規の取組になるという

ことが分かりました。

実際のところ、長崎県内にこのビーフミール

を製造する事業者というものが何か所あって、

そして年間でどれくらいの製造量があるのかと

いうのをお聞かせください。

【森畜産課長】長崎県内にですね、レンダリン

グ業者、そういう家畜の骨とか、そういうとこ

ろを扱って、処理する施設ですけれども、県内

に2か所あります。全国的には、非常に長崎県は

施設が多い県かなというふうに思っております

が、令和6年度、ビーフビールの製造実績として

は、4,267トンがビーフミールとして製造された

実績となっております。

【ごう委員】県内で2か所の施設があるというこ

とでした。今回、この事業で、これまでは利用

できないから、全部焼却されていたわけですよ

ね。これを今後、その飼料として、鶏とか豚の
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飼料の原料として製造するために、機械を導入

する支援を行うという事業だと思いますけれど

も、この該当する2か所のレンダリングの施設で、

機械を導入後に、年間にどれくらいの量の高品

質な飼料、ビーフミールが製造されるのか、そ

こをお聞かせください。

【森畜産課長】先ほど、県内で6年度に製造され

るビーフミールが4,200トンということで説明

させてもらいましたが、今回の取組で、1,400ト

ン、年間に牛肉骨粉、良質な肉骨粉を製造する

計画というふうに考えております。

以上です。

【ごう委員】年間で1,400トンが製造されるとい

うことですね。

今回のこの取組で製造されたビーフミールが

利用されることによって、これ、効果ですね。

どれくらいの効果が期待されるのかということ

を、具体的に算出されているのであれば、お聞

かせいただきたいと思います。

【森畜産課長】先ほどから説明しておりますが、

これまでの肉骨粉につきましては、焼却処分し

かできなかった、飼料利用としてはできなかっ

たということで、その段階に至るまでのそのビ

ーフミ―ルの製造コストというのが、大体3万

5,000円ぐらい、トン当たりかかっていると試算

しております。

それと同じ、貴重な高たんぱく質な原料とな

り得るものなんですが、今まで焼却していたの

が。それが、その代替に使っております輸入原

料の、輸入飼料の大豆かすがですね、同等の栄

養価を持っている大豆かすが、輸入飼料の場合

だと、大体1トン当たり8万6,000円ぐらいかかる

計算、飼料になっていますが、3万5,000円で処

分して作ったものを、8万6,000円の輸入原料と

置き換えますと、5万円分の差額が出てきますの

で、先ほどの1,400トン製造される肉骨粉と、5

万円で計算しますと、仮の計算ですけれども、

7,000万程度の経済効果は出るものというふう

に見込んでおります。

【ごう委員】はい、ありがとうございます。

これまで、本当にそうやってお金をかけて焼

却していたものが、焼却していて、海外から高

い物を輸入していたものが、それで差額が5万円

ということで、年間7,000万円の効果が見込まれ

るということは非常に大きいと思いますので、

ぜひこの事業はしっかりと支援をしていただい

て、そして今後も多分、長期でいろいろとまた

課題も出てくると思いますし、またそのメンテ

ナンス等々もあると思うんですが、その先のこ

とまでしっかりと考えた支援というものを、県

として行っていただきますようお願い申し上げ

て、質問を終わりたいと思います。

【清川分科会長】ほかに質疑はありませんか。

【饗庭委員】おはようございます。

私も何点か、ご質問させていただきたいと思

います。

知事専決事項報告の横長資料の中からお伺い

したいと思います。

12ページの歳入の部分で、物品売払収入があ

るんですけれども、この農業大学の実習に関わ

る物品ということで、生産物も含めて2か所掲載

してあります。毎年同じぐらい物品売払収入が

あるかと思うんですけれども、その場合、最初

から予算化していた方が、歳出の方につなげら

れるのではないかと思いますので、その点も含

めて、今、増額した理由を教えてください。

【村上農業経営課長】委員ご指摘の物品売払収

入の内容ですけれども、まず物品につきまして

は、農業大学校で生産されている子牛ですとか、

あと肉用牛の肥育牛、これがおよそ8か月以上飼
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養した場合については、物品としての売払いの

扱いになっております。また、それ以外の生産

物につきましては、野菜ですとか、果物とか、

花、こういったものを生産物の売払い収入とい

う形で、2つ分けて計上しているところでござい

ます。

予算の計上の、当初予算の考え方としまして

は、着実に販売価格が見込まれる予算額という

ところを当初予算として計上させていただいて

おります。当然、肉牛の飼養等をやっていく中

で事故等のリスクもございますので、そこにつ

きましては、毎年ですね、例年6月の専決事項補

正におきまして、最終的な精査をさせていただ

いているという状況でございます。

以上でございます。

【饗庭委員】分かりました。

なるべく最初に予算を計上しておいて、多く

使えた方がいいかなと思いましたので、できる

限りの範囲で見込める分を上げていただければ

と思います。

次に、40ページの鳥獣保護費のところでお伺

いします。

今回減額されているんですけれども、今、野

生鳥獣でイノシシとか、私の地元もですけれど

も、野生が増えてて、非常に駆除するというか、

野生の対策が非常に大変だという中で、減額さ

れてるんですけれども、そういうところにもっ

と事業費をかけた方がいいんじゃないかと思い

ますが、その減額した理由をお伺いします。

【三溝農山村振興課長】ご質問の野生鳥獣、ま

ず一番大きい野生鳥獣管理事業費の事業概要で

ございますが、ニホンジカの生息状況を調査す

るとともに、イノシシ、鹿の捕獲体制強化に向

けた技術研修を行う事業でございます。

今回、この野生鳥獣管理事業のですね、減額

のところですが、303万円を減額しております。

内訳の主なものとして、長崎市及び県北地域

を対象としたニホンジカ生息状況調査委託事業

の入札減が105万7,000円、それと、認定鳥獣捕

獲等事業者の育成やイノシシ捕獲技術等研修の

委託業務の実績減による85万6,000円の減が主

なものとなっております。

以上でございます。

【饗庭委員】金額の内容は分かったんですけれ

ども、やはり非常に駆除する方も高齢化して、

いろんな形で補助費を含めてですね、駆除をし

ていただきたいなと思うんですが、実態として、

そのニホンジカとかイノシシの、何です、この

年度での増加の数が分かれば、教えてください。

【三溝農山村振興課長】ご質問の野生鳥獣の被

害につきましては、令和5年度の野生鳥獣の被害

額が約2億1,700万円となっておりまして、ピー

クだった平成16年の8億2,200万円と比較いたし

ますと、3割以下となっております。しかしなが

ら、昨年と比較すると、約4,400万円の増加とな

っております。

また、イノシシにつきましても、約1億5,200

万円と、ピークだったときの平成16年の4億

5,000万円と比べると、これも3割程度になって

おりますが、昨年と比較すると5,200万円となっ

ております。

以上でございます。

【饗庭委員】はい、分かりました。

なかなかこの被害がですね、何ですかね、拡

大して、農業者とかが非常に困っている状況で、

県からも、もっともっと支援をしてほしいとい

うような声もあり、個別にはですね、ご相談さ

せていただいているところですけれども、県と

しても対策に取り組んでいただきたいと思いま

す。
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最後に、74ページの自然災害防止費で、これ

大きく減額されているんですけれども、災害が

起こらなかったのかなと思いますけれども、そ

の減額の理由を教えてください。

【松尾森林整備室長】ご質問がありました県営

自然災害防止事業について、ご説明いたします。

国の補助事業の対象とならない人家5戸以上、

国は10戸以上になりますけれども、の小規模な

山腹崩壊や地滑りなどにより発生した災害につ

きまして、県が対策を行う事業でありまして、

過去5年間の実績の平均に基づき、当初予算を見

込んでおりますが、令和6年度は小規模な災害が

見込みよりも少なかったことから減額をいたし

ております。

以上でございます。

【清川分科会長】ほかに質疑はありませんか。

【千住委員】私の方から、先ほど、ごう委員か

ら質問がありました未利用のビーフミール飼料

について、ちょっとご質問したいと思いますが、

先ほどですね、効果が7,000万円ほど出ると、今

回の件でですね、あったんですが、最終的に商

品化していって、製品化してですね、これ出荷、

各養豚施設、あるいは養鶏場とかに行くと思う

んですけども、その製品になったときに、どれ

ほどその商品の値段が下がって、実際の経営さ

れている方に対しては、どれほどの減額になる

のかと、最終的にですね、あと沖縄等では結構

早くから、先進してやられているようなお話も

聞いたんですが、その辺りでの実績の変化とか

いったところが、もし分かっていれば、ちょっ

と教えてください。

【森畜産課長】ありがとうございます。

沖縄の件は、ちょっとすいません、分からな

いんですが、豚用・鶏用としての飼料利用が始

まったのが、昨年の10月から解禁ということに

なっていますので、それ、沖縄県であってもそ

れ以降しか、多分使えてないとは思ってるんで

すけども、先ほど効果として7,000万円というこ

とで説明させていただきましたが、幸いですね、

長崎県内にはくみあい飼料という、県内に製造

会社があって、そことの連携を、今回の構築の

中で打合せができたということで、事業申請に

つながってきてるんですけど、それで今さっき

1,400トンをですね、飼料利用として、豚用、鶏

用として、仮試算なんですが、トン当たり1,000

円程度の値下がりが、今後また商品化していく

中で、価格というのは幾らに設定されていくか

というのは、まだ現時点では、はっきりしませ

んけれども、1,000円程度の、先ほども輸入飼料

を利用してるときよりも、1,000円程度のコスト

縮減が図れればと思っております。

それでいきますと、豚用・鶏用で、大体年間

100万円から200万円前後ぐらいの農家さんごと

に、全て供給できるわけじゃありませんけども、

試算の中ではそれぐらいの飼料費の低減につな

がらないかなと試算しております。

【千住委員】ありがとうございます。

ちょっと私、よく知らないとこもあるんです

けども、実際、輸入飼料もかなり高騰してきた

ということで、例えば今回、実際それぞれ100万

円ほどかからなくなるといったところに対しま

して、実際その、今、輸入飼料がかなり上がっ

てきている。どれぐらいの段階まで落とせると

言いますか、輸入飼料が上がり始めてですね、

きている中で、どこまで落とせるのかといった

ところを、ちょっとご説明いただけたらと思い

ますけれども。

【森畜産課長】先ほどお話ししました、県内の

飼料製造工場ですが、年間7万トンぐらい製造し

ている製造くみあい、餌の飼料工場ですが、そ
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こで1,400トンが使われていってということで

試算したときに、トン当たり1,000円程度のとい

うことで、こうして図れんかなというふうに見

ていますので。ただ、今からまだ取り組んでい

く中で、飼料工場の方もその原料として使って

いく中で、コストをどのぐらいかけて製造でき

るかというのは、今後また商品化する中で、価

格というのは設定されてくるので、私の方で設

定はできませんが、輸入飼料に頼っている状況

からしたら、確実に地元で供給できる、また、

栄養価としても価値のあるものを飼料利用でき

るというところで、生産農家のためには、コス

ト縮減につながる取組だということで、今回支

援していきたいというふうに考えているところ

でございます。

【清川分科会長】ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって、討論を終了いたします。

予算議案及び報告議案に対する質疑・討論が

終了しましたので、採決を行います。

第68号議案のうち関係部分、及び第86号議案

のうち関係部分、報告第1号のうち関係部分 及

び報告第3号乃至報告第5号は、原案のとおり、

可決・承認することに、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【清川分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び報告議案は、原案のと

おり、それぞれ可決・承認すべきものと決定さ

れました。

【清川委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

農林部においては、今回委員会付託議案がな

いことから、所管事項についての説明を受けた

後、提出資料についての説明を受け、陳情審査、

議案外所管事務一般についての質問を行うこと

といたします。

それでは、農林部長より所管事項の説明を求

めます。

【渋谷農林部長】農林部関係の議案外の主な所

管事項について、ご説明いたします。

農水経済委員会関係説明資料農林部及び同資

料の追加1を併せてご覧ください。

今回ご報告いたしますのは、次期ながさき農

林業・農山村活性化計画（仮称）の策定につい

て、新規就農者の確保について、農業分野にお

ける特定技能外国人材の受入れについて、林産

物輸出の取組について、長崎・食の賑わい創出

プロジェクトの進捗について、長崎ばれいしょ

販売促進イベントの開催について、長崎県農業

農村整備事業推進大会について、有明海再生の

取組における諫早湾干拓排水門へのフラップゲ

ート設置について、「長崎県行財政運営プラン

2025～挑戦する組織への変革とデジタル改革～」

に基づく取組について、新たな総合計画の策定

についてであります。

まず、農水経済委員会関係説明資料追加1の2

ページ目の上段をご覧ください。

「次期ながさき農林業・農山村活性化計画（仮

称）の策定について」でございます。

令和3年に策定した本県農林業の振興方針で

ある「第3期ながさき農林業・農山村活性化計画」

については、令和7年度をもって終期を迎えるこ

とから、令和8年度からの本県農林業・農山村の

目指す姿と方向性を示す次期計画の検討を進め
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ております。

次期計画においては、10年後（令和17年）の

本県の農林業･農山村が目指す姿を描きながら、

今後5年間の施策の方向性を示した令和8年度か

ら令和12年度までの5か年計画とし、策定に当た

っては、農林業者をはじめ関係機関・団体、消

費者、学識経験者、公募委員等から成る策定委

員会を設置するとともに、県下7地区で地区別意

見交換会を開催し、農林業者や関係機関・団体

等の皆様からご意見・ご提言をお伺いしながら

検討を行ってきております。

今般、これまでにいただいたご意見等を踏ま

え、農業従事者の減少・高齢化や集落機能の低

下等の課題に対応するため、「快適でもうかる

農林業・快適で暮らしやすい農山村」の実現を

基本理念とし、「意欲あふれる経営力の高い担

い手の確保・育成」と「生産性の高い足腰が強

く活力ある産地の形成」「賑わいのある安全・

安心な暮らしやすい集落づくり」の3つを基本目

標とする骨子（案）を取りまとめ、これを基に、

施策の方向性や地域別振興方針等を具体化した

計画素案の検討を進めていくこととしておりま

す。

今後、9月の本委員会において、計画素案をご

議論いただき、パブリックコメントを実施した

上で、11月定例会において、計画（案）のご審

議をお願いしたいと考えており、県議会のご意

見を十分お伺いするとともに、県民の皆様の声

もお聞きしながら、今年度中の計画策定に向け

て検討を進めてまいります。

次に、農水経済委員会関係説明資料の2ページ

目上段をご覧ください。

「新規就農者の確保について」でございます。

新規就農者の確保につきましては、「第3期な

がさき農林業・農山村活性化計画」の目標とし

て、毎年313名の確保を掲げ、取組を進めている

ところです。

令和6年度におきましては、就農までのワンス

トップ相談窓口としてサポートする「長崎県新

規就農相談センター」による東京や大阪、オン

ラインでの就農相談会の開催、産地とＪＡが就

農希望者を受け入れる「産地主導型就農ルート」

の取組等により新規就農者の確保と育成を図っ

たほか、新規就農者の施設・機械の導入やＪＡ

が行う園芸リースハウスの整備等により、初期

投資の負担軽減を図りながら円滑な就農を進め

た結果、令和6年度は235名を確保したところで

ありますが、目標達成には至りませんでした。

令和7年度は、国の新規就農者育成総合対策の

事業要件が一部緩和され、親元就農者の経営継

承・発展や資金面の支援が受けやすくなったこ

とから、これらの国事業の活用を進めることで

農業経営を継承する農家子弟の就農をさらに促

進するとともに、就農当初からスマート農業技

術を導入して、生産量の拡大や品質向上により

「快適でもうかる農業」を実践している新規就

農の優良事例等を積極的に発信することで、新

規就農者のさらなる確保につなげてまいります。

続いて、2ページ目下段の「農業分野における

特定技能外国人材の受入れについて」でござい

ます。

本県では、農業分野の労力不足に対応するた

め、長崎県及び民間派遣会社、ＪＡグループの

共同出資により「株式会社エヌ」を設立し、令

和元年12月から農業分野等へ特定技能外国人材

を派遣する労力支援サービスを開始しておりま

す。

令和7年5月15日現在、カンボジアやインドネ

シアなどから258名が県内外の農業、漁業の現場

で就労しており、さらに49名が在留資格申請な
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ど入国に向けた審査手続を進めているなど、特

定技能外国人材の確保と周年派遣に取り組んで

おります。また、農繁期の11月から6月は県内で、

農閑期の7月から10月は長野県や北海道、山形県

など他産地で就農するリレー派遣にも取り組ん

だ結果、株式会社「エヌ」は令和5年度決算にお

いて黒字化を達成することができました。

こうした中、県では、今年度新たに、「なが

さき農業労働力確保支援事業」を創設し、外国

人材を受け入れる際に必要なＷｉ-Ｆｉ設備等

の住環境整備に対する支援を行うことで、産地

やＪＡ等の外国人材受入れをさらに進めるほか、

リレー派遣においても鳥取県などの新たな地域

と派遣人数の拡大を図ることとしております。

今後とも、本県農業者のニーズに則した労働

力の確保を図ることで、産地の維持拡大や農業

者の生産規模拡大、所得向上につなげてまいり

ます。

次に、農水経済委員会関係説明資料の4ページ

目下段、及び農水経済委員会関係説明資料追加

1の2ページ目下段をご覧ください。

長崎・食の賑わい創出プロジェクトの進捗に

ついてでございます。

本プロジェクトは、県民が本県の食を誇りに

思い自慢したくなるよう、県民や観光客など誰

もが本県の食を買って味わえる「食の賑わいの

場」が将来的に県内に創出されることを目指し

て推進しており、令和6年度は、その可能性等に

ついて調査を実施いたしました。

調査の結果、本県ならではの食の賑わいの「あ

るべき姿」が示されたほか、県北・県南地域に

ついて、食の賑わい創出までの「ロードマップ」

と「拠点候補地」が整理されたところです。

令和7年度は、調査結果に基づき、県民や観光

客に対し、地域や食材の価値、生産者の思いが

伝わる食の体験を提供する場の試行・実証を行

うほか、料理人や生産者など、食に関わる人々

がつながりをつくる交流の場づくりや魅力発信

の強化に取り組むこととしております。

また、去る6月7日には、県北地域における食

の賑わいの場の創出に向けて、佐世保朝市が開

かれる「万津エリア」において、地元の関係者

や市町等と連携し、小値賀町の「ひらまさ」や

雲仙市の農産加工品など、朝市に訪れた人々が

県内の様々な食を味わい楽しめるイベントを実

施いたしました。

今後は、今回行われた取組の課題を整理した

上で、秋以降の本格試行に向け、検討を進めて

まいります。

引き続き、関係機関等と連携を図りながら、

本県ならではの食の賑わいの創出に向け力を注

いでまいります。

次に、農水経済委員会関係説明資料の5ページ

中段の長崎ばれいしょ販売促進イベントの開催

についてでございます。

去る5月9日、福岡市中央卸売市場において、

全国農業協同組合連合会長崎県本部の主催によ

り、長崎ばれいしょの銘柄向上と買参人へのＰ

Ｒ及び販売促進を目的とした「長崎ばれいしょ

販売促進イベント」が初めて開催されました。

当日は、大石知事や各ＪＡ組合長のほか生産

者代表、市場関係者などの出席の下、知事によ

るトップセールスや長崎ばれいしょのサンプル

配布等が行われ、盛会のうちに終了いたしまし

た。

本年産の春ばれいしょは、2月、3月の低温や

少雨の影響で初期の生育が遅れておりましたが、

その後は天候にも恵まれたことに加え、生産者

の皆様の日頃のご努力により、品質の良い仕上

がりとなったとお聞きしております。
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5月10日現在、長崎ばれいしょの販売単価は、

1キログラム当たり280円と、前年に比べ14％高

い金額で取引されており、今回の取組により市

場関係者に対し、しっかりＰＲすることができ

たものと考えております。

県といたしましては、引き続き関係団体と一

丸となって、長崎ばれいしょの一層の品質向上

と安定生産・出荷、併せてＰＲ等にも取り組む

ことで、本県農業者の所得向上につなげてまい

ります。

最後に、7ページ目中段、新たな総合計画の策

定についてでございます。

新たな総合計画については、10年後の本県の

将来像を見据えつつ、令和8年度を初年度とする

5か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創

生総合戦略とも整合を図りながら、一体的に検

討を進めているところであり、今後の県政運営

の指針や戦略的かつ重点的に取り組む政策を県

民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考え

ております。

今般策定した素案骨子においては、基本理念

の考え方として、地域社会の基盤となる経済の

活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若

者や女性をはじめ、誰もが活躍・チャレンジで

きる環境づくり、最先端技術の効果的な活用に

よる稼ぐ意識・力の底上げなどに力を注ぐこと

としております。

また、本県の優位性を生かし、国内外との多

様な交流を促進することに加え、本県の将来を

担う子どもたちの能力と可能性を高めることを

社会全体で支えるほか、多様性が尊重され、全

世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会

環境づくりなどにも積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。

そのため、次期総合計画については、「こど

も」「くらし」「しごと創造」「賑わい」「ま

ち」の5つの柱の下、12の基本戦略とその戦略に

基づく施策を掲げるほか、先行的に策定した「新

しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップを

するとともに、地方創生2.0をはじめ、国の政策

とも連動を図りながら検討を進めてまいりたい

と考えております。

このうち、農林部においては、主に「魅力あ

る持続的な農林水産業を育てる」や「地域の魅

力で人を惹きつける」に関する戦略に関連施策

等を位置づけております。

「魅力ある持続的な農林水産業を育てる」で

は、「力強く稼ぎ持続的に成長する農林業づく

り」に向け、農地・集出荷施設等の生産基盤整

備やスマート技術の導入、バリューチェーン構

築による販売力強化と輸出拡大等に取り組むこ

ととしており、「次代を担う意欲あふれる担い

手の確保・育成」に向けては、県内外からの人

材の呼び込みと受入れ体制の充実や、外国人材

等による労力支援などを推進してまいりたいと

考えております。

また、「地域の魅力で人を惹きつける」では、

「長崎の食の賑わいの創出」に向けた試行や実

証、地域の食文化や食材のよさ、生産者の思い

やこだわり等のプロモーションを実施するほか、

「地域の魅力を生かした農山漁村のにぎわいづ

くり」に向けては、地域資源の価値や魅力を活

用したアグリビジネスの拡大に向けて取り組ん

でまいりたいと考えております。

今後、県議会のご意見を十分にお伺いすると

ともに、県民の皆様の声をお聞きしながら、今

年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまい

ります。

その他の事項の内容につきましては、記載の

とおりであります。よろしくご審議を賜ります
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よう、お願いいたします。

【清川委員長】次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」及

び「政府施策に関する提案・要望の実施結果」

について説明を求めます。

【峰松農政課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会議員との協議等の拡充に関す

る決議」に基づき、本委員会に提出いたしまし

た農林部関係の資料について、ご説明いたしま

す。

農水検査委員会提出資料農林部資料2ページ

をご覧ください。

補助金の内示状況につきまして、令和7年2月

から5月までの実績のうち、直接補助金は、2ペ

ージから28ページに記載の中山間地域デジタル

化支援事業費補助金など265件でございます。

また、間接補助金は、29ページから38ページ

に記載の新基本計画実装農業構造転換支援事業

補助金など111件であり、直接補助金と間接補助

金の合計は376件でございます。

次に、資料39ページをご覧ください。

1,000万円以上の契約状況につきまして、令和

7年2月から5月までの実績のうち、公共事業以外

の委託につきましては、39ページから40ページ

に記載の農林技術開発センター及び農業大学校

畑地かんがい施設設計業務委託など11件でござ

います。

また、公共事業に係る委託につきましては、

41ページに記載の20件であり、これら31件の委

託に関する入札結果一覧表につきまして、42ペ

ージから71ページに添付をしております。

次に、72ページをご覧ください。

公共事業に係る工事につきましては、72ペー

ジから74ページに記載の51件であり、75ページ

から157ページにその入札結果一覧表を添付し

ております。

次に、資料158ページをご覧ください。

陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、令

和7年2月から5月までの間に、県議会議長宛てに

も同様の要望が行われたものに関しまして、158

ページから164ページに県の対応を記載してお

ります。

最後に、資料165ページをご覧ください。

附属機関等会議結果報告につきまして、令和

7年2月から5月までの実績は2件であり、その内

容につきましては、165ページから167ページに

記載のとおりでございます。

報告は以上です。

続きまして、政府施策に関する提案・要望の

実施結果についてご報告いたします。

農林部関係におきましては、生産資材等価格

高騰対策、農業生産流通基盤整備の促進の2項目

について、知事、議長、農林部長により、自由

民主党、公明党、農林水産省に対し要望を行い

ました。

このうち、農業生産流通基盤整備の促進につ

きましては、農地の基盤整備等を計画的かつ安

定的に推進するためには、当初予算での十分な

予算を確保していただくとともに、収益性向上

や生産基盤の強化を図るため、生産基盤施設や

流通の合理化を図る施設等の整備に必要な予算

を確保していただくよう、小泉農林水産大臣に

対し強く要望を行ったところ、基盤整備が人口

減少の食い止めにつながっており、引き続き必

要な対応を進めていくとのご意見をいただいた

ところです。

以上が農林部関係の要望結果でございますが、

今回の政府施策に関する提案要望の実現に向け

まして、引き続き取り組んでまいります。
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以上で報告を終わります。

【清川委員長】次に、農政課長より補足説明を

求めます。

【峰松農政課長】農水経済委員会補足説明資料

追加1、3ページをご覧ください。

次期ながさき農林業・農山村活性化計画の策

定につきまして、検討を行っております内容を

骨子案として整理いたしましたので、説明いた

します。

4ページをお願いいたします。

まず、計画策定の趣旨、計画の期間につきま

しては、先ほど部長説明でご説明したとおりで

ございますが、これまでの取組状況と今後のス

ケジュールにつきまして、下段の青の枠囲みの

中に示しております。

今後、今年度中の策定、令和8年度のスタート

を目指して検討を進めてまいりたいと考えてお

ります。

5ページをご覧ください。

現計画の主な成果と、本県の残された課題に

つきまして、産出額、担い手、集落に分けて整

理をしております。

まず、上段、産出額につきましては、園芸、

畜産を中心に増加しております。イチゴなど順

調に増加している品目もございますが、ミニト

マトやレタスなど、横ばいの品目がある状況で

す。輸出額につきましても伸びておりますが、

香港に偏った状況と考えております。

担い手につきましては、新規自営就農者が増

加し、また、農業所得1,000万円確保が可能とな

る経営体数や認定農業者の平均所得も増加して

おるところですが、農業従事者の減少、高齢化

が進行しており、総農家戸数や基幹的農業従事

者数、うち全生産人口につきましても、今後大

きく減少するものと推測をしております。

林業におきましても、林業専業作業員や林業

認定事業体数は、平成30年から増加しておりま

すが、目標とする林業専業作業員数には至って

おらず、不足は解消できていない状況にありま

す。

6ページをお願いいたします。

集落につきましては、集落の除草、水路の保

全など、資源保全活動面積はおおむね維持でき

ており、また、移住者は増加し、アグリビジネ

スも拡大しておるところですが、高齢化は進行

し、集落機能が低下する集落が増加するなど、

集落の維持が懸念されております。

このような中、国におきましては、昨年度、

今後の方向性を示す食料・農業・農村基本法の

改正が行われており、農林業の情勢や課題など

を踏まえまして、本県農林業の産地、集落を将

来にわたって維持するための施策の方向性とい

たしましては、産地や集落を支える経営力の高

い担い手の確保・育成を一層推進するとともに、

温暖化などの気候変動や社会情勢等の環境変化

に対応した収益性の高い農林業産地の形成、に

ぎわいのある農山村づくりが必要であることか

ら、現計画の山地対策及び集落対策に担い手対

策を加えた3対策を柱といたしまして、取り組ん

でまいりたいと考えております。

7ページをお願いいたします。

これまでご説明した内容を踏まえまして、次

期計画につきましては、快適でもうかる農林業、

快適で暮らしやすい農山村の実現を基本理念と

いたしまして、ご説明いたしました3つの施策の

方向性を基本目標として、施策に取り組んでま

いりたいと考えております。

8ページをお願いいたします。

目標の実現のためにそれぞれの目指す姿に向

け、具体的にどのように取り組んでいるのかを
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示しております。

まず、黄色地の四角部分のとおり、担い手の

確保・育成や産地形成を進める上では、農地や

園芸ハウス、地域の集出荷施設など、生産基盤

の整備が必要であり、その整備を推進してまい

ります。

また、左側の担い手対策におきましては、多

様なルートから新規就農者を受け入れるため、

ワンストップ相談窓口やトレーニングファーム

整備の支援により、就農研修の充実を図ること

で、もうかる農業者を見て若者が産地に集い、

活躍する姿を目指してまいります。

右側の産地対策におきましては、スマートや

グリーン技術による生産性の向上、国内流通の

バリューチェーンの構築、輸出のさらなる拡大

と農産物のブランド強化、生産性の高い木材、

林産物生産体制の構築などに取り組みまして、

気候変動など環境変化に対応し、生産性を高め、

収益性の高い、もうかる産地が形成される姿を

目指してまいります。

下段の集落対策におきましては、高齢化など

で困難となっている草刈りや防除、水路管理な

どの作業のアウトソーシングに取り組むととも

に、鳥獣被害の防止、防災・減災対策に取り組

み、農泊での誘客拡大などにも取り組むことで、

農地や水路、農道などの集落の資源や機能が適

正に維持された安全・安心な暮らしと、直売所

や農泊などアグリビジネスの拡大により、集落

全体で所得が向上する姿を目指してまいります。

また、3つの対策は、矢印にお示ししておりま

すように、意欲ある担い手が産地を牽引し、左

向きの矢印の担い手が残るには所得確保ができ

る基盤ができていることが必要など、各対策が

連動、好循環させることで、快適でもうかる農

林業、快適で暮らしやすい農山村の実現に向け

て進めていきたいと考えております。

9ページをご覧ください。

基本理念、基本目標を推進していくための施

策体系、行動計画でございます。

左側に、先ほど述べました3つの基本目標の下

に9つの展開方向を位置づけ、具体的な取組内容

を、行動計画として整理をしております。

10ページをお願いいたします。

これらの内容を基にした地域計画の構成案を、

参考にお示しをしております。

以上で、次期活性化計画の骨子案の説明を終

わります。よろしくご審議賜りますようお願い

いたします。

【清川委員長】次に、農産加工流通課長より補

足説明を求めます。

【坪内農産加工流通課長】お手元の農水経済委

員会補足説明資料2ページをご覧ください。

「長崎・食の賑わい創出プロジェクト」の進

捗について、昨年度実施いたしました調査結果

をご説明いたします。

資料4ページをご覧ください。

本調査は、新しい長崎県づくりのビジョン、

未来大国の食分野に掲げる「ＴＨＥ ワールド

クラス、世界が惚れこむ食体験」の実現、県民

のシビックプライド醸成を目的とし、本県なら

ではの食の賑わいの「あるべき姿」を明らかに

するため、調査を実施したものでございます。

調査において、本県ならではの食の賑わいの

「あるべき姿」のほか、長崎市及び佐世保市に

おける賑わいの創出でのロードマップと、拠点

創出の候補地、長崎空港における食の賑わいの

検討の方向性の３点について、明らかにしてお

ります。

まず、本県ならではの食の賑わいの「あるべ

き姿」についてご説明いたします。
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同じく、4ページの左下をご覧ください。

本調査において、食の賑わいの場は、単に県

産品が買える、県産食材を使った料理を味わえ

るだけの場ではなく、「食べる」「買う」など

あらゆる食体験を通じ、県民や観光客や地域の

食文化や食材のよさ、生産者の思いやこだわり

など、本県の多様な食文化や食の価値を体験で

きる場であるとともに、生産者や料理人など、

食に携わる人々がつながる場であることが示唆

されたところでございます。

まず、5ページをご覧ください。

県北地域における賑わい創出までのロードマ

ップと、拠点候補地についてご説明いたします。

拠点候補地の検討に際しましては、県民や県

内外からの観光客双方が利用することを前提に、

経済性や収益性等の観点から、都市計画や人流、

既存の商業施設やまちづくりの動き等の相関の

中で、一定の人流が見込める地域を想定して調

査を進めております。

佐世保市の現状、課題等については記載のと

おりでございます。

6ページをご覧ください。

5ページに記載の定量調査等に加え、食に関わ

る事業者や関係自治体等へのヒアリングなどを

踏まえ、食の賑わい創出までの考え方について

整理をしております。

拠点候補地については、「佐世保朝市」とい

うシンボリックな食の施設を有しており、まち

づくりの動きが見えつつある「万津町エリア」

に賑わいを創出することで、課題である「増加

するクルーズ船客」への対応や、「朝食を求め

る市民や駅周辺の宿泊客」「ハウステンボスを

はじめとする県北エリアでの観光客等の滞留拠

点」などに対応できることが期待されると整理

されております。

また、拠点創出のロードマップにつきまして

は、市や佐世保観光コンベンション協会、まち

づくり団体など、様々なプレーヤーが同エリア

での賑わい創出の可能性を既に模索し始めてい

ることから、おおむね5年後に食の賑わいの場を

創出することを目標としたロードマップを作成

しております。

7ページをご覧ください。

県南地域における賑わい創出までのロードマ

ップと、拠点候補地についてご説明いたします。

拠点候補地の検討に際しましては、佐世保市

と同様の観点から調査を進めており、長崎市の

現状・課題等については記載のとおりでござい

ます。

8ページをご覧ください。

拠点候補地の考えにつきまして、長崎市につ

いては、既に民間主導による食に関する動きが

複数あることを踏まえ、特定の施設や場をつく

り上げるのではなく、まずは長崎エリア全体で

民間の連携を促しつつ、元船新施設の中に必要

な機能や足らざる機能を装着していくことが望

ましいと整理されております。

ロードマップについても、元船の整備を見据

えながらも、特定の施設だけでなく、エリア全

体で連携したさらなる食の賑わいの創出を進め

るために、必要なおおむね10年間のロードマッ

プを作成するところです。

9ページをご覧ください。

長崎空港につきましては、仮に、空港施設内

における食の賑わいの拡充を検討する場合、例

えば、国際線ターミナルの適切な受入れ体制の

確保など、食以外の部分の空港として必要な機

能も併せて検討する必要があるため、当該調査

においては、食単体でのロードマップの策定は

行わず、今後検討に必要な方向性等を整理して



令和７年農水経済委員会（令和７年７月１日）（未定稿）

- 87 -

おります。

既存の施設は制約があり、難しいですが、空

港における食の賑わいを創出するためには、利

用者の最初と最後のタッチポイントであること

を踏まえ、到着した利用者へ魅力的な食の情報

提供と、出発する利用者へ、長崎の旅の余韻を

最大化する食体験提供の両輪で検討する必要が

示されております。

簡単ではございますが、昨年実施した調査の

結果は以上でございます。

当課といたしましては、今回の調査結果や関

係者の声等をしっかり精査しながら、関係部局

と連携し、食の賑わい創出に向けて、しっかり

と取り組んでまいりたいと考えております。

以上です。

【清川委員長】次に、諫早湾干拓課長より補足

説明を求めます。

【安達諫早湾干拓課長】諫早湾干拓排水門への

フラップゲートの設置について、補足説明をさ

せていただきます。

補足説明資料は、追加1の3、フラップゲート

の設置についての11ページの横長の資料をご覧

ください。

まず、フラップゲートの説明の前に、ここま

での経緯についてご説明いたします。

農林水産省は、開門によらない有明海再生を

目指し、令和7年度から総額100億円規模の有明

海再生加速化対策交付金を創設したところであ

ります。また、調整池からの排水に関しまして、

この交付金とは別に、フラップゲートを設置す

る方針が示されたところであります。

国営諫早湾干拓事業の調整池からの水の排出

につきましては、潮受け堤防の北側に6門、南側

に2門設置いたしました排水門を開けて行って

おります。

資料の左上は、北部排水門の写真でございま

す。

諫早湾を潮受け堤防で閉め切り、調整池の水

位を管理水位であるマイナス1メートルに保つ

ことで、後ろの低い土地の排水は、満潮時にも

円滑に排水できるようになっております。

また、潮受け堤防の南北にある排水門とは別

に堤防の中央部分に排水ポンプを設置し、排水

を行っております。

排水門の排水につきましては、ただ、泥が一

緒に流出するということで、漁業者からは排水

ポンプを増設し、上水からの排水を増やしてほ

しいとの要望が、国に対してあっていたところ

でございます。

今般、農林水産省から、漁業者の要望に対し、

排水門の上部に穴を開け、海側にフラップゲー

トを設置しまして、調整池からの排水の一部を

これにより排水することとする旨、県への説明

がございました。

それでは、フラップゲートによる排水の仕組

みについてご説明いたします。

資料の右側のフラップゲートからの排水イメ

ージの図をご覧ください。

ただいまご説明いたしましたフラップゲート

を設置することによりまして、図に示しており

ますとおり、池側の水位が海側の水位より高い

ときは、フラップゲートが池側からの水圧によ

って開き、排水し、逆に、海側の水位が池側の

水位より高いときは、フラップゲートが水圧に

よって閉まり、止水するというものでございま

す。

この仕組みによって、水位差を利用してフラ

ップゲートが自動で開け閉めされ、調整池の上

水自らの排水が増やされるということになりま

す。
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このフラップゲートにつきましては、北部と

南部の2か所にある排水門について、それぞれ1

門ずつ設置する予定としており、まず、北部側

の工事を先行させ、南部側はその後に対応する

ことと伺っております。

なお、フラップゲートからの排水量は、既設

排水ポンプの排水量である1日10万トンとなる

よう検討しているとしております。

以上で補足説明を終わります。

【清川委員長】以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

【宮本委員】それでは、陳情書一覧の中から質

問をさせていただきます。陳情番号19番になり

ます。佐世保市からの要望になります。

17の佐世保市と畜場への支援について、お尋

ねをいたします。

これ、先日佐世保市から県に対して、題名の

とおり、佐世保市と畜場の支援という形で要望

が出ております。改めてですね、要望内容をち

ょっと具体的に教えてください。

【森畜産課長】佐世保市からの要望でございま

すが、今回、佐世保市から県に対して、と畜場

運営に係る助成措置の新設という要望があって

おります。

市の方からの説明では、と畜場がですね、竣

工後23年経過してきていると、佐世保のと畜場

が。保全計画に基づいて維持管理を行っていく

中で、一般的な施設よりも経年劣化が激しくて、

著しく、特殊機器が多くて維持費用が高額にな

ると。今後は大型冷凍機の設備類などの更新も

必要だということで、さらなる費用の増大が懸

念される。生産振興のために、と畜場使用料を

十分に上げられないといったようなことから、

佐世保市単独ではと畜場を継続するのは困難と

なる可能性があるということで、説明がありま

した。

加えて、当該施設は長崎県本土で唯一の公設

のと畜場であって、県内で生産される肉用牛、

豚のほとんどが、本施設でと畜、解体されてい

るということで、稼働停止となれば、県内の生

産者など影響が及ぶということで、今回市が保

有すると畜場の機械更新について、県に支援要

請が、支援要望があったというふうに賜ってお

ります。

【宮本委員】具体的にありがとうございました。

これ、佐世保市では新規項目として挙げられ

ております。

先ほどあったとおり、これ県内で唯一の公設

であるということ、今回の要望については、と

畜場の機械更新について、県に対して支援のお

願いが、要望があったということをですね、確

認をさせていただきました。

私も5月の12日、月曜日にですね、この佐世保

市と畜場の視察を、我々の国会議員、秋野公造

参議院議員と公明党市議団と一緒にですね、行

かせていただきました。やっぱり行かないと分

からないことが多々あったので、非常に痛切な

思いで帰ってきたんですね。

まず、要望、この佐世保市と畜場のですね、

経緯をちょっとだけ確認させていただきますが、

そもそもこの長崎県においては、平成12年3月に

ですね、長崎県食肉流通合理化計画というもの

が策定されていて、この計画の中に、食肉セン

ターの整備目標、整備の方向性ということで、

県北地域にある佐世保市と畜場の施設整備につ

いては、新たな拠点施設として位置づけるとと



令和７年農水経済委員会（令和７年７月１日）（未定稿）

- 89 -

もに、施設能力の向上と衛生対策の充実を図る

観点から、長崎市にある処理施設との再編整備

と併せて整備を推進するものということで、こ

れは長崎県の計画の中にうたわれていると。よ

って、当時、平成12年頃は長崎市にもと畜場が

あったと、佐世保市にもと畜場があって、県の

計画の整備の方向性の中において、施設を一体

化しようということで、長崎市と畜場と佐世保

市と畜場が一緒になって、平成14年に今の佐世

保市と畜場に一体化になったという経緯があり

ます。

その当時、長崎県の方も総事業費のうち

23.8％は出資をされているということで、これ

非常にありがたいことではあると考えておりま

す。

しかしながら、繰り返しになりますが、県の

計画の中の整備方向の中において、一体化しよ

うということで、今の状態になったということ

をですね、それを1つ、確認させていただきたい

と思います。

こういった経緯を踏まえて、佐世保市に移転

したわけではありますけれども、毎年ですね、

佐世保市と畜場は、これ当たり前ですけれども、

自主財源で財政負担を行っているという状況で

あります。しかしながら、特に耐用年数を超え

た機械でですね、非常に機械の種類が800ぐらい

あって、非常になかなか特殊な機械が多いと。

その機械の更新が非常に負担であるということ

から、県に支援を求めているということであり

ますが、改めて、県によるですね、支援という

ものができないものかどうか、お伺いいたしま

す。

【森畜産課長】佐世保と畜場の建設に至った背

景というものは、委員の方から、今お話あった

とおりでございますが、もっと昔に遡ると、県

内にはいろんな公設のと場があったところです

けども、平成10年頃には、長崎と佐世保に公設

のと畜場があって、どちらも結構老朽化してき

ている中で、一体的に大きな施設を整備して、

県内の拠点としてやっていこうということで取

り組んだ、佐世保市の事情でございます。その

ときに新設したということで、県からも支援を

実施したということでございますが、その後は、

県内にもほかにもまだと畜場がありますけれど

も、管理運営していく中では、自主財源、手数

料等を含めた自主財源の中で、どこのと畜場も

運営されているという認識をしています。

ですので、機械のですね、単純更新について

支援ということは、非常に厳しいかと思います

けれども、ただ、機能向上を目的としたりと、

新たな取組を行うということで、補助事業等が

活用できるようなものがあればですね、一緒に

なって検討していきたいというふうに思ってい

ますし、現在その管理運営が、ＪＡ主体の食肉

センターの方がやっていますけれども、そうい

うところでやればできる事業等もありますので、

今後活用できる事業があるかないかも一緒にな

って協議しながらですね、ある場合には、県も

市と、事業者と一緒になってですね、検討して

まいりたいというふうに思います。

単純更新については、事業もないというよう

な状況ですので、やれる事業を探していきたい

というふうに思っております。

【宮本委員】ありがとうございます。

なかなかに、単純更新についての支援という

のは難しいというご答弁でありました。

そうですね、なかなか厳しい状態ではあるん

でしょうけど、先ほども申した平成12年策定さ

れた県の計画に基づいての移転ということ。当

時、県の方も出資しているという状況。自主財
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源でやっていかなければならないということも

分かりはします。しかしながら、県としてもで

すね、ここへ持ち込まれる牛・豚は市外が多い

という状況も踏まえてですね、寄り添った支援

ということでですね、意見交換を含めてしてい

ただきたいということを、改めて引き続きお願

いしたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。

【清川委員長】ほかにありませんか。

【山下委員】今ほど宮本委員からですね、質疑

がありました、同じ陳情番号19番のですね、佐

世保市と畜場への支援ということで、今、詳し

く質疑がありましたので、ちょっと重ならない

ような形でですね、角度を変えて質問したいと

思いますけれども、先般、長崎新聞の報道にも

ありましたとおりでございまして、この佐世保

市と畜場におけるですね、産地別の入荷頭数と

いうのがですね、詳しく載っておりました。

2023年度の産地別入荷数によると、1年間に持

ち込まれた牛1万2,054頭のうち、佐世保市分は

801頭、豚は10万1,994頭に対し、佐世保市分は

40頭にすぎないということで、具体的な数字も

載っているわけでありますが、機械の更新費用、

今ありましたとおりですね、多額の費用がかか

ってくるということであります。更新するにし

ても、佐世保市がですね、負担をしなきゃいけ

ないという今の現状というのは、ある程度理解

をしているわけでありますけれども、こういう

受入れ頭数のですね、比率からして、佐世保市

の負担の方が大きいんじゃないかなということ

で、今回要望が初めて上がってきたわけであり

ますが、改めてですね、この件について、県の

考え方をですね、確認をさせていただきたいと

思います。お願いいたします。

【森畜産課長】山下委員の方からも、佐世保の

と畜場についてのご質問でございますが、先ほ

どの説明と重なる部分もあるかもしれませんが、

現在のその佐世保市のと畜場というのは、先ほ

どお話ししたとおり、長崎、佐世保市の2つのと

畜場を、平成14年度に再編、統合した施設でご

ざいます。

再編整備の目的の1つというのが、県の、長崎

なのか、佐世保なのかということはあったかも

しれませんが、県の基幹的な施設として、県下

の受入れのと畜場ということで整備されたもの

と思っております。それで、それゆえに県も施

設整備に対して支援を行ったというようなこと

だと思っております。

当然、と畜場の運営・継続に向けては、県内

の他の施設と同様ですね、市が策定したその保

全計画に基づいて、自主財源でということで、

先日も回答の中では知事の方が回答しておりま

すけれども、させていただきましたが、今後、

先ほど説明した、重複になりますけども、機能

向上を目的とした機械の更新を行う場合、この

事業で今、市の方ができない状況ですけども、

ＪＡ等が株式を有する株式会社において限定す

れば、事業が実施できるものもあります。佐世

保市が活用できないため、今後そういう事業の

活用なども、方策含めてですね、県と市と一緒

になって検討していければというふうに思って

おります。

【山下委員】ありがとうございました。

ちょっと私、今回の陳情が出てきて、いろい

ろと考えてみたんですけれども、そうしたら部

長説明にもありましたとおりですね、今後、ブ

ランド牛、長崎和牛をですね、輸出拡大してい

くんだという県の戦略があるわけですね。そう

いった中で、やっぱり中長期的な視点も必要じ

ゃないかと、輸出をするにはですね、やはり今
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の設備ではですね、ＨＡＣＣＰ対応とかですね、

基準を満たさない部分もあるわけでありまして、

やっぱり新しい機械を入れるのか、もしくは建

て替えをしていくのか、そういうことも含めて

ですね、いろんな形で検討していかなきゃいけ

ない時期に来てるのかなと、私個人はですね、

そういうふうに思うわけでありまして。

例えばですね、これもう比較したらちょっと

申し訳ないですけど、お隣の佐賀県は、多久市

にですね、百数十億をかけてですね、高性能食

肉センター、これはもう牛と豚を分けてですね、

と畜ができるような形になっています。こうい

うものを造って、これ設置者は県です。ちょっ

といろいろ調べたら、国庫補助事業を活用して

ですね、農畜産物輸出拡大整備事業とか、食肉

等流通構造高度化輸出拡大事業とか、こういう

ものを活用して建てられたということも、情報

が入っております。

こういった形で、じゃあ長崎はどういう戦略

で、長崎和牛を今からやっていくのか、海外に

出していくのか、そういうところも含めてです

ね、検討していただきたいなというのが私の要

望であります。

今後ですね、それは中長期的な話も、もちろ

んありますが今、佐世保市が抱えている、と畜

場が抱えているですね、様々な課題やその今後

の方向性についてですね、協議・検討というの

をしていかなきゃいけないと思うんですよね。

佐世保市と株式会社でやってくれ、農協でやっ

てくれというような対応じゃなくてですね、姿

勢じゃなくて、ぜひ長崎県もですね、そこに協

議する場に入っていただいて、同じ目線で膝を

突き合わせてですね、そういう協議の場という

のが必要になってくるんじゃないかと、そこが

第一歩じゃないかなと、私は思うわけでありま

すが、その辺りのご見解をお聞かせいただきた

いと思います。

【森畜産課長】ありがとうございます。

現在、佐世保食肉センターの方ではですね、

定期的に取締役会というのが開催されていると

お聞きしております。県の方は、その取締役会

のメンバーではございませんが、そこには市も

食肉センターも入った会合がされているようで

ございますので、その取締役会とは一緒にはで

きませんが、その時期に合わせて、時間帯ずら

して、何か検討の場をできないかというところ

で、県としてもですね、市に申入れしていこう

かというふうに考えていますので、今後そうい

う場で、課題等を考えながら、事業をどういう

ふうにやっていくか、取り組んでいくか、先ほ

どの輸出の話も含めてですけど、そういう課題

解決のそういう、まずもってそういう対応、打

合せを行っていければというふうに考えており

ますので、今後ともよろしくお願いしたいと思

います。

【山下委員】我々もですね、一緒になっていろ

いろ知恵を出していきたいと思いますし、いろ

んな関係機関ともね、我々も話をしていきたい

と思いますので、一緒になってまた頑張ってい

きましょう。

以上です。よろしくお願いします。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては、承っておくことといたし

ます。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ
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んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質問がないようですので、次に、

「政府施策に関する提案・要望の実施結果」に

ついて、ご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問はありま

せんか。

【大倉委員】私からは、長崎・食の賑わい創出

プロジェクトについてご質問をいたします。

可能性調査に関する結果概要が、このほど公

表されたわけでございます。この事業の事業費

として、全体ではですね、令和6年度が4,200万

円ついたわけです。可能性調査費用として、今

回2,600万円がついて、業務委託が行われたとい

うことだと思うんですけれども、そういった中、

今回あるべき姿という調査結果が発表されたわ

けですが、率直に伺いたいのが、この今回の予

算2,600万円に見合うだけのあるべき姿が示さ

れたという認識でいらっしゃるかどうか、お聞

かせください。

【坪内農産加工流通課長】昨年度実施した調査

では、調査エリアの都市計画や観光客の人流、

既存の商業施設やまちづくりの動きなど、定量

的な課題の整理はもちろん、多くの先進事例や

専門家へのヒアリングなども行われ、最終的に

は270ページに及ぶ調査報告書が提出されたと

ころです。また、調査の中で、事業者側からの

提案により、離島を含む県内各地の食に関わる

130人以上の方々から、ヒアリングも実施されて

おり、地域が抱える課題に沿った調査結果とな

っております。

調査を通じて、県北地域における朝市の関係

者など、今年度の施行協力者を明らかにするこ

とができたことも、想定以上の成果だと考えて

おるところでございます。

【大倉委員】それは見合うだけの結果と、それ

はご答弁があるのは、当然私も理解するし、想

定していました。そういう中で、270ページもの

資料があったというのはびっくりしました。相

当ぎゅっと詰め込んでいるなという印象で、確

かに中身を見ても、非常に濃い中身になってい

るということは私も理解できます。

これ、大きく分けてですね、長崎、そして佐

世保、そして長崎空港という3つの地域、カテゴ

リーで今回調査がなされたわけでございますけ

れども、それぞれ人流であったりとか、あと交

通インフラであったりとか、空港の動線であっ

たりとか、数字なんかもしっかり出てきながら

ですね、調査結果が示されたわけで、本当にそ

ういう部分ではですね、きちんと調査をなされ

たものだと、私もそれは思っております。

ただちょっとですね、残念なところが、私、

個人的にはですね、この食の賑わい、これがあ

るべき姿が示されたと、県は答弁されているん

ですけれども、私はあるべき姿がちょっと見え

てこないんです。

例えば、まず佐世保からいきますけど、佐世

保朝市があります、この万津エリアに賑わいを

創出するという調査結果が出ました。恐らくで

すね、佐世保選出の委員さんはよくご存じだと

思うんですけど、そりゃそうですよって思うん

ですよ。もうここなんですよ、今、ホットなと

ころは、佐世保は。佐世保朝市なんて、もう非

常にですね、ＮＥＯ朝市であるとか、ＭＯＲＥ

朝市といった感じで、全国放送なんかにも取り

上げられていて、非常に熱いエリアで、もうみ

んなが注目してるとこなんですね。

あと万津エリア、ここもですね、非常にイン
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スタ映えもするおしゃれなお店もあって、それ

こそ今の言葉で言うと、エモいというですね、

エモーショナルなエリアで、非常に若者にも人

気のスポットになっているわけです。

ですから、素人で考えても、それは万津エリ

アを賑わいの拠点にするというのは、想像でき

る範囲です。

大事なことは、その万津エリアをどういうふ

うに生かしていくか、この万津エリアをどんな

ふうに今後展開していくか、その具体的なです

ね、方向性を見せることが大事だと思っていま

す。

そこでご質問なんですけど、この今回のです

ね、県北地域の調査結果を、この調査結果を受

けて、じゃあ、県としては具体的にこの万津エ

リアをどういうふうに、賑わいを創出させてい

こうと考えているのか、そこをお聞かせくださ

い。

【坪内農産加工流通課長】県北地域では、佐世

保朝市がある万津エリアを中心に、食の賑わい

の場の創出に向けた試行と実証を取り組むこと

としております。

今年度は秋と冬、2回の試行実証に向け、現在

関係者と協議を進めているところであり、拠点

を創出するための課題を解決、検討するために

必要な取組を行い、地元の方々と一緒になって、

将来的な食の賑わいの場の青写真を描いていく

こととしております。

具体的には、現時点では歴史や趣がある佐世

保朝市があるにもかかわらず、朝食を食べる施

設もなく、利用者が限定的であるという地元が

抱く課題があることから、宿泊施設などと連携

した朝食を提供する取組や、現在不定期に地元

主催で開催されている朝市イベントと連携した

食のイベントなどの実施を想定しております。

【大倉委員】分かるような、分からないような、

ちょっと正直ですね。

ちょっとロードマップなんかを見ますと、5年

後ですね、拠点がこれが創出されていくのかで

すね、この5年後が再編整備されていくタイミン

グというところもあってだと思うんですけど、

このスピード感的に果たしてそれもどうなのか

なという疑問も正直あります。

例えば、この5年後というタイミングに別に固

執せずにですね、スピード感を持って取り組ん

でもいいんじゃないかなと思うんですけれども、

その辺、ご見解がありましたらお願いいたしま

す。

【坪内農産加工流通課長】一応、5年後に再整備

という計画が出されているので、今、5年後を目

標にしておりますけれども、できるだけ前倒し

ができればですね、前倒しで賑わいの場所をつ

くっていきたいというふうに思っておりますし、

地元とまた協議しながら検討を進めていきたい

というふうに思っております。

【大倉委員】ぜひ、地元の方々としっかり検討

しながらやっていただきたいと思うんですけど、

その民間の方々、例えばその協力体制、その辺

りは今、どれぐらい構築できているのか、お示

しいただくことはできますか。

【坪内農産加工流通課長】先般、先ほど報告あ

りましたように、プレイベントとして、100日前

イベントと一緒に、食の賑わいの少しプレイベ

ントをしたんですけれども、そのときにですね、

ありがたかったことに、県立大学の皆さんとか、

それから、国際大学の方々、それから、長崎、

佐世保玉屋さん、それから近くにおる佐世保西

部ガスの皆さんとか、その関係する皆さんがで

すね、しっかりと応援していただいたというこ

とで、皆さんとまた一緒になってやれるのかな



令和７年農水経済委員会（令和７年７月１日）（未定稿）

- 94 -

というふうなことを感じたので、本当にそれは

ありがたかったなと思っています。

そういう皆さんの協力体制が今できたので、

その協力体制をしっかり組んでですね、今度の

試行に当たっていきたいというふうに考えてお

ります。

【大倉委員】ありがとうございます。

そういう具体的な答弁は、非常に信頼感が僕

は増えると思います。地元の学生であるとか地

元企業の皆さんが民間のプレーヤーとなって進

めていくということは、よく分かりました。

じゃあ続いて、県南の長崎市も伺いますけれ

ども、これもですね、読ませていただくと、こ

れ結局は再開発整備事業を予定している元船の

その施設の中に、これは結局、賑わいスポット

を加えるということなのかなという、私は印象

を受けました。

その調査結果の提言としてですね、文言でこ

う書いてあるんですね。元船の新施設の中に必

要な機能や足らざる機能を装着していくという

ことなんですけど、いまいちですね、装着する

というニュアンスが、私はよく分からなくてで

すね、これは結局、元船の再開発整備事業のそ

の事業は、これ港湾課の事業だと思うんですけ

ど、その港湾課の事業に、この今回の事業もこ

れ入れ込むということなのか、そして元船の再

開発で誕生する施設というのは、それは結果的

にはその食の賑わいを中心とした新しい施設を

生み出すということなのか、ちょっとその辺り

がですね、これ事業が全く別だと思うんですけ

ど、その辺のちょっと交通整理を教えてもらえ

ればと思います。

【坪内農産加工流通課長】元船地区でございま

す。元船については、長崎港元船地区整備構想

の中で、地区再編における1つの機能として、食

の施設も検討されているところであります。施

設の詳細については、担当部局より、ＰＦＩ事

業に関わる実施方針の策定見通しが3月に公表

されており、今後は、収益性等を考慮して、Ｐ

ＦＩ事業者が企画・提案していくものと考えら

れます。

一方で、私たちは、本県の食の魅力が多くの

県民や観光客に届いておらず、長崎イコール食

のまちというブランド意識には至っていないな

どの課題も報告されていることから、まずは、

長崎エリア全体で連携して、さらなる食の賑わ

いの創出とブランドイメージの構築を進めてい

きたいと考えております。

先ほど、委員がおっしゃいました、ちょっと

足らざるべきところを足すという話も1つあり

ましたけれども、足らざるところは何なのかと

いう話なんですけれども、この報告を見ますと、

足らない機能というのは、県民や観光客が、長

崎県のあらゆる農水産物を買えるという、買う

というものが少し足らない。

県民や観光客が長崎の食を学び、体験できる

機能、体験というものが足らない。食、産業に

関わる方々が学んだり、チャレンジする機能、

チャレンジショップとかオープンキッチンなど

が足らないということで、今、足らざるところ

ということにしています。これについては、今、

長崎地域でいろんな民間の盛り上がりがありま

すけれども、そういうところが少し足らないと

いうことが、今示されておりますので、そうい

うところを今後、今、賑わいができているとこ

ろの皆様方々と、今後しっかり連携して取り組

んでいきたいというふうに考えているところで

す。

【大倉委員】だんだんと見えてきました。

要はその食を買うということ、学ぶというこ
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と、そして体験する、そういったエリア的なと

ころが長崎市はないから、それを、エリアを考

えた食の拠点づくりをしていこうということで、

この今回の元船地区の整備構想事業とは全く別

物というふうに捉えてよろしいということだと

思います。分かりました。

じゃあそういう中、農産加工流通課としては

ですね、この元船地区の整備構想は、これは港

湾課ですけど、農産加工流通課としては、その

元船の新しい施設の中に、食の部分ということ

を担っていって、連携しながら港湾課とやって

いくということでよろしいんでしょうか。

【坪内農産加工流通課長】今回の調査結果にお

きましては、長崎港元船地区整備構想も所管部

局に対し、食の賑わいの場を創出するために、

元船地区で実現してほしい機能などについて、

意見としてしっかり伝えていきたいというふう

に思っているところです。

【大倉委員】じゃあ、その、今後のもちろんこ

れＰＦＩでね、どの事業が、どの会社が、業者

が取るか分からないですけれど、そういったと

ころにも、しっかりと今回の調査結果とかも踏

まえながら、元船地区の整備構想を作り上げて

いくというような形でよろしいわけですね。は

い、承知しました。

ちょっと予算の面でもう一回聞きたいんです

けど、令和6年度の事業予算が4,200万円で、今

年度5,700万。既に1億円ついているわけですね。

今後のですね、この予算計画をどのように考

えているのかというところの観点で伺いたいん

です。もちろんこれ、査定次第ですから、すぐ

には答えられないことかもしれませんけれども、

拠点づくりのめどがつくまで、これ結構長いス

パンで、これ考えているわけですよ。じゃあプ

レーヤー、この民間のプレーヤーの方々が自走

していくまで、どれぐらい予算が必要なのかと

か、あるいは年間の予算は、5,000万円前後、今

ついていますけど、それぐらい、今後も確保し

ていく必要があるのか、その辺りのお考えをお

示しください。

【坪内農産加工流通課長】県では、令和6年度

4,200万円、令和7年度5,800万円の予算を計上し、

長崎・食の賑わい創出プロジェクトに取り組ん

でいるところでございます。

令和6年度の可能性調査では、食の賑わいのあ

るべき姿や、各エリアのロードマップ、拠点候

補地の整理がなされました。今年度からは、令

和6年度の可能性調査を踏まえ、次なるステップ

として、食の賑わいの場の実証や長崎ならでは

の食文化の魅力発信、魅力的な食体験を提供す

る人材の共創の場づくりに取り組むこととして

おります。

今後も取組の成果や効果を出しつつ、県民や

観光客が食材のよさや生産者の思い、こだわり

など、本県の多様な食文化や食の形を体験でき

る場の創出を目指し、必要な予算確保に努めて

まいりたいと考えております。

【大倉委員】必要な予算確保というご答弁でし

た。具体的な数字は言えないというか、そこは

査定が出ないと、というところがありますので

ね、分かりました。それはもう了とします。

最後、長崎空港に関してもご質問しておきま

す。

これもですね、結局空港の施設というのは非

常に制約があります。様々課題もあるので、結

果的には今回この示されたものというのは、観

光に関する情報発信をやっていこうということ

ですよね。それはもちろん私も、空港に制約が

あるので、なかなかいろんなことはできないと

いうことは分かるんですけど、その情報発信と
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いうのは、もう一定今でもやっているわけです

よ。

じゃあ、何が今足りなくて、情報発信の、今

後どう情報発信をしていくのかという、そこが

そういうアイデア、提案こそが大事なわけで、

それをこの今回の調査結果を受けて、民間の調

査結果を受けて、県としてはどのように考えて

いるのかということをお示しください。

【坪内農産加工流通課長】今年度から県におい

て、食材のよさや生産者の思い、こだわりなど、

本県の食の価値や食材の持つストーリーを分か

りやすく、文章や映像として制作し、県民や観

光客の皆様にしっかりと伝えることに取り組む

こととしております。

食の情報のタッチポイントとして、空港の情

報発信は重要であると考えているため、空港関

係者自身でのさらなる情報発信の強化も促しな

がら、県で制作した記事や映像などについて、

随時、空港関係者にも共有し、県内の魅力的な

食の情報提供などに取り組んでいただけるよう、

協力をお願いしてまいりたいというふうに考え

ております。

【大倉委員】分かりました。県で映像なんかも

制作をして、空港で流すというような具体的な

取組も考えているということですね。

今回、この調査結果を見て、これ、押し並べ

て、しっかりと調査はしていただいていると思

いました。でも大事なことは、じゃあどうする

のという、そこが見えにくかったんです。これ

だけ見ていると。やっぱり調査を、この調査を

受けて、県として何をするべきかということを、

やっぱり県民の方にお示しすることが私は大事

だと思っているので、今日はご質問しました。

今日答弁いただいて、ある程度は、一定理解す

ることができました。

そのね、何でこんなことまで厳しく言うかと

いうと、そもそもこのビジョンがですね、かっ

こいいことを県はうたっているわけですよ。「Ｔ

ＨＥ ワールドクラス、世界が惚れこむ食体験」

の実現及び県民のシビックプライド醸成を目的

とした本県ならではの食の賑わいの「あるべき

姿」を明らかにするという、こういうですね、

非常にかっこいい言葉ですよ。

ですから、肝心のあるべき姿、これをしっか

り県民の皆さんに届けてもらいたいと思ってい

るわけです。

ですから、このロードマップを見ていてもね、

スケジュール感といった、スピード感もこれ大

切だと思います。ぜひですね、この事業を企画

倒れに終わらせないためにもですね、それこそ

無駄遣いと言われないためにも、しっかりと今

後取り組んでもらいたいと思います。

以上です。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【ごう委員】私からは1点ですね、農林産物輸出

の取組についてと言うことで、ちょっと確認さ

せてください。

部長説明資料の中の3ページに、この輸出の取

組について記載がございました。

現在、様々なセミナーの開催ですとか、バイ

ヤーの招聘などを行って、和牛やイチゴ、ミカ

ンなどの取組を盛んに行われているという報告

でございます。

その結果、令和6年度の成果といたしましては、

トップセールスなどの効果もあって、輸出の総

額が9億8,000万円と、対前年度比が115％の増加

というふうに、結果の方がしっかり出ているな

ということは評価したいと思います。

その中で確認をしていきたいんですけれども、

本県のこの農水産物の輸出の現状ですね、先ほ
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どまた報告がありましたけれども、香港に51％

を頼っているといった報告もございました。そ

の偏りというのは、今後いろいろと考えていく

必要があると思いますが、まずその国内で販売

をする場合と、その香港、輸出をして販売をし

た場合の価格の差というのがどれくらいあるの

かということを、まずお聞かせください。

【坪内農産加工流通課長】価格ですけれども、

概して輸出が高くというのはなかなか難しい。

イチゴであれば、輸出の方が50円高いというよ

うなことも言われておりますけれども、市場な

ので、国内が高いときもあればという話なので、

大体国内の高値のところで輸出をしていくとい

う形で、今取り組んでいるところです。

【ごう委員】はい、分かりました。

でも今後、いろんな農業の未来を考えていく

場合には、国内だけではなく、やっぱり海外に

目を向けて販売先を多くしていくということは

必要なことだと思うので、一定の取組は必要だ

とは思っておるんですけれども、じゃあ実際に、

この今、長崎の農家の方々が、じゃあ頑張って

輸出をやろう、海外で販売をやろうとした場合

にですね、本当にもうかるのかって、県として

はもうかる農業のための1つとして、輸出をやっ

ていこうと考えていらっしゃると思うんですけ

れども、本当に今後、現状もうかっているのか

どうかというのは、どのように分析されていま

すか。

【坪内農産加工流通課長】もうかっているかと

いうところですけれども、輸出を増やしていっ

て、国内の価格を上げようということにしてお

りますので、輸出自体が、直接もうかっている

かというのは、それぞれの品目によっても違う

んですけれども、できるだけ輸出を増やして、

国内の価格も維持していきたいというふうな形

を思っているところです。

【渋谷農林部長】先ほど単価の話があったんで

すけれども、課長が答弁いたしましたように、

いろいろ国内、国外、単価差があるんですけれ

ども、一例でありますと、平成29年当時、輸出

を始めるときですね、調べたときは、ビワで言

いますと、市場の単価が992円、それに対しまし

て、輸出業者が取り扱った額が1,694円で、単価

差が702円あっております。それからイチゴにつ

いても、市場単価が1,160円のときに、1,721円

ということで、561円単価差があったということ

で、当然その等級でありますとか、時期で単価

差あるんですけれども、一定、県内聞き取りを

した中では、国内の市場単価よりも少し高めで

取引をされているというご報告を受けていると

ころです。当然その単価差が、農家の所得向上

につながっているということで考えております。

【ごう委員】ご答弁ありがとうございました。

少しでもね、農家さんに利益がいくように、

やっぱりやっていかなきゃいけないと思ってい

るんですけれども、その中で私がちょっと気に

なっているのが、物流の現状です。長崎県内の

和牛にしても、ミカンにしても、イチゴにして

も、今県内のこの農産物が、どのような形で海

外に出ていっているのかなって。単純に考えれ

ば、長崎のものだから、長崎の空港から海外に

送り出した方が、経費がかからないんじゃない

かと普通に考えると思ってしまうんですね。で

も多分そうではない形で輸出されていると思う

ので、その経費、物流の経費というものが結構

大きいんじゃないかと思っているんですけれど

も、その辺りというのはどのように分析されて

いますでしょうか。

【原田農林部次長】ごう委員のご質問の経費の

件でございますけれども、単純にですね、今、
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例えば1パック、イチゴの例で申し上げますと、

500円で、国内のスーパーで売られている500円

のものが、現地、例えば香港だとかシンガポー

ルでは大体2,500円とか、そういうふうな形で売

られております。単純に考えますと、生産の場

から、大体東京、大阪、福岡の市場を経由して、

輸出業者にその業務を担わせて、向こう側の受

け取る現地の輸入業者が、検疫を踏まえて作業、

そういった経費をかけながら輸入をして、末端

に届けるといった形のルートが一般的でござい

ますので、単純に考えますと、その500円が2,500

円になるといったところのマージンも含めてで

すね、大体2,000円は、一つの例でございますけ

れども、そういうふうにかかっていると。

先ほど部長が申しましたように、輸出用に向

けては、やっぱり現地のもの、日本のものはす

ごく評価が高いということで、いいものを仲卸

の方も仕入れていただいていますので、そこで

必然的に単価差が出て、いいものを出している。

その分が農家にも還元されているということで

ご理解いただきたいと思います。

【ごう委員】分かりました。

現状としては、東京の市場でその輸出の業者

がいて、そこを中心に取引をやっているという

ことですよね。

じゃあ、例えばですよ、長崎県内で、じゃあ

今、多分農林部としても、輸出をどんどん拡大

していこうと取り組まれていると思います。そ

のためにＧＡＰを取得させていこうとかって、

そういうのもやっていると思うんですけれども、

相対的に、県内でこの輸出に積極的に取り組ん

でいる農家の皆さんというのが、何％ぐらい、

今いらっしゃるんでしょうか。

【清川委員長】しばらく休憩いたします。

― 午前１１時４９分 休憩 ―

― 午前１１時５０分 再開 ―

【清川委員長】再開いたします。

【渋谷農林部長】現在、輸出をされる方々につ

いては、輸出協議会という組織をつくっており

まして、その会員さんが51名ですが、これがで

すね、個人の会員もいらっしゃれば、ＪＡ部会

会の会員もいらっしゃるということで、その部

会の場合、例えばもう島原半島にイチゴで取り

組んでいただいていますけど、これはもう何百

人って会員になってくるもので、ちょっと積み

上げをしないと、全農家の生産している割合と

いうのは分からないんですが、ただ、生産され

ているものの一部がですね、輸出に仕向けられ

ている状況になっております。

【ごう委員】はい、分かりました。ありがとう

ございます。

いずれにしても、今後やはりその国内よりも

海外に持っていって、たくさん販売をしていく

ということが、農家さんの維持のためにつなが

っていくと思います。生産者の所得の向上につ

ながる輸出拡大を図っていくというふうに、県

の方も申しておられますので、今後やはり、ど

う利益を上げていくのかとかいうことを考えて

いく中で、例えばブランド力を高めて、もっと

高く売るとか、売る人をもっと増やして、大量

にやっていくとか、じゃあそうしたときときに

経費を少しでも安くするとか、いろんな角度か

ら考えていく必要があると思っております。私

は1点、以前から思っているのが、長崎空港を活

用した物流というのも、何か検討していく必要

があるのかなとも思っていて、それは現状はで

きないと思うんですけれども、そういった何か

別のやり方とかも模索していく必要があるので
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はないかと思っているので、例えば他部局との

連携とかで考えられないかということも、ご検

討いただきたいということを申し上げて、質問

を終わらせていただきます。

【清川委員長】農林部関係の審査の途中ですが、

午前中の審査は、これにてとどめ、午後は1時30

分から再開し、引き続き農林部関係の審査を行

います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時５２分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【清川委員長】委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、農林部関係の審査を行い

ます。

【石本委員】今、一番の話題の米についてのご

質問をしたいと思います。

今回、米騒動と言われていますけれども、消

費者の方にとっては大変な状況にあるかと思い

ますが、一方で、米生産農家からするとですね、

何て言いますかね、やっと米が見直された、そ

れからこれもよく言われることですけれども、

今回の米の値段が高いという話ですけども、こ

れも30年前のですね、米価に戻っただけの話と、

結果的に言えばですね、そういうことでござい

ますが、そこはちゃんと段取りをして、一般の

消費者の皆様に、今回の米の価格が果たして適

正なのかどうかというところをですね、しっか

り理解していただく手だてがですね、今後必要

になってくる。そうすることで、今、国も、各

国会議員からも発言が出ていますけれども、こ

の米生産農家を最終的に守る必要があるという

話が出ています。そのためには何が必要かとい

うことをですね、今後県としても、しっかり国

の要望の中でですね、提案していくべきだと思

っています。

前置きはそれぐらいにしまして、具体的に確

認をしたいと思います。

現在の米の生産量で、全国、それから県内、

どれぐらいの米の生産量が、米が生産されてい

るのかというと、あと全国の需要量及び県内の

需要量、これ概算で結構ですけれども、どれぐ

らいの量なのか、把握されているのか、確認を

します。

【山下農産園芸課長】米の生産量と需要量とい

うことでございますが、まず、全国の部分でい

きますと、国の方で示されています需給に関す

る基本方針におきましては、令和6年産の生産量、

679万トンということが示されています。

一方、需要量でいきますと、令和6年から7年

にかけての部分で、674万トンというような需要

量が示されているというところでございます。

また、県内の部分でいきますと、まず生産量、

令和6年産でいきますと、4万5,600トンというの

が6年産の生産量となっております。需要量とい

うふうな、公表されている数値はございません

が、1人当たりの消費量と人口を掛けて試算して

みますと、およそ7万トンというような数字にな

るところでございます。

以上です。

【石本委員】今の令和6年度の実績で、全国でい

けば、生産量が679万トンで、需要量が674万ト

ン、ほぼ同数ですよね。これがですね、この数

字からいくと、何とか今日の米が足りないとい

う状況にはないわけですよね。プラス・マイナ

ス大体同じような数字です。ところが、現実と

して、米が足りてない。

このほかに、今現在米が足りないということ

で、備蓄米の放出がされていますが、大体備蓄

米がプラスの100万トン程度備蓄されていると
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いうことでございます。

ですから、数字だけいくと、足らないはずが

ないんですけれども、足らないというのが現状

ですよね。

それからもう1点、長崎県でいくと、県内の消

費量が7万トン、それに対して生産量が約4万

5,000トンということで、県内だけ見ると、足り

ないということでありますので、足りない分は

県外から持ってきていると、この長崎県の消費

量ですけどね。そういう状況です。

何を言いたいかというと、国にしても、我が

県にしても、米が足らないということは、すな

わち今度消費者に米が回らないということに、

単純に言えばですね、そういうことになるわけ

です。だから、そういうことをなくすためにど

うすべきかという話でございます。

もう1つは、よく言われているのが、この今朝

のニュースでも言っていましたけど、大体この

備蓄米が放出されてからの米の価格が若干下が

ってきたということで、一般の米で4万円を切っ

た。銘柄米では、まだ4万を超えているという状

況でございますが、これがいつまで続くのか。

見通しとしてはですね、今年の米ができる頃に

は少し下がるんじゃないかという希望的観測が

ありますけれども、これは今の状況からすれば、

簡単には下がらないだろうというところですね。

なぜかというと、集荷業者であるＪＡにしても、

今の来年度、来年度というか、今年産のですね、

できてからの米を幾らで買いますよという値段

を示しいてるんですけども、もうそれが既に30

キロでは1万2,000から5,000円ぐらいの値段出

してますので、今の米の価格とですね、あまり

変わらないというか、それ以上になるんではな

いかなと、今の状況からすればですね、そうい

う見通しのようでございます。

それともう1つは、今の米の高止まりの状況の

一因として、1つは米の生産農家が販売する価格、

それを今度受託して、集めて、その業者がです

ね、小売に出す。その中間の、いわゆる流通経

費、これが入って高くなっているということな

んですけれども、そこら辺の例えば生産費プラ

ス集荷業者が集荷する、いわゆる利益の部分で

すね。それと、流通業者が取る利益、そして最

終的に小売での価格になってくるわけですけど、

そこら辺の大まかな、例えば割合ですかね。販

売価格に対する何割が、例えば集荷業者、流通

業者、例えば生産者というのが、分かればちょ

っと教えていただきたい。

【山下農産園芸課長】米の流通って、様々にな

っていますので、それぞれ流通段階のコストと

いうのは、まとめられたものはございませんが、

公表されている様々な指標がございますので、

そういったものでちょっと試算をしてみますと、

まず米でいきますと、生産者から米を集めて、

卸売業者さん等に売っていくと、集荷業者さん

が米を集めて、卸売業者さんに売っていくと、

そういったところの取引の価格の指標といたし

まして、相対取引価格というものがございます。

こちら、現状全国の平均でいきますと、およ

そ2万7,649円、60キロ当たりですが、というよ

うな数字になっております。

この価格から、およそこの価格に含まれてい

るものとして、米の買取り価格、そのあと、保

管とか、物を動かす経費とか、そういったもの

が含まれておりまして、国の方が聞き取り等で

調査した結果、この相対取引価格の中、およそ

2,000円前後ぐらいはそういった経費に回って

いるというような結果が出ておりますので、農

家さんのところに行くということになれば、先

ほど2万7,649円から2,000円程度を引いたもの
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というのが、生産者の方にいける価格になるの

かなというふうに考えております。

一方で、そのあとの流通経費、卸売業者さん

から先というのは、なかなか公表されている数

字はございませんが、例えばでございますが、

先ほどの相対取引価格、これを精米5㎏に換算し

てみたところ、およそ2,530円ほどになります。

現在、販売価格といいますと、3,800円ぐらいと、

今の国が公表している最新の情報ですと、その

差額というのが、その後の中の流通でかかって

いる費用、またその中に上乗せされている利益

ではなかろうかなというふうに考えております。

【石本委員】なかなか米の流通は複雑でですね、

今、説明聞いても、私もちょっとぴんとこない

んですけども、なおさら消費者の方はですね、

この米の価格がどのようになっているのかとい

うのは、ほとんど分かりづらいと思っているん

ですね。やっぱり、ここをしっかりと消費者の

皆様に、生産から流通を通して消費者に行くま

での分かりやすいね、指標というか、大体農家

の手取りがこれぐらいで、中間の業者で集荷業

者、それから流通業者、それから小売とあるわ

けですけども、大体大まかにどれぐらいの割合

で、その米の価格の中でですね、割合がどれぐ

らいだというのは、きちんとやっぱり今後、知

らせていく必要があるなと思います。

それともう一つは、米が今高い高いと言われ

ているんですけど、本当にその分だけ農家の手

取りとしてですね、どれぐらい手取りとして増

えているのかというのも、やっぱりちゃんと試

算を県としてする必要がある。というのは、米

の価格が高くなったと言われていますけれども、

実際農家の手取りはですね、私も換算して、計

算したわけじゃありませんけども、上がってな

い。むしろ、肥料農薬とか資材費が上がりまし

て、逆に手取りはですね、下がるとは言わんけ

ど、逆に言えば、普通に言えば、小規模農家で

言えば、下がっているんじゃないかなと思って

います。大規模農業ですればですね、幾らかも

うけが上がっているかも分かりませんけども、

やっぱり中小規模の農家に言わせると、手取り

はそれほど上がってないんじゃないかと、逆に

マイナスになるんじゃないかなと思ってます。

そういったところをしっかりとやっぱり開示

しないと、消費者も納得いかない。いや、これ

だけ高くて、もう少し何で安くならないのかと

いうのが、もう当然消費者の思いなんですけど

も、いやいや、中身はこうですよというのをし

っかりと開示をして、それならやっぱり今、米

の再生産していたら、いわゆる米農家を守って

いくためには、これぐらいの価格が妥当なんだ

なというのを理解してもらう、いわゆる基準と

いうのをね、しっかり作っていかなければなら

ないと思うし、国に対しても、やはりこの今回

の米が足りないというのは、国の政策の問題と

思っています。

今後、生産農家を守り、この食料を守るとい

うことは、ただ単に米の生産農家を守るという

ことだけじゃなくて、やっぱり食料安全保障に

直結する問題です。

何が何でも、この食う米がなくなればですね、

今、本当にテレビでも、米のよさが分かったと

かですね、自分たちは米が好きだから、どうし

ても食べたいんだと。そしてまた米を安くして

ほしいという声がですね、ニュース等で見ます

けども、さっきも言いましたように、1つよかっ

たのは、その米のありがたさを再認識させてく

れたのが、今回の米騒動じゃないかなと思って

いますので、今後はやっぱり国がしっかりと、

どういう形になるか分かりませんけども、ある
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一定の価格は、政府がきちんと守る、守るとい

うか、支えるというような、やっぱり政策が必

要だなと思いますけど、県としてどのように考

えていますか。ちょっとお伺いしたい。

【山下農産園芸課長】まず米農家がやっていけ

るという持続可能な米の生産環境をつくってい

くというのは、非常に重要かなと考えておりま

す。

先般の政府政策要望におきましても、まず1点

目としては、やはり肥料等が高騰している中で、

適正な価格形成がつくられる環境をつくってほ

しいと、そういったことも要望させていただい

ておりますし、一方でやはり、生産面でいきま

すと、生産性を上げていくとか、省力化を進め

ていくというようなことも必要でございますの

で、そういったこともお話をさせていただいた

というところでございます。

そういった中で、国の方におきましても、現

在この持続的な環境に向けて、今後、米の価格

の在り方等についても検討していくと。また米

の政策についてはですね、水田政策も含めて、

今後見直しを行っていくというような方針が示

されておりますので、県としましても、その辺

の情報収集をしっかりしまして、必要なときに

はですね、県の状況等をお伝えしてですね、そ

ういったものを反映していっていただければな

というふうに考えているところでございます。

以上でございます。

【石本委員】今、答弁もありましたけど、全国

的に見ると、やっぱり米の生産する方々を守っ

ていくというか、いわゆる必要な食料を得るた

めの最低限のですね、舵というのは確保しなけ

ればならないということと、あと1つは、本県で

考えたときに、ご承知のとおり、この水田面積

はですね、多分減ってきていると。減ってきて

いるというか、米を生産する田んぼが減ってき

ている。いわゆる今、何て言いますか、ＷＣＳ

とかね、飼料米等に転換をして、米を作らんけ

ども、飼料作物を作ってもらうということで、

何とか水田を確保しているという状況ですけど

も、ここでまた米の値段がですね、下がったり、

資材が上がる一方ですね。そうすると、もうこ

こでやめようかというのが大半のいわゆるお歳

を取られた農家のですね、考えだったんですけ

ども、この今回の米価によって、少し希望が見

えて、もうちょっと頑張ってみるかなと、今年

いっぱいでもうやめようと思った方が、もう1年

米を作ってみようかとか、今までＷＣＳ、飼料

米を作っていたけども、米に換えてみようかと、

そういう動きが少しあってるんですね。実際。

そこで、本当にこれまで猫の目農政と言われ

ましたけども、今回はこれで、何て言いますか、

生産を抑制しますよと、来年からはまた増産し

ますよというふうにですね、簡単に国は言うん

ですけども、現場においてはなかなかその1年で

ですね、増やしたり減らしたりというのはでき

ないです、実際ですね。だから、そこをしっか

りと考えて、長崎県ではどうすべきかという方

針を、しっかり農林の方ではですね、つくって

いただいて、その見通しができる米生産農家と

して、将来を見据えて、安心してですね、米づ

くりができるというような政策を、やっぱりし

っかりつくっていかなければならないと思うし、

国に対してもですね、そういう地方の声という

か、中小規模のですね、小規模農家の、やっぱ

りこれをなくすと、大規模農家だけでは絶対米

の生産をですね、日本全国で必要な量を賄うこ

とはできない。やっぱりそこに小規模農家、中

規模農家がいて、初めてできているわけですの

で、やっぱりそこを潰してしまうと、本当のこ
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の日本の食料安全保障にですね、大きな問題が

生ずるという状況にあると思いますので、県内

の現実もしっかり状況を把握しながら、国に対

してもしっかりとですね、要望していただきた

いと思っていますので、農林部長、何かありま

したら、お願いします。

【渋谷農林部長】ただいまの、石本委員の方か

らお話がありました米の問題について、今注目

をされておりまして確かに消費者からすると、

今高いと言われているんですけれども、今度、

下がってくると、長崎県の現状で言うと、今ま

でが、全く生産上がってなかった状況でござい

ます。ただ、適正価格かどうかというと、もう

米ほどですね、生産のコストが違う品目ありま

せんで、新潟辺りの大規模なところでいくと、

ものすごく長崎県からすると、極端に生産コス

トが低いということがあります。その中で今後、

国の方も米の値段が落ち着いた後に、米の政策

についてはしっかりと生産者が、将来を見据え

て生産できるような方針を出していくというこ

とが言われておりますけれども、やはりこのコ

ストの違いと、中山間地が多い長崎県の実情等

もですね、しっかり国にも伝えながら、今後、

長崎県内の農家の方も、将来の希望を持ってで

きるように、支援ができるように、国とも話を

していきたいと思っております。

以上です。

【石本委員】よろしくお願いしますけども、も

う一点ですね、ちょっと言い忘れましたけど、

以前、農業団体ではですね、もう40年、50年前

かな、ぐらいは、いわゆる米の価格を決定する

ときに生産費を調査していました。米、麦から、

牛、豚、ミカン、桑とかですね。それを基に、

生産費を基に、プラスアルファの値段で国に要

請をして、価格を決定していたわけですよ。だ

から今、そこがまたですね、そういうふうに見

直しじゃないけども、やっぱり原点でどれだけ

その生産コストがかかっているのかというのを

やはり把握していかんと、そこが今、我々もそ

うですけど、我々というか、ちょっとしか作っ

てませんけども、実際、何て言うか、労賃とい

うのは見てないんですよね。見てない中での米

の値段ですので、そこをしっかりと、労賃も見

たとこで、農家がですね、米で食べていけると

いうような、やっぱり所得を確保することが大

事と思いますので、そこら辺の最終的、最終的

というか、しっかりとしたそのコストを把握し

た上でのですね、いわゆる米価というものので

すね、見直しというか、消費者に理解していた

だく手だてをしっかりと構築していく必要があ

ると思っておりますので、よろしくお願いしま

す。

以上です。

【清川委員長】委員長を交代します。

【白川副委員長】ほかにご質問はございません

か。

【饗庭委員】では、何点か質問をさせていただ

きたいと思います。

部長説明の中の新規就農者について、ちょっ

とお伺いしたいと思います。

ご説明があったように、今回は要件が緩和さ

れ、親元就農者、経営継承者が支援を受けやす

くなったということでございましたけれども、

地元でも新規就農者を増やしていまして、移住

してきた方がですね、新規就農の支援を受けよ

うとしたときに、なかなか支援がうまく受けら

れなかったというようなお話を聞いたところで

ございます。

そういう中で、今回緩和もされいてますけれ

ども、もともとどのような支援があるのか、お
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伺いします。

【村上農業経営課長】新規就農希望者に対して

の国の支援でございますが、大きく3つほどござ

います。いずれも49歳以下の方が、対象となり

ますが、まず1つは、就農に向けて必要な技術を

習得する研修期間の機器に、最大年間150万円、

最長2年間交付することができる就農準備資金

と、新たに経営を開始する際に、年間150万円を

最長3年間、資金を交付する経営開始資金、また

就農後の経営発展のために、必要な機械とか施

設の導入について、補助対象事業費1,000万円を

上限としまして、最大で国が2分の1、県が4分の

1を支援する経営発展支援事業、この3つがござ

います。

【饗庭委員】はい、分かりました。

その中で、やはり年齢制限もあるからかなと

思うんですけれども、この49歳以下というとこ

ろを、今後は国にもっと、今いろんなところで

年齢層を広げているというところもありますけ

れども、新規就農者を増やすという観点からは、

その年齢に関しては、県としてどのように考え

るのか、お伺いします。

【村上農業経営課長】対象となる年齢が49歳以

下ということで、例えば今年度でいきますと、

令和6年度の長崎県の新規就農者は235名いるん

ですけども、そのうちの約8割近くがこの49歳以

下になっておりますので、幅広く、定年帰農者

も就農されていますけれども、一定、8割ぐらい

はですね、この49歳以下の方が就農されている

ということを考えると、この年齢規模というの

は、一定、ある程度適正な年齢層かなというふ

うに考えております。

【饗庭委員】ちょっと地元の方が、おいくつだ

ったかまで、ちょっと把握できてないところで

すけれども、そういうのもあったのかなとちょ

っと思ったところです。

もう1点は、移住された方に、地元の農業をし

ていた方が、継承したいんだけれども、よそか

ら来た人にはなかなか継いでほしくないという

ことで、農地の確保が非常に難しいというよう

な状況もあるというふうに聞いてるんですけれ

ども、その移住者が農地を確保できるような、

何か支援があれば教えてください。

【村上農業経営課長】移住者も含めた就農希望

者のサポート体制ということでいきますと、ま

ず1つ、県としての体制としましては、長崎県の

新規就農相談センター、こちらは諫早の方にあ

りますけど、就農希望者に対しまして、農業の

技術や農地、各種支援制度など就農の相談にか

かる対応をワンストップでやっているものがあ

ります。そのほか、振興局ごとに地域就農支援

センターというのを設置しまして、市町や農業

団体と連携をしながらこの地域における就農相

談から、就農後のフォローアップを取り組んで

いるところでございます。

用地の確保につきましても、この地域就農支

援センターにですね、市町ですとか、農業委員

会も入っておりますので、一緒になって検討し、

紹介しているという状況でございます。

【饗庭委員】なかなかその一方で農地確保が難

しいんですけれども、また耕作放棄地も地元で

増えておりまして、農地確保は難しいし、耕作

放棄地は増えているし、その辺りを何か調整で

きたらいいんじゃないかというふうにも、ご意

見をたくさんいただくんですけれども、耕作放

棄地が今現状どうなっているのか、把握してい

るところを教えてください。

【村上農業経営課長】耕作放棄地ですけども、

現在、耕作放棄地というのは農林業センサスの

調査で、2015年まで調査をしていたものでござ
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いますが、現在は農業委員会が毎年行っている

荒廃農地調査と言われておるような調査を行っ

ているところでございます。

この調査によりますと、令和5年の本県の荒廃

農地につきましては、約1万4,000ヘクタールと

なっております。その中の内訳としましては、

再生可能な農地と再生が困難な農地というふう

に分類をしておりますが、この再生可能な農地

が約3,200ヘクタール、一方、再生困難な農地と

いうのが1万800ヘクタールほどというふうに整

理をしているところでございます。

【饗庭委員】なかなか、だから農地確保をする

のに、耕作放棄地からそのまま農地にいっても、

なかなか移住してきた方には難しいのかなとい

う思うんですけれども、せっかく移住してきて

いただいて、何かやる気があるという方がです

ね、だんだん農業に携われないというか、もう

この支援がないとやっていけないと言われてい

るという状況の中では、やはり先ほど言われた

ワンストップ相談窓口というものに相談してい

くことが重要かなと思うんですけれども、そう

いう辺りを、やはりもっと何ですかね、皆さん

に知っていただくことが必要かと思いますが、

県としては、こういうところに来たらいいよと

いうような、この就農を希望する方だけではな

く、移住してくる方にもですね、知っていただ

くことが必要かと思いますが、その辺りの考え

を教えてください。

【村上農業経営課長】委員ご指摘のとおり、先

ほどご説明しました県の新規就農相談センター

ですとか、地域就農支援センター、こういった

体制を整備しているところでございますけども、

結構希望を持つ方々に十分に情報が届いていな

いというところも一定あるかと思いますので、

この情報発信の強化を図っていく必要があると

認識しております。

【清川委員長】委員長を交代します。

【饗庭委員】分かりました。

続いて、農林産物輸出の取組についてお伺い

したいと思います。

午前中は別の質問もあっておりましたけれど

も、この中で、知事がトップセールスをして、

前年より115％増加したということかと思いま

すが、知事はあちらこちらにトップセールスは

されておられるというふうに把握していますけ

れども、この件に関して、具体的なトップセー

ルスの効果というものを教えてください。

【坪内農産加工流通課長】具体的に申しますと、

昨年10月のサンフランシスコでのトップセール

スの取組を通じて、長崎和牛指定店が1店舗増加

するとともに、当日招聘された指定店の顧客が

ある飲食店等からの引合いが強くなり、取扱量

が大きく増加したところでございます。

この結果でありますけれども、令和6年度のア

メリカ向け長崎和牛の輸出額は約6,100万円と

なり、前年比250％の増加したところでございま

す。

また、現地指定店からは、長崎和牛の生産地

に対する理解を深め、さらなる販路拡大に取り

組みたいとの意欲的な声をいただいております。

今後はトップセールスの成果を基にして、現

地指定店の産地への招聘や、食肉卸会社や輸出

入商社との連携を強化し、海外の長崎和牛指定

店の拡大によるさらなる輸出拡大に取り組んで

まいりたいと考えております。

【饗庭委員】分かりました。

その中で、今後、どこに向けて、長崎和牛を、

何ですかね、輸出を拡大していきたいと考えて

おられるのか、お伺いします。

【坪内農産加工流通課長】今後もですね、今ま
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で香港がメインだったんですけども、今後はそ

こに偏りすぎるというのもありますので、タイ

とかシンガポールに向けてですね、重点的に輸

出を増やしていきたいというふうに思っており

ます。

【饗庭委員】分かりました。

もっともっとたくさん展開した方がいいのか

なと思うんですけれども、そこを基準に多くの

国へということで理解していいですかね。はい、

分かりました。

では次に、長崎・食の賑わい創出プロジェク

トの調査結果について、午前中、質問が大体あ

っていたので理解できたところですけれども、

空港と食について、ちょっとお伺いしたいとい

うふうに思います。

空港と食の中では、今後は情報発信と食体験

の提供みたいな形になっておりますけれども、

この中で記載されている事例では、もう空港自

体が目的地となるような交流拠点とか、未来の

食を守る施設としての機能というところがあり

ましたよというお話だと思うんですね。長崎で

も、何かしら長崎県の窓口になりますから、も

っとこう考えることが必要かと思いますけれど

も、その辺りはどのように考えているのか、お

伺いします。

【坪内農産加工流通課長】空港の話でございま

すけども、空港の食の賑わいの創出については、

空港に到着した利用者への魅力的な県内の食の

情報の提供と、空港を出発する利用者へ、長崎

の旅の余韻を最大化するための食体験の提供の

両輪で必要があると考えているところでござい

ます。

一方、現在の施設で、今以上の食の賑わいを

創出していくためには、火気の使用やさらなる

スペースの確保など、物理的な制限があるのも、

今の現状でございます。

今回の調査に加え、例えば、ターミナル機能

の適切な受入れ体制が確保できるかなど、食以

外の部分で空港として必要な機能の確保を、併

せて検討する必要があると思っております。ま

ずは関係部局としっかりと協議を進めてまいり

たいというふうに思っております。

先ほどと同じようにもなりますけれども、併

せて食の情報のタッチポイントとして、空港で

の情報発信は重要であると考えているため、空

港関係者自身でのさらなる情報発信強化も促し

ながら、県で作成した記事や映像などについて

は、随時空港関係者も共有し、県内の魅力的な

食の情報提供などに取り組んでいただけるよう

協力をお願いしてまいりたいと考えております。

【饗庭委員】せっかく調査をしたのでですね、

もうちょっと何か具体的なところが考えられな

いのかなと思うんですけれども、今の設置とい

うか、広さとかはですね、もう十分、分かった

上でしょうから、その辺をもっと具体的に考え

る必要があるかと思いますが、再度お伺いしま

す。

【坪内農産加工流通課長】せっかく、お土産な

どがたくさん売ってある場所もありますので、

そのお土産に向けてですね、我々は今回、情報

発信をしていくつもりでおりますので、そんな

お土産に向けたストーリーが少しでも提供でき

ればいいなというふうに考えておるところでご

ざいます。

【饗庭委員】ぜひ魅力のあるですね、食と空港

になるようにしていただきたい。

もう一つ、国際線の方もですね、もっと魅力

ある、何ですか、もうお土産屋さんも、何か、

何となく閑散としているような感じもするので、

その辺りも部署連携して、していただければと
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いうふうに思います。

最後にですね、諫早湾干拓事業のフラップゲ

ート設置について、お伺いしたいと思います。

午前中、ご説明は受けたところでございます。

総額100億円をかけてされるということですけ

れども、これの完成予定はいつぐらいだという

ふうに、国から言われているのか、お伺いしま

す。

【髙石農林部政策監】フラップゲートの計画で

すけれども、国の方ではですね、来年の秋に着

工して、再来年の春に完成を目指しているとこ

ろと伺っておりますけれども、現在国と関係機

関の方で協議をしておりますので、詳細の計画

につきましては、まだ確定していないというふ

うな状況でございます。

【饗庭委員】まだ確定はしていないということ

ですけれども、なるべく早くということで、県

としても要望をしていただきたい。

もう一つですね、何か泥を流出させないよう

な対策を講じることが要望されていて、行うと

いうことですけれども、これを行うことによっ

て、この漁業者の皆さんが納得して、今後開門

しなくてもいいというふうに思っていただける

と考えているのか、お伺いします。

【髙石農林部政策監】こちらの調整池からので

すね、上水、なるべく濁りの少ない水を出して

くださいということで、漁業者の皆様から国に

対して、かねてから要望がありました。国は、

それに対する答えとして、今回のフラップゲー

トの計画を示しております。

具体的な構造ですとか、大きさですとか、そ

ういったものはこれからまさしく協議を進めた

後、確定することになりますので、その段階で、

さらにその効果をですね、どういうふうに把握

していくのか、そういうのをしっかりと国と連

携しながらですね、漁業者の皆さんが納得して

いただけるような成果が出せるように頑張って

いきたいと考えております。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【千住委員】1点質問です。

今年の夏、また猛暑が予想されておりまして、

猛暑になりますと、また米、野菜、果実、様々

影響を受けると思うんですけども、今年のです

ね、予想がもう猛暑というというところで、実

際猛暑による影響等をですね、どう今考えられ

ていてですね、それに対しての取組とか、ある

いは支援策とかありましたら、お聞かせくださ

い。

【清水農業イノベーション推進室長】近年を含

めてですね、今年の今後の予想という格好に、

予想が出ておりますけれども、生産現場におき

ましては、高温と気候変動の影響ということで、

例えばミカンにおけます日焼け果による品質低

下であったり、イチゴにおける冷蔵処理を行わ

ない育苗においてですね、花芽分化の遅れによ

る年内出荷の低下であったり、アスパラガスに

おいても、高温障害等による出荷量の低下など

の影響が出ているということと、今後もそうい

う影響が予想されるというような状況でござい

ます。

そのため、県におきましては今年度からです

ね、長崎気候変動総合対策事業に取り組んでお

りまして、例えばミカンの空調貯蔵システムや、

イチゴの冷蔵コンテナ、アスパラガスの高畝栽

培への転換、あと遮熱資材への導入支援、こう

いったところをですね、園芸、農産、畜産の各

分野において、こういう高温対策等々の対策に

係る産地への導入支援を行っているところでご

ざいます。

あわせて、新技術や新品種の調査に加え、施
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設園芸での遮熱素材の検討や、夏季の高温に強

い品種の選定などの現地実証で、イチゴの気候

変動に対応した安定生産技術の確立などの研究

開発についてもですね、あわせて進めていると

ころでございます。

これらの取組で得られた成果におきましては

ですね、できる限り早く現場に普及を進めるこ

とで、あわせてですね、高温等に対策、技術情

報、こういったところもですね、提供しながら

気候変動に強い産地づくりを推進してまいりた

いと考えております。

以上です。

【千住委員】はい、ありがとうございます。

本当、適応策とかもですね、非常に重要にな

ってくると思います。確かに対策でですね、農

家さんも一生懸命やられているんですけど、な

かなかもう余裕がない、農家さんもですね、余

裕がないということでありますので、その辺り

もですね、十分リードされながらですね、今後

ちょっと対策を練っていただきたいと思ってお

りますので、よろしくお願いします。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【宮本委員】それでは、農林部関係の議案外所

管事項について、質問をさせていただきます。

現在ですね、佐世保市の宇久島において進め

られています宇久島太陽光発電事業、宇久島メ

ガソーラー事業について、お尋ねをいたします。

この宇久島の太陽光発電事業については、地

元住民の方々のですね、多くが宇久島の将来を

見据えて、前向きな取組であるという受け止め

方をされていらっしゃいます。あわせて過去に

はですね、地元の方々から事業者に対して、事

業を早く進めてくださいというような嘆願書も

提出されている、これも事実であります。

島のですね、全体の約7割に当たる住民の方々

が、この事業に対して賛同している。そしてま

た、将来の地域活性に向けて期待をされている

ということは、現状であると認識をしておりま

す。

また一方で、事業者のホームページを見てみ

ると、いろいろな事業と同時に、この太陽光発

電事業を通した地域貢献活動についてもですね、

計画をされていらっしゃいます。展開もあわせ

てされていらっしゃるという現状があると。

そして、地元住民を中心にですね、やっぱり

今後の宇久島を何とかせんばいかんということ

で、一般社団法人も設立されているという状況

です。

このようなことを見ても、この宇久島の太陽

光発電事業というのは、地域の未来にとって重

要であるということは明らかであると私は考え

ており、県としてもですね、この意義を正しく

捉えていただきたいというふうに考えています。

ただ、一方では、現在工事は進められている

んですが、令和元年の8月29日に許可された林地

開発申請についてですね、約3年前に変更申請が

出されているにもかかわらず、いまだ許可が下

りていないという状況です。工事の進捗にです

ね、やはり支障が出ているという現状なんです。

この背景で、いくつか質問をさせていただき

ます。

まず、先ほど申したとおり、変更申請が提出

されてから、約3年間経過しているんですが、許

可が下りていないという状況で、この長期間に

わたる停滞によって、いろんなところで支障が

出ていると、もちろん工事進捗にも影響が出て

いるということ。

そこでですね、これまでの期間、この3年間に

おいて、長崎県と事業者との間で、どのような

やり取りを行ってきたのか、具体的にどんな協
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議内容、確認事項、あるいは指示などを行って

きたのかをですね、時系列も含めて、できるだ

け丁寧に説明を求めたいと思います。

【松尾林政課長】宇久島の太陽光発電事業につ

きましてはですね、全体をＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄとい

う4つのブロック、工区に分けまして、林地開発

許可申請が出されておりまして、その変更許可

申請書を、Ａ工区は令和4年の8月の10日に、そ

してＢ、Ｃ、Ｄという工区につきましては、令

和5年の3月22日に受理をしております。

県としましては、受理後、速やかに申請内容

を確認しまして、具体的には防災施設の考え方

であったり、洪水調整池の河川への安全流下で

あったり、緑化工の施行方法等々について、今、

事業者と継続して協議を進めているところでご

ざいます。

以上でございます。

【宮本委員】具体的にありがとうございました。

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、4つ工区があって、Ａについ

ては令和4年8月10日受理、そして、Ｂ、Ｃ、Ｄ

については、令和5年の3月22日に受領をしてい

ると。

要は県の考え方とするならば、先ほどの答弁

のとおり、現在も意見交換をやっている。その

3年間、すみません。確認です。3年間、ずっと

事業者とのやり取り、意見交換をしてきたとい

う受け止めでいいのか、再度確認をさせていた

だければと思います。

【松尾林政課長】委員おっしゃるとおり、今、

内容について、個別審査基準にのっとってです

ね、事業者とその計画内容について、具体的に

やり取りをさせていただいて、協議であったり

補正指示であったり、あとはメール等々でずっ

とこれまでもやってきているところでございま

す。

【宮本委員】はい、ありがとうございます。や

はりこのような大規模な、何て言うんですかね、

開発になれば、やはりこれくらいの年月という

のは、かかるんでしょうかね。この3年というの

が、長いのか短いのか、私の認識としては、ち

ょっと長いように感じるんですが、やはりそれ

はもちろん双方の折り合い、許可に至るまでの

基準に至らなければ、時間はやっぱりかかるん

でしょうけれども、なかなかそこに至っていな

いという理解でいいのか、再度確認をさせてく

ださい。

【松尾林政課長】内容につきましてはですね、

その案件ごとに様々で、実際ございます。です

ので、長いか短いかということになると、なか

なか一概にはお答えしかねるところがあるんで

すが、実際の問題、やっぱり委員おっしゃった

とおり、この案件というのは、かなり広大な面

積、全体は700ヘクタールぐらいの面積のうちの

約1割が森林に係る部分で、その部分を審査させ

ていただいておりますけど、しっかりとその防

災施設等を吟味していくということで、事務時

間はかかっているというような形でございます。

以上です。

【宮本委員】課長、ありがとうございました。

その700ヘクタールのうち1割が、林地開発許

可にかかっているという状況も、改めて確認を

させていただきました。

あと、先ほどご答弁いただいた中で、やはり

防災について、防災施設、これはやはり開発に

とっては非常に重要です。防災計画と環境の対

応、これはやっぱり非常に重要であると、私は

もちろん認識はしているんですが、まずそれに

ついてちょっとお聞きしたいんですけれども、

昨年になりますが、熊本県立大学の島谷幸宏特

別教授からですね、県そして関係機関に対しま



令和７年農水経済委員会（令和７年７月１日）（未定稿）

- 110 -

して、宇久島メガソーラー事業に関する提言書

というものがですね、出されています。提出さ

れています。

この提言書の中でですが、この宇久島の太陽

光発電事業が、宇久島の自然環境とか生活イン

フラに与える影響について、分析が細かく行わ

れています。そしてまた、具体的な緩和策とか、

新しい視点というものもですね、盛り込まれて

います。

ちょっと具体的に紹介させていただくと、従

来の防災施設にあるようなコンクリート型の調

整池を設置するのではなくて、田んぼダムであ

ったり、自然地形を活用したものについて、島

全体の自然環境、自然循環、水資源に配慮した

総合的なアプローチというのがですね、取るべ

きですという提言がなされているんですね。あ

わせて、島谷先生は地下水、宇久島は地下水が

豊富ですので、地下水を守る保全ですね、であ

ったり環境保全、地域資源の循環といった新し

い考え方も取り入れながら、産学官が協働して

いくと、連携していくと、そして住民の方々に

対しても報告会を開催をして、開かれた形で事

業を展開をし、問題を共有・解決していく取組

が大事ですというような指摘もされていらっし

ゃいます。

こうした取組をですね、継続、そして着実に

展開していく、推進していくためにはですね、

例えばになりますが、県とか学識有識者などの

関係者が、県と協定書を結ぶと、締結して共働

の方針であったりとか、情報の共有の場を制度

的に明文化していくということ、それによって

信頼性と透明性が担保できるというようなこと

が重要でないかというふうに考えているところ

です。

そこでなんですが、この島谷先生の提案内容

について、県としてどう受け止めているのか、

まずこの受け止めとですね、あわせて先ほど私

が申しました協定書の締結といった具体的な共

働の枠組みづくりについて、県としての考え方

をお聞きさせていただきます。

【松尾林政課長】教授から提案のあったですね、

内容につきましては、流域治水という、流域全

体で水害対策を行うという新しい視点の考え方

ですので、林地開発許可基準と照らし合わせま

して、林野庁とも協議しながらですね、必要な

基準を満たしているかについて、審査をしてま

いりたいというふうに考えております。

また、協定締結につきましてはですね、当課

は林地開発の許可の申請を審査する側の立場で

すので、許可権者としての立場としてのその協

定締結というのは、難しいというふうに考えて

ございます。

以上です。

【宮本委員】ありがとうございました。

確かに流域治水という考え方というのは、新

しい視点であるということはですね、理解をし

ております。

林野庁ともですね、先ほどおっしゃっていた

だいたとおり、ご答弁いただいたとおり、林野

庁とも連携を取っていただいて、この視点がど

うあるのかというのは確認をしていただいて、

事業者ともですね、様々な意見交換をしていた

だきたいということをあわせて要望させていた

だきます。

協定書については、おっしゃっていただいた

とおり、なかなかちょっと厳しいんだろうなと

いうのはですね、ご答弁いただきました。

そうですね、他県、ほかの地域では結んでい

るところもあるということも聞いておりますが、

許可を出す県としては、なかなか厳しいという
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ご判断もいただいたところです。

引き続き、こういった新しい視点もですね、

どうか加味していただきながら、引き続き県と

ですね、そしてまた事業者と様々な意見交換の

場を設けていただきたいと思いますが、この件

につきまして、課長、いかがですか。

【松尾林政課長】教授のですね、島谷教授のそ

の提案につきましては、しっかりと県としても

ですね、提案のあった6月6日にですね、提案を

先生からいただきまして、6月25日の方には、事

業者の方にこういう新しい考え方あるというこ

とで、提案をお渡ししてですね、さらに12月に

は、地元で現地検討会をされたというふうに伺

っておりますので、またしっかりと勉強しなが

ら、進めてまいればというふうに考えておりま

す。

【宮本委員】はい、ありがとうございました。

最後、ちょっと部長にお聞きしたいんですけ

れども、この宇久島太陽光発電事業につきまし

て、先ほど申したとおり、地域振興策も様々盛

り込まれています。再生可能エネルギー、今、

エネルギー自給率が日本としては非常に低下し

ているということを鑑みても、太陽光発電事業、

非常に重要であるというふうに考えております。

長崎県としても、そしてまた日本としてもです

ね、非常に大事な観点かと思います。

改めて部長、この宇久島太陽光発電事業につ

いてのお考え、ご意見などですね、お聞きさせ

ていただければと思います。

【渋谷農林部長】委員から、お話がありました

ように、太陽光発電等、自然のエネルギーを活

用していくというのは、非常に大事だと思って

おります。

一方でですね、うちは許可を出す部分につい

ては、やはり法律に基づいてしっかり出さない

といけないという部分がありますので、島谷教

授のご提案についてもですね、法律に合ってい

るのかどうか、まずそこは考え方が、やっぱり

法律に適合していなかったら、許可は出せない

というのが大原則でございますので、自然のエ

ネルギーの大事さは分かりながらも、やっぱり

ちゃんと法律に基づいて許可を出していくとい

う姿勢は、しっかり堅持していきたいと考えて

おります。

【宮本委員】部長、ありがとうございました。

ごもっともですね。法にのっとって許可を出し

ていただき、そしてまたこれが、今後の離島振

興のですね、大きな一助となるということを確

信し、質問を終わらせていただきます。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【初手委員】それでは、2点ほど質問をさせてい

ただきます。

まず1点目は、新しい取組として集落産地サポ

ート事業というのを取り組まれて、スタートを

いたしております。この事業につきましては、

集落産地で課題となっている人口減少、高齢化

に対し、作業のアウトソーシング化を支援する

ことにより、集落産地の維持活性化を図るとい

うことで、目的を定義されております。

4月、新しい予算でスタートしたわけでありま

すけども、地方においてはですね、中山間地域

もございますけれども、かなり面積的には狭い

ところもありますし、こういう事業がどこまで

可能なのかということも、非常に疑問点を持っ

ています。

ただ、地元の皆様におかれましては、やはり

もう高齢化が進んで、このままの状態で後継者、

あるいは何らかの手だてを打っていかなければ、

耕作はもうできなくなるんじゃないかというふ

うな、そういう危機感もお持ちでございます。
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これについては、外部委託化の推進と、それか

ら集落とサービス事業体とのマッチング支援、

スマート技術の導入環境整備という大枠的なも

のの取組を挙げてございますけれども、現時点

でですね、この辺の取組の具体的な取組をどの

ようにされておられるのか、まずお尋ねをいた

します。

【三溝農山村振興課長】集落産地サポートの現

在の取組状況でございますが、まずこの事業を

推進する農村サポートセンターというものの、

今、準備を進めているところでございます。そ

れから今年度ですね、外部委託で、集落のです

ね、作業を外部委託するということで、そのモ

デル的なですね、集落を2つ選定して、取り組む

予定にしております。

今年度につきましては壱岐市と波佐見町の方

で、ラジコン草刈り機を使った草刈り作業です

ね、これをモデル事業として行う予定にしてお

ります。

以上でございます。

【初手委員】ありがとうございます。

そうしますと、モデル地区をまずつくって、

その取組の状況を見ながら、次年度により広げ

ていくという捉え方でよろしいのでしょうか。

そうしますと、今年の2地区を選ばれたという、

その基準と言いますか、判断するラインという

のは、どういったところにあるんでしょうか。

【三溝農山村振興課長】まず、第1点目にですね、

今回のそのモデル事業なんですが、草刈りで実

際どのくらい、例えば作業に時間がかかるとか、

どういう場所でどういう時間がかかるとか、問

題があるかとかというのと、あと手順関係です

ね。それとあと料金についても、いろいろまち

まちですので、その辺りについてもですね、い

ろいろ調査をしたいということで考えておりま

す。

今回、壱岐とですね、波佐見町の方を選定し

ていただいた理由は、1つにですね、ラジコン草

刈り機をお持ちである、壱岐の方は集落営農法

人の方、それから波佐見町についてはですね、

個人の方がラジコン草刈り機を持たれていて、

その辺りでですね、一応、壱岐と波佐見という

ところを選定しております。当然、壱岐と波佐

見ではですね、地形的にも違う形も出てきます

し、条件的にも違いますんで、その辺りをです

ね、しっかり調査させていただいて、次年度以

降にですね、この取組をできるだけ次年度に広

げたいと思っておりますので、その調査という

ことで今年度実施をさせていただいています。

以上でございます。

【初手委員】はい、ありがとうございました。

次年度に向けて、次年度からある程度具体的

にというか、もう少し範囲を広げてということ

で理解してよろしいのでしょうか。

【三溝農山村振興課長】委員おっしゃられたと

おり、今年は一応実証ということでさせていた

だいてですね、来年以降ですね、できるだけ県

下各地にですね、この取組を広げていきたいと

いうことで考えております。

以上でございます。

【初手委員】はい、理解をいたしました。

先ほど申しましたように、波佐見地区の地形、

そしてまたほかの山間部の地形というのは異な

っておりまして、それぞれにいろいろないい面、

悪い面があるかと思いますけれども、ぜひ今年

度の取組でですね、2地区を対象にしながら、調

査をしていただいて、来年度はできるだけ多く

の地域にですね、この機能を使えるようにして

いただくことが、まずは人口減少、そういう集

落のですね、高齢化に対応する1つの方法だと思



令和７年農水経済委員会（令和７年７月１日）（未定稿）

- 113 -

いますので、ぜひ積極的に取り組んでいただき

たいと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

次に、2点目ですけれども、実は基幹農道川棚

整備地区の関係について、完成予定について、

お尋ねをしたいと思います。

今まで、この事業につきましてはですね、過

去の経過で、当初、平成22年から30年の工期で

設定をしてありました。その後、計画変更で、

平成28年の計画変更で、平成22年から令和6年に

変わっております。令和5年の計画変更で、平成

22年から令和8年ということで変更になってき

た経過がございます。

これにつきましては、物価高騰とか、あるい

はその地形的な問題で延びてきたというふうに

お聞きをしておりますけども、残された事業ベ

ースもですね、大分少なくなってきましたので、

ぜひ早期の完成を常にお願いをしてるんですけ

ども、今の時点で完成のめどと言いますか、そ

の辺につきましては、いつ頃になるのか、確約

的なというのか、はっきりした時期として位置

づけられるのか、ちょっとその辺についてお尋

ねいたします。

【吉田農村整備課長】委員ご指摘の川棚整備地

区でございますけれども、委員おっしゃったと

おりですね、これまで2回、工期延期をしてです

ね、現在令和8年度の完成を目指しているところ

でございます。

これまでにですね、やっぱり用地買収で時間

を要したとか、工事中に地滑りが発生をしたと

いうような、その物理的なですね、要因によっ

て工期を延ばさざるを得ないということから、

現在令和8年度をですね、工期の最終年度として、

完成を目指して頑張っているところでございま

す。

【初手委員】それでは改めて確認しますが、令

和9年の3月完成をめどに進めていくというふう

な理解の仕方でいかがですか、よろしいですか

ね。

【吉田農村整備課長】逃げ口上ではないんです

けども、絶対ということは、はっきり言って、

今の時点では申し上げることはできません。

実は、今年もですね、5月の下旬と6月の上旬

に降った豪雨によってですね、現在、道路工事

を実施しているところの一部ののり面崩壊が生

じておるところです。やはり、土木工事、泥扱

い工事になるとですね、やっぱりこういう豪雨、

あるいは台風等による自然災害との背中合わせ

というか、非常に影響を及ぼすこととなります

ので、現時点ではですね、私たちとしては、令

和8年度の完成を目標としたいと、令和8年度末

ですね、の完成を目標として頑張っていきたい

と思っております。

以上でございます。

【初手委員】あんまり詰めないようにしますけ

れども、もう一つ、財政的な面の裏づけという

のは、価格的な面が変動しますけれども、今の

段階ではある程度確保され、これからも要望を

積極的に進めていただくというふうに理解して

よろしいのでしょうか。

【吉田農村整備課長】公共事業関係につきまし

てはですね、毎年の物価変動等によりまして、

国の方と残事業費の改定というか、総事業費の

増についてもですね、協議を行いながらですね、

総事業費の確保につきましては、協議をさせて

進めさせていただいておりますので、しっかり

と予算確保についてもですね、国の方と協議を

してまいりたいと考えております。

以上でございます。

【初手委員】はい、ありがとうございました。
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そういうことで、できるだけ早く、そしてま

た予算確保もですね、積極的にお願いをしたい

と思います。いろんな住民の方から、いつ頃や

ろうかってよく聞かれますので、ちゃんと説明

をしておきますので、くれぐれもよろしくお願

いして質問を終わります。

以上です。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

【白川副委員長】私の方から、1点だけ質問させ

ていただきたいと思います。米についてです。

昨今の米価の高騰によってですね、お酒造り

にも影響が出てきているという話を、県内の酒

造りの事業者さんからお伺いをいたしました。

というのも食用米が高騰している中で、酒用米

ですかね、お酒用の米づくりをされているとこ

ろが、食用米に転換をされて、お酒用の米が入

りにくいというような声を聞いております。こ

ういった状況について、県はどのように把握を

されていますでしょうか。

【山下農産園芸課長】酒米の関係でございます

が、県に対しても酒造組合、そこからですね、

物産ブランド課を通じて、酒米の確保について

相談が来ているというところでございます。物

産ブランド課等々、県庁内の関係部局と連携し

て、状況について話を伺っているというところ

でございます。

一方で、やはり酒造組合の中でもですね、な

かなか意見がまとまっていないということで、

組合さんの中でもいろいろ議論されているとい

うことを聞いておりますので、そういった状況

を今、確認をしているというところでございま

す。

【白川副委員長】はい、ありがとうございます。

現場の声を聞きながら、県庁内でもですね、

部局連携的に調査をいただいているというとこ

ろでございました。ありがとうございます。

福岡県で対策をされているということもお伺

いしたんですけれども、もしよかったら、教え

ていただけますか。

【山下農産園芸課長】福岡県の方でもですね、

酒米の生産支援ということで、予算を措置して

いるというふうに聞いております。中身で見ま

すと、福岡県の方では、県産酒のＧＩ認定、地

理的表示の認定に向けて、現在取組を進められ

ておるということで、事業についても、そのＧ

Ｉ認定に向けた県産米の生産維持を図るために、

今、高騰しています食用米と同等の価格で酒米

が仕入れられるように、その価格差の部分につ

いて支援を行うというようなことを行っている

と聞いております。

【白川副委員長】ありがとうございます。

県産酒、大変重要であると思いますので、ま

たですね、実際にそういったご要望が上がった

際には、ご対応いただきますよう、よろしくお

願いいたします。ありがとうございます。

【清川委員長】ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】ほかに質問がないようですので、

農林部関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３６分 休憩 ―

― 午後 ２時３７分 再開 ―

【清川委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、農林部関係の審査を終了

いたします。

農林部の理事者の皆様におかれましては、大

変お疲れさまでした。

引き続き、委員間討議を行います。
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理事者退室のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３７分 休憩 ―

― 午後 ２時３９分 再開 ―

【清川委員長】委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について協議したいと思

いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３９分 休憩 ―

― 午後 ２時３９分 再開 ―

【清川委員長】委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【清川委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

以上をもちまして農水経済委員会及び予算決

算委員会農水経済分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ２時４０分 閉会 ―



農水経済委員会委員長 清川　久義

　　　　議長　　徳永　達也　　様議長 徳永　達也　　様

１　議　　案

審査結果

長崎県技能会館条例を廃止する条例 原 案 可 決

計  １件  (原案可決  １件）

農 水 経 済 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年7月1日

記

番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

第 76 号 議 案

－116－



委  員  長     清川 久義

副 委 員 長     白川 鮎美

署 名 委 員     宮本 法広

署 名 委 員     山下 博史

書  記   川下 彩香

書  記   宮﨑 貴久

反訳業務者  神戸綜合速記(株)



配付資料
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予算決算委員会農水経済分科会 

関 係 議 案 説 明 資 料 

 

 

 

 

 

 

産 業 労 働 部 
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 産業労働部関係の議案についてご説明いたします。 

 

 今回、ご審議をお願いいたしております議案は、 

報 告 第 １ 号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」 

        のうち関係部分 

報 告 第 ７ 号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県小規模企業者等設備導入資金

特別会計補正予算（第２号）」  

であります。 

 

これは、先の２月定例県議会の予算決算委員会において、専決処分により措置する

ことについて、あらかじめご了承をいただいておりました、令和６年度予算の補正を

令和７年３月３１日付けで専決処分させていただいたもので、関係部分について、そ

の概要をご説明いたします。 

 

 はじめに、一般会計では、 

 

（歳 入） 

  使 用 料 及 び 手 数 料              ２８５万 ３千円の増 

  国 庫 支 出 金            ６，４９５万 ２千円の減 

  財 産 収 入              １８６万 ９千円の増 

  寄 附 金              ３９１万 ８千円の減 

  繰 入 金            ３，３７２万 ７千円の減 

  諸 収 入            ３，８６９万 ８千円の増 

  合 計            ５，９１７万 ７千円の減 
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（歳 出） 

  総 務 費              ４５１万 ３千円の減 

  労 働 費         １億 ２，３８５万 ７千円の減 

  商 工 費         ５億 ９，７８１万   円の増 

  合 計         ４億 ６，９４４万   円の増 

を計上いたしております。 

 

 この歳出予算の主な内容は、 

新型コロナウイルス感染症対応資金繰り支援基金への積立等に伴う、 

金融対策指導費             ６億 ９，８１０万 ４千円の増 

緊急離職者能力開発委託事業の実績確定等に伴う、 

緊急離職者能力開発事業費           ５，４１４万 ７千円の減 

などによるものであります。 

 

 次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計では、 

 

（歳 入） 

 繰 越 金                ６９万 ６千円の減 

  諸 収 入             ４，４３８万   円の減 

 合         計             ４，５０７万 ６千円の減 

（歳 出） 

 商 工 費             ４，５０７万 ６千円の減 

 合         計             ４，５０７万 ６千円の減 

を計上いたしております。 

この主な内容は、高度化資金償還金の減などによるものであります。 
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次に、「令和６年度長崎県一般会計歳出予算繰越明許費繰越計算書報告」のうち関係

部分についてご説明いたします。 

ながさき消費拡大・地元企業応援事業費      １０億          円 

事業者向けLPガス価格高騰緊急対策支援事業費       １億   ４８５万 ３千円 

特別高圧電力高騰対策支援事業費       ２億 ４，５００万   円 

地 場 企 業 総 合 支 援 事 業 費       ４億 ５，０００万    円 

デ ジ タ ル 力向 上支 援 事 業 費       ２億 ６，１８８万 ７千円 

中小企業経営改善推進事業費            ４，３７２万 ２千円 

合 計         ２１億   ５４６万 ２千円 

を計上いたしております。 

 

繰越の主な理由は、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の活用事業につ

いて、年度内に適切な事業実施期間が確保できないことにより、令和７年度にかけて

引き続き支援に取り組むためであります。 

 

次に、「令和６年度長崎県一般会計歳出予算事故繰越し計算書報告」のうち関係部分

についてご説明いたします。 

危険ぼた山処理対策費               ６，５００万   円 

を計上いたしております。 

 

繰越の主な理由は、天候不良等により不測の期間を要し、事業の年度内完成が困難

となったことによるものであります。 

 

 以上をもちまして、産業労働部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

令 和 ７ 年 ６ 月 定 例 県 議 会 

 

 

 

 

 

予算決算委員会農水経済分科会 

関 係 議 案 説 明 資 料 

 

（追加１） 

 

 

 

産 業 労 働 部 
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【予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明資料 産業労働部 ２頁３行目の次

に、次のように挿入する。】 

 

第８６号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）のうち関係部分 

 

【予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明資料 産業労働部 ２頁９行目の次

に、次のように挿入する。】 

 

 はじめに、第８６号議案「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）」のうち関

係部分についてご説明いたします。 

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰対策について、必要

な予算を追加しようとするものであります。 

 

（歳 出） 

  商 工 費         １億 ９，３８９万 ９千円の増 

  合 計         １億 ９，３８９万 ９千円の増 

を計上いたしております。 

 

 この歳出予算の内容は、 

◎産業政策課 

（中小企業振興費について） 

特別高圧電力を利用している県内事業者の電気代高騰分への支援に要する経費とし

て、 

  特別高圧電力高騰対策支援事業費     １億 １，７９１万 １千円の増 

ＬＰガスを利用している県内事業者のガス代高騰分への支援に要する経費として、 
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  事業者向けＬＰガス価格高騰緊急対策支援事業費 

       ７,５９８万 ８千円の増 

を計上いたしております。 

 

 次に、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」 

      のうち関係部分 

報告第７号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別

会計補正予算（第２号）」 

についてご説明いたします。  

 

【予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明資料 産業労働部 ４頁１８行目を

削除し、次のように挿入する。】 

 

危険ぼた山処理対策費               ６，４９９万 １千円 

 

 



 

  

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

農水経済委員会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 業 労 働 部 
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産業労働部関係の議案等についてご説明いたします。 

 

 今回、ご審議をお願いいたしております議案は、 

 第７６号議案 「長崎県技能会館条例を廃止する条例」 

 であります。 

 

 はじめに、議案についてご説明いたします。 

 第７６号議案「長崎県技能会館条例を廃止する条例」は、長崎県立諫早技能会館を

諫早市へ移譲することに伴い、長崎県技能会館条例を廃止しようとするものでありま

す。 

 

次に、議案以外の報告事項について、ご説明いたします。 

 

（和解及び損害賠償の額の決定について） 

本案件は、公用車による交通事故のうち和解が成立した１件につき、損害賠償金  

１８０，７１９円を支払うため、去る５月２２日付けで専決処分をさせていただいた

ものであります。 

  

次に、議案外の主な所管事項について、ご説明いたします。 

 

（経済・雇用の動向について）  

我が国の景気は、政府が５月に発表した月例経済報告によると、「緩やかに回復して

いるが、米国の通商政策等による不透明感がみられる。」とされております。 
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また、本県の景気については、日銀長崎支店が５月に公表した県内金融経済概況に

よると、「緩やかに回復している」とされております。 

まず、生産面をみると、「電子部品・デバイスは、増加している」、「機械・重電（原

動機、大・中型モーター、冷熱機器）は、弱めの動きとなっている」、「造船は、増加

している」とされております。一方、需要面をみると、「個人消費は、一部に物価上昇

の影響がみられるものの、緩やかに回復している」、「公共投資は、回復している」と

されております。 

なお、令和７年２月から４月まで、直近３月間の企業倒産件数は１２件で、昨年同

時期に比べて１件の増加となっております。 

また、４月の全国の有効求人倍率は、１．２６倍と前月と同水準だった中、本県に

おいても、前月と同水準の１．１４倍となっており、雇用情勢は、「求人が求職を上回

る中で、求人の持ち直しの動きが続いているが、物価上昇等が今後の雇用に与える影

響を注視する必要がある。」とされております。 

 米国の関税措置については、鉄鋼・アルミに続き、対日貿易赤字の中心である自動

車について、４月３日に２５％の追加関税が発動され、同日、各国共通の１０％の基

本税率に加え、日本には１４％の上乗せ税率を設定されることが発表されました。こ

のうち、上乗せ分は、発動が９０日間猶予されており、７月９日を期限に、日米政府

間での交渉が継続されているところです。 

こうした中、本県産業への影響も懸念されるため、関係事業者へ聞き取りを実施す

るとともに、相談窓口を設置する等の対応を行ってまいりました。今後、米国関税措

置の影響を受ける県内中小企業の資金繰りに万全を期すため、県の制度融資である「緊

急資金繰り支援資金」の取扱いを７月１日から開始することとしており、引き続き、

社会経済情勢の動向を注視し、必要な対応を実施してまいります。 
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（企業誘致の推進について）   

企業誘致については、新たな基幹産業の創出や良質な雇用の場の創出に向け、県内

企業とのサプライチェーンの構築・強化につながる半導体、医療、航空機などの成長

分野の誘致に取り組むとともに、情報関連企業や事務代行を行うＢＰＯサービス関連

企業など、多様な働き方が選択できるオフィス系企業の誘致に積極的に取り組んでい

るところであります。 

そのような中、半導体など成長分野のアンカー企業を本県に誘致するため、東彼杵

町において、町と連携して、民間事業者を活用した大型の工業団地整備計画を進めて

おります。開発を行う民間事業者の選定に向けて、事業提案の募集を行ったところ、

大和ハウス工業株式会社１者から提出があり、外部有識者で構成する選定委員会の審

査結果を踏まえ、東彼杵町との協議を経たうえで、去る６月１１日、同社を優先交渉

先事業者として決定いたしました。今後、県、東彼杵町及び事業者の３者による基本

協定の締結に向けて、協議を進めてまいります。 

また、地元市町が主体となって実施している工業団地の整備に関しては、松浦市か

ら提案のあった分譲面積約３.３ヘクタール、及び平戸市から提案のあった分譲面積約

２．０ヘクタールの新たな工業団地の整備計画について、外部審査を経て、市町営工

業団地整備支援制度により支援することといたしました。県としては、各市とともに

早期完成に努め、県産業振興財団と連携して企業誘致に取り組んでまいります。 

加えて、雲仙市の多比良港工業団地については、県内企業の中野鉄鋼株式会社が、

半導体製造装置や環境対応船の部品等を製造する工場の立地を決定されたところです。 

去る３月２６日、兵庫県に本社を置く株式会社Ｗａｖｅ
ウ ェ ー ブ

 Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ
テ ク ノ ロ ジ ー

が、

長崎市への立地を決定されました。同社は、情報通信関連機器の設計・開発を実施さ

れており、５年間で１５名を雇用し、電気自動車などに使用されるパワーエレクトロ

ニクス機器の設計などを行うこととされております。 

さらに、６月１０日には、東京都に本社を置き、長崎市、佐世保市、五島市に立地
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する株式会社ディーソルが、新たに島原市への立地を決定されました。同社は、５年

間で１００名を雇用し、医療関連企業向けのＢＰＯサービスなどを行うこととされて

おります。 

引き続き、雇用の拡大と地域経済の活性化を目指して、地元自治体や関係機関と連

携しながら、企業誘致の推進に力を注いでまいります。 

 

（製造業の振興について）  

長引く物価高騰、カーボンニュートラル社会の進展、賃上げへの対応等、県内製造

業を取り巻く環境が変化する中、造船業を中心に培われてきた高い技術力や優秀な人

材など、本県の強みを活かした力強い産業を育成していくため、新たな需要獲得の促

進及び県内サプライチェーンの強靭化に全力で取り組んでおります。 

具体的には、生産性向上及び県内発注拡大等に資する事業を支援する「賃上げ対応

型投資促進補助金」のうち県内サプライチェーン強化促進タイプについて、艦艇修繕

の受注拡大に向けた受入態勢の強化・拡充など、県内サプライチェーンの強化が期待

される取り組み、計６件、補助金額４億円の事業計画を認定いたしました。 

また、本県の基幹産業である造船関連産業については、世界的なカーボンニュートラ

ル対応に向けた環境対応船建造需要や防衛予算の増額を背景とした艦艇建造・修繕需要

の高まりなどを受けて、県内関連産業は活況にある一方で、人手不足が課題となってい

ることから、去る６月２日、県、関係市町、県内大学及び関連企業等を構成メンバーに

国の協力も得ながら、この課題解決を図るための会議体として「長崎県造船振興連絡会

議」を新たに設立したところであります。 

県下全域を対象とするこのような会議体は全国初であり、今後、造船業の魅力発信や

将来に向けた人材育成・確保など、具体的な課題について協議を重ね、造船業の更なる

振興に結び付けられるよう、取り組んでまいります。 
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（海洋エネルギー関連産業について） 

世界的な脱炭素の潮流の中、本県は広大な海域があり、海洋エネルギー導入のポテ

ンシャルが高い地域であることに加え、造船業で培った技術力や人材を活かせること

から、県ではこれまで、海洋エネルギー関連産業の振興に取り組んでまいりました。 

また、「洋上風力発電で２０４０年に最大４５ギガワット」という国の目標達成に向

け、導入拡大が必要とされている浮体式洋上風力については、特に県内企業が培った

技術や人材を活かせる分野と考えており、今後、県内企業のサプライチェーン構築を

図っていきたいと考えております。 

具体的には、日揮や住友商事、大島造船所などが連携して、浮体式洋上風力発電の

浮体構造部材の量産に関して新たなサプライチェーン構築を目指す取組について、県

内企業の参画を後押ししてまいります。 

このような中、国においては、浮体式洋上風力発電の普及に向け、２０４０年まで

の導入目標などを策定するための検討を進めており、具体的な目標をもとに、海外風

車メーカーの誘致や国内部品産業の育成を図ることとしております。 

県としては、浮体式に関する世界初のサプライチェーンの県内構築に向け、県内関

連企業の取組が加速されるような内容となるよう、積極的に国に働きかけてまいりま

す。 

今後とも、世界的に成長が期待される浮体式洋上風力発電分野において、国内外の

需要獲得に向けた県内企業の取組を支援してまいります。 

 

（情報関連産業の振興について） 

これまで県では、誘致した国内大手のセキュリティ専門企業や県立大学情報セキュ

リティ学科を有する独自の強みを活かし、県内情報関連企業のサイバーセキュリティ

人材を育成してまいりました。 
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また、サイバー攻撃の手法が高度化しており、国内では今年に入り証券口座の乗っ

取り等の被害が相次いでいることから、社会全体のセキュリティに対する意識が高ま

るとともに、サイバーセキュリティ市場の大幅な拡大が見込まれております。 

このため県では、県内企業が培った技術や人材を活かしたサイバーセキュリティ分

野における事業化や事業拡大を後押しするため、県内企業と大手セキュリティ企業と

の協業に向けたマッチング機会の提供や、国の認定取得などセキュリティビジネスの

ノウハウ獲得に向けた支援に取り組むこととしており、現在、参画する県内企業を募

集しているところであります。 

今後とも、拡大するサイバーセキュリティ分野への参入を促進し、県内企業の売上

拡大につなげることにより、情報関連産業のさらなる振興に努めてまいります。 

 

（スタートアップ企業の集積促進について） 

 地域経済の維持や活性化のためには、これまでの地場企業の振興に加え、新たなビ

ジネスモデルにより成長を目指すスタートアップの集積を図ることが、重要であると

考えております。 

このため県では、交流拠点ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡにおける創業相談や交流会の開催に

加え、投資家とのマッチングイベント「ミライ企業Ｎａｇａｓａｋｉ」の開催により、

複数の県内スタートアップにおいて資金調達の達成につながるなど、一定の成果が生

まれております。 

 今年度からは、県内全域で、セミナーやワークショップを開催し、これからスター

トアップを目指す人材の発掘や育成に取り組むとともに、首都圏の交流拠点との連携

を拡充し、有望なスタートアップに対するプッシュ型での本県への呼び込みを強化し

てまいります。 

また、資金調達に成功し、売上拡大を目指す県内スタートアップに向けて、大手コ

ンサルティング会社との連携により、首都圏大企業との取引マッチングの機会を提供
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することとしており、本年１１月に開催予定のマッチングイベントに登壇する支援先

の選定を進めているところです。 

 今後とも、スタートアップのさらなる振興を図るため、創出から成長までの一貫し

た支援に努めてまいります。 

 

（中小・小規模事業者への支援について） 

県内の中小企業・小規模事業者が、人手不足や物価高騰、最低賃金の上昇など厳し

い経営環境に置かれる中、持続的に発展していくためには、事業者のニーズに応じた

きめ細かな支援が重要と考えております。 

このため県では、今年度から事業者に最も身近な支援機関である、商工会及び商工

会議所の職員を１２名増員することとしており、デジタル化や事業承継、価格転嫁な

ど、商工団体による伴走支援を強化してまいります。 

また、企業のデジタル化については、人材育成や機器の導入について、製造業やサー

ビス業はもとより、建設業や医療・福祉など全業種を対象に「デジタル力向上支援事

業費補助金」による支援をこれまで５００者以上に実施しており、今年度も２５０者

の支援を予定しております。今後とも、商工団体等と連携しながら、事業者のデジタ

ル化による省力化や生産性向上の取組を促進してまいります。 

加えて、県民生活を下支えするとともに、県内事業者の売上拡大やキャッシュレス

化の推進によるデジタル力向上に資することを目的として、本県初の取組として、市

町が実施するプレミアム商品券等発行事業に対し県が上乗せ支援を実施しております。 

現在、計１６市町が実施又は実施を予定しており、概ね８月までには商品券等が使

用できる見込みとなっております。 

引き続き、各市町と連携しながら、県内事業者の売上拡大、地域経済の活性化につ

なげてまいります。 
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（産業人材の確保について） 

令和７年３月に卒業した高校生の県内就職率については、速報値で７１．７％と前

年比３．２ポイント増となり、令和４年以来の７０％超えとなりました。去る５月１

５日には「若者に魅力ある求人の確保キャンペーン」を実施し、若者に選ばれる魅力

的な求人を増やしていただくよう知事から経済団体に要請を行ったところであり、引

き続き、関係機関や県内企業等と連携し、県内就職の促進に努めてまいります。 

また、県内大学生の県内就職率については、県内企業でのインターンシップの促進

や企業交流会の実施等により、４１．２％と前年比０．８ポイント増となっておりま

す。去る５月２６日には、大学生等の県内就職及びＵＩターン就職を促進するため、

県内企業の経営者や採用担当者を対象に、県内外の大学等の就職・キャリア支援担当

者から大学生の就職動向や大学が求める求人ニーズ等を学ぶための「人材採用セミ

ナー」を開催し、県内企業等約７０社、約１００名にご参加いただきました。今後も、

大学生等の県内就職につながるよう、県内企業の採用力向上支援に取り組んでまいり

ます。 

 

（外国人材の受入促進について） 

市場が拡大している IT 関連産業等の専門人材ニーズに対応するため進めているバ

ングラデシュ IT人材の受入れについては、去る４月２２日、県内企業等を対象に今年

度第１回目の説明会を開催し、３０社にご参加いただき、２社が現地人材の方々との

面談を実施されました。 

また、５月２６日には、関係部局で構成する庁内連絡会議を開催し、外国人材の受

入促進に向けて、関係各課の取組を共有するとともに、国際協力機構（ＪＩＣＡ）か

ら講師をお招きし、「地域の実情を踏まえた外国人材の適正な受入に向けて」と題して、

ご講演をいただいたところです。 

 今後とも、庁内の各部と連携し、外国人材の受入促進に向けて取り組んでまいりま
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す。 

 

（高等技術専門校について） 

県立高等技術専門校の入校率につきましては、近年減少傾向にあり、今年度は   

５７．２％となっております。 

入校対策については「長崎県立高等技術専門校の在り方検討有識者会議」のご意見

を踏まえ、昨年１２月に取りまとめた「見直しの方向性」において、「県内企業の人材

ニーズに応えるため、重点的に取り組む」こととしており、入校者数の増加に向け取

組を強化してまいります。 

また、長崎校の商業デザイン科については、県内企業からの求人が少ないことから、

廃止の方向で具体的な検討を進めることとしておりましたが、関係者との調整が整っ

たことから、令和７年度末をもって廃止することといたします。 

引き続き、長崎県立高等技術専門校を取り巻く環境変化に対応しながら、県内産業

の即戦力となる技能者の育成・輩出に努めてまいります。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５」に基づく取組について） 

「長崎県行財政運営プラン２０２５」に掲げる産業労働部関係の項目に関して、その

主な取組内容をご説明いたします。 

「高等技術専門校の運営体制の見直し」については、「長崎県立高等技術専門校のあ

り方検討有識者会議」において今後の見直しの方向性を整理し、見直しに向けた予算

の確保や関係機関との協議を進めたほか、訓練指導員向けに生成系ＡＩに関する研修

を実施するなど、訓練の高度化、デジタル化への取組を進めたことから、「順調」であ

ると評価しております。 

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努めて

まいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上
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げます。 

 

（新たな総合計画の策定について） 

新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤とな

る経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活

躍・チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の

底上げなどに力を注ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県

の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、

「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲げるほか、

先行的に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップするとともに、地

方創生２．０をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたいと考え

ております。 

このうち、産業労働部においては、主に「時代の変化に対応する力強い産業を創出

する」や「誰もが活躍できる職場環境をつくる」等に関する戦略に関連施策等を位置

付けております。 

「時代の変化に対応する力強い産業を創出する」では、「カーボンニュートラル社会
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に向けた基幹産業の振興」に向け、半導体関連産業の振興や航空機関連産業の振興等

に取り組むほか、「誰もが活躍できる職場環境をつくる」では、「誰もが働きやすい職

場環境づくり」に向け、雇用環境の向上や多様な求職者の支援等に取り組んでまいり

たいと考えております。 

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きしな

がら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

（次期ながさき産業振興プラン（仮称）の策定について） 

「長崎県総合計画」に沿った個別計画の一つである「ながさき産業振興プラン２０

２５」が本年度で終期を迎えることから、新たに令和８年度から５年間を計画期間と

した「次期ながさき産業振興プラン（仮称）」を本年度中に策定することとしておりま

す。７月には、「次期ながさき産業振興プラン（仮称）に関する有識者会議」を開催し、

民間企業、大学、産業支援団体等の関係者の皆様にプランの骨子案についてご意見を

いただくこととしております。 

骨子案においては、本県の産業の課題を踏まえながら、成長産業の創出・育成と中

小・小規模事業者の経営力向上等に向けて取り組むべき施策を示すこととしています。 

なお、９月定例会で骨子案を、１１月定例会で素案のご説明をさせていただき、県

議会をはじめ県民の皆様のご意見をいただいたうえで、来年の３月定例会において計

画議案として上程したいと考えております。 

 

 

 以上をもちまして、産業労働部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



  

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

農水経済委員会関係議案説明資料 

 

（追加１） 

 

 

 

 

 

産 業 労 働 部 
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【農水経済委員会関係議案説明資料（産業労働部）２頁２３行目から３頁９行目を削

除し、次のように挿入する】 

我が国の景気は、政府が６月に発表した月例経済報告によると、「緩やかに回復して

いるが、米国の通商政策等による不透明感がみられる。」とされております。 

また、本県の景気については、日銀長崎支店が６月に公表した県内金融経済概況に

よると、「緩やかに回復している」とされております。 

まず、生産面をみると、「電子部品・デバイスは、増加している」、「機械・重電（原

動機、大・中型モーター、冷熱機器）は、弱めの動きとなっている」、「造船は、増加

している」とされております。一方、需要面をみると、「個人消費は、一部に物価上昇

の影響がみられるものの、緩やかに回復している」、「公共投資は、回復している」と

されております。 

なお、令和７年３月から５月まで、直近３月間の企業倒産件数は１１件で、昨年同

時期に比べて９件の減少となっております。 
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令 和 7 年 ６ 月 定 例 県 議 会

予算決算委員会農水経済分科会

関 係 議 案 説 明 資 料

水   産   部
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水産部関係の議案等について、ご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

報 告 第 １ 号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分

報 告 第 ６ 号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正

予算（第２号）」

報 告 第 ９ 号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算

（第２号）」

であります。

はじめに、先の２月定例県議会の予算決算委員会において、専決処分により措置す

ることについてあらかじめご了承いただき、令和７年３月３１日付けをもって専決処

分させていただきました事項の報告であります。

まず、報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第

１０号）」のうち関係部分についてご説明いたします。

（歳      入）

分 担 金 及 び 負 担 金                 ２９８万８千円の減   

使 用 料 及 び 手 数 料                ５０万９千円の増  

国 庫 支 出 金             ３億６，３７４万３千円の減  

諸 収 入                 ６５３万９千円の増       

合        計           ３億５，９６８万３千円の減
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（歳       出）

企 画 費               ５３８万９千円の減

水 産 業 費          ３億  １３０万３千円の減

公共土木施設災害復旧費            ４億５，７８９万３千円の減

  合        計           ７億６，４５８万５千円の減

となっております。

この歳出予算の主なものは、

離島漁業再生支援事業の精算等に伴う減

５，２７９万９千円

６年災害復旧費（公共事業）の精算等に伴う減

４億１，０００万  円

その他、職員給与費の過不足の調整、執行額の確定に伴う整理等であります。

次に、報告第６号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会

計補正予算（第２号）」についてご説明いたします。

これは、貸付金の減額等に伴い、

歳入、歳出それぞれ                 ３，６３２万８千円

を減額いたしております。

次に、報告第９号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県長崎魚市場特別会計補正

予算（第２号）」についてご説明いたします。

これは、管理運営に係る事業費の確定等に伴い、

歳入、歳出それぞれ                    ６７６万１千円
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を減額いたしております。

次に、「令和６年度長崎県一般会計歳出予算繰越明許費繰越計算書報告」のうち関係

部分についてご説明いたします。

水 産 業 指 導 費             ２億７，７９５万６千円

水 産 業 振 興 費           １３億４，０４５万２千円

漁 場 水 産 基 盤 整 備 費            ２７億６，２９３万９千円

県営漁港水産基盤整備費           ６１億６，７９６万  円

市町村営漁港水産基盤整備費           １４億２，４１５万  円

漁 港 災 害 復 旧 費               ６９万  円

合       計            １１９億７，４１４万７千円

を計上いたしております。

繰越の主な理由は、国の経済対策や施工計画・設計及び工法変更による工事の遅延

で、年度内に完成が困難となった工事について、適正な事業実施期間を確保するため

のものであります。

次に「令和６年度長崎県長崎魚市場特別会計歳出予算繰越明許費繰越計算書報告」

についてご説明いたします。

長 崎 魚 市 場 運 営 費                ４，０００万 円

合          計               ４，０００万 円

を計上いたしております。

繰越の理由は、入札不調で年度内に完成が困難となった工事について、適正な事

業実施期間を確保するためのものであります。
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以上をもちまして、水産部関係の議案等の説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。



 

令 和 ７ 年 ６ 月 定 例 県 議 会 

 

 

農水経済委員会関係説明資料 

 

 

 

 

水   産   部 
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水産部関係の議案外の主な所管事項について、ご説明いたします。 

 

（令和５年海面漁業・養殖業産出額について） 

 農林水産省は、去る３月に「令和５年漁業産出額」を公表しました。 

本県の海面漁業及び養殖業の産出額合計は、１，２３８億円で、前年の１，１０９

億円から１２９億円（１１．７％）増加し、全国順位は、前年に引き続き第２位と 

なっております。 

内訳といたしましては、海面漁業が７０９億円で、前年から５６億円（８．６％）

増加しており、主な増加要因としては、うるめいわし、さば類、まいわしの生産量 

の増加及び魚価の上昇となっております。 

また、海面養殖業は、５２９億円で、前年から７３億円（１６．０％）増加してお

り、真珠の単価上昇及びぶり類の生産量の増加が主な要因であります。 

  

（令和６年海面漁業・養殖業生産量（概数）について） 

農林水産省は、去る５月に「令和６年漁業・養殖業生産統計の概数」を公表しました。 

本県の海面漁業・養殖業生産量は、３２万１千トンで、前年から５千トン（２％）増

加し、全国における生産量の順位は、北海道に次ぐ第２位となっております。 

海面漁業の生産量は、２９万７千トンで、前年から５千トン（２％）増加しておりま

す。かたくちいわしの生産量が１万７千トン（７４％）減少したものの、まいわしが 

２万トン（４４％）、さば類が１万８千トン（２４％）、かつお類が３千トン（３０％）

増加したことが主な要因であります。なお、生産量が全国１位の魚種は、さば類、まあ

じ、うるめいわし、たい類、くろまぐろ、いさきなどとなっております。 

海面養殖業の生産量は、２万３千トンで、前年と同程度であり、主要魚種では、まだ

い、かき類が減少した一方で、ぶり類は９百トン（９％）増加しております。なお、生
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産量が全国１位の魚種は、くろまぐろ、ふぐ類、真珠となっております。 

 

（漁業所得向上対策について） 

平成２７年度以降、県や市町、系統団体で構成する「スマート漁業等推進会議」と、

長崎県中小企業診断士協会に設置された「経営指導サポートセンター」との連携により、

漁業者個人の経営計画作成指導や計画達成に必要な最先端の漁労機器の整備支援を行

うとともに、漁業者が最先端の漁業技術や漁業経営の基礎を学ぶ場となる講座などを実

施しております。 

また、多くの経営体が県事業や国事業を有効に活用しながら所得向上に取り組むとと

もに、優良経営体の育成を進めてまいりました結果、これまで経営指導した８８５経営

体の中で、県の経営計画を策定した３２７件のうち、実績が把握できた経営体のおよそ

半分が所得向上を実現しており、特に、最新の漁労機器導入等によるスマート化に取り

組んだ経営体では、その７４％の経営体が所得の向上につながっております。 

引き続き、これらの取組を推進するとともに、これまで策定された経営計画のフォロ

ーアップ活動を実施しながら、漁業者の所得向上を進めてまいります。 

 

（くろまぐろの資源管理について） 

令和６年４月から令和７年３月までの令和６管理年度における沿岸漁業の漁獲枠に

対する消化実績は、全国では３０ｋｇ未満の小型魚が９１．９％、大型魚が８９．５％、

本県では小型魚が９４．７％、大型魚が８５．１％でした。 

本県では漁獲枠の有効活用を図るため、小型魚について２月１日から一時的に海区

ごとの枠の区分を無くし、県内で一斉に漁獲する管理方式を実施しているところです。

一方、大型魚については漁獲枠の配分が多い海区からの融通や国の仲介による他県か

らの融通など必要な措置を行いました。 
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令和７年４月から始まった令和７管理年度における本県の当初の漁獲枠は、国全体

の漁獲枠が増枠したことに伴い、小型魚が７２８．９トンから８７９．９トン、大型

魚が１７３．９トンから２３４．７トンに増枠され、５月に行われた国からの追加配

分を含めると、小型魚が９５４.０トン、大型魚が３６３.３トンとなり、このうち大

型魚の９３．７トンについては、小型魚の１．４７倍を大型魚に振り替える国の特例

措置を活用しています。 

県といたしましては、漁獲枠管理の柔軟な運用により漁獲枠の有効活用を図りつつ、

漁業者の意見を踏まえ、令和７年の国際交渉において、次の増枠実現に向けた対応を

進めるよう、国へ引き続き要望していくとともに、資源回復が着実に進むよう適切な

管理に努めてまいります。 

 

（令和６年のくろまぐろ養殖について） 

 水産庁は、去る３月１９日に「令和６年における国内のくろまぐろ養殖実績」

を公表しました。 

本県のくろまぐろ出荷量は、６，６６６トンで、前年と比較し３２４トン増加

し、全国シェアは３６％を占め１１年連続で全国一位となっております。 

今後も、関係団体と連携し、本県くろまぐろ養殖の生産性・収益性の向上に取

り組んでまいります。 

 

（令和６年度の真珠養殖について） 

 本県における令和６年度に生産された真珠の共販状況は、数量で７０６貫
かん

、金額で

４６億５，０３１万円となり、前年に比べ数量で１０１％と微増したものの、金額で

６９％と減少しました。 

金額の減少は、一昨年からの全国的な品薄感、及び円安を背景とした国内外での好
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調な販売が落ち着き、入札単価が前年の６８％に戻ったことによるものです。 

今後とも、真珠組合、養殖業者と連携し、本県の真珠養殖業の振興、真珠生産者の

所得向上に努めてまいります。 

 

（令和６年度の水産物輸出実績について） 

 本県水産物の輸出については、これまで、県と関係団体が連携して東アジアや北米

を中心に積極的な取組を進めてきたところであり、令和６年度の輸出実績については、

中国向け輸出が令和５年８月２４日のＡＬＰＳ処理水排出以降停止している一方で、

韓国向け養殖ぶり輸出の大幅な増加や米国への輸出増加などにより、全体の輸出金額

としては前年度より６億円増加し、約７０億円となっております。 

なお、中国向け輸出については、去る５月３０日、国から、日本産水産物の中国向

け輸出再開のために必要な技術的要件について日中双方で合意に至ったことが発表さ

れました。引き続き、関係機関や現地パートナー企業との連携を密にし、再開時の速

やかな輸出に向けた調整等を進めております。 

 また、米国向け輸出については、養殖ぶりフィーレを中心に順調に増加しています

ので、米国の相互関税による影響や国の対策等に注視しつつ、ニーズに応じた魚づく

りや、安定供給のための出荷体制づくり等を通じて更なる輸出拡大に努めております。 

今後も、安全・安心で高品質な本県水産物の輸出を促進し、適正な魚価の形成によ

る生産者所得の向上に取り組んでまいります。 

 

（長崎魚市場高度衛生型荷捌所及び活魚棟の整備完了） 

長崎魚市場では、消費者の食の安全・安心への関心の高まりと輸出拡大などを背景

に、平成２３年度から、国の「水産流通基盤整備事業」を活用して高度衛生管理型施

設の再整備事業を進めてきたところであり、荷捌き所と活魚棟ほか、魚
ギョ

函
カン

保管庫、海
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水供給施設、シャーベット製氷施設等の整備も含め、令和６年度末に全ての工事が完

了しました。 

再整備に要した総事業費はおよそ１２７億円であり、閉鎖型高度衛生管理荷捌き施

設としては床面積約２９，０００平米と、全国トップクラスの規模となる大型施設と

して令和７年４月から全面供用を開始したところです。 

今後は、新たな高度衛生施設から全国・各国へ送り出される安全・安心な水産物の

国内外での評価を高めることにより、魚価の向上を図るとともに、長崎魚市場がより

良い機能を発揮できるよう、積極的に取り組んでまいります。 

 

（海業の推進について） 

本県は、各地域に魅力的な海や漁村などの地域資源を有しており、これらの強みを

生かして、地域の賑わい創出や漁業所得の向上、さらには雇用創出を図る「海業」に

取り組むことは重要であると考えています。 

県におきましては、令和５年度から海業チャレンジ応援事業により、海業に意欲の

ある地区に対する情報提供を行うとともに、漁協や漁業者、民間事業者が連携した海

業のコンテンツづくりへの支援を行うなど、県内各地における海業の定着に向けた取

組を進めているところです。 

具体的な取組として、新上五島町では、奈良尾漁港を活用したヨット受入や体験漁

業による交流拡大、宿泊施設での食提供、県の「推し魚」として選定した養殖くろま

ぐろを活用した観光プランづくりなどに取り組んでおり、７月には「第１回上五島・

奈良尾ヨットフェスタ２０２５」が開催される予定となっています。 

今後とも、漁協や漁業者はもとより各市町や観光事業者などの皆さまと連携しなが

ら、県内各地域における海業を促進してまいります。 
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（総合水産試験場における取組成果について）  

総合水産試験場では、養殖魚の付加価値創出による収益性の向上と漁家経営の安定

を図るため、平成２７年度に白子を持つ雄だけを生産する「全雄トラフグ」の種苗生

産技術を開発しました。平成３０年度から県内養殖現場へ段階的に導入されており、

これまでに延べ８７業者により約５１万尾が出荷されています。昨年度に出荷された

全雄トラフグは、一般的な種苗由来の養殖魚に比べて平均出荷サイズ、単価ともに１

割増しとなっており、推定で１.４億円の付加価値を創出するなど市場から高い評価

を得ています。引き続き県内養殖業者と連携しながら、全雄トラフグの品質向上と社

会実装の推進を図ってまいります。 

また、本県の養殖ヒジキの種苗は、全て県外の天然種苗に依存しているため、養殖

業者からは人工種苗の生産技術開発が強く望まれております。令和６年度は、陸上水

槽で採苗等により育てた種苗を、有明海沿岸に６～７月に移植し、中間育成試験を行

いました。種苗は、１２月には全長１２㎝に育ち、それら約１千株を用いた海面での

養殖試験を行い、５月には１.８ｍに達し、県外産種苗の２ｍと比べ、遜色ない生長

が確認されました。中間育成試験では、食害対策等の課題も多く、引き続き量産化に

向けた県内産ヒジキの種苗生産技術の開発に取り組んでまいります。 

今後とも関係機関と連携しながら、漁業・養殖業・水産加工業の所得向上につなが

る調査研究や技術開発に取り組み、研究成果が県内漁業者等の利益として還元される

よう、努めてまいります。 

 

（「長崎県行財政運営プラン」に基づく取組について） 

「長崎県行財政運営プラン２０２５」に掲げる水産部関係の項目に関して、その主

な取組内容をご説明いたします。 

まず、「試験研究機関の運営の効率化」については、現場ニーズの把握に努めるとと
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もに、専門性が高い技術への対応を図るため、大学や国の研究機関等との連携強化を

推進してまいりました。引き続き、共同研究の実施や連絡会議の開催、外部資金の獲

得による連携強化を推進してまいります。 

次に、「長崎魚市場の経営計画の策定」については、将来にわたり安定的に事業を継

続していくための中長期的な基本計画として、令和３年度から令和１３年度までを計

画期間とする経営戦略を令和３年１１月に策定し、新施設の有効活用による取扱高及

び使用料収入の増加並びに計画的かつ効率的な修繕による経費削減に取り組んでいる

ところであります。引き続き、経営戦略に基づき、市場施設の効果的かつ効率的な管

理運営を推進してまいります。 

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努めて

まいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

（新たな総合計画の策定について） 

新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤とな

る経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活

躍・チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の

底上げなどに力を注ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県
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の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、

「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲げるほか、

先行的に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップするとともに、地

方創生２．０をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたいと考え

ております。 

このうち、水産部においては、「魅力ある持続的な農林水産業を育てる」や「地域の

魅力で人を惹きつける」に関する戦略に関連施策等を位置付けております。 

「魅力ある持続的な農林水産業を育てる」では、「力強く稼ぎ持続的に成長する水産

業づくり」に向け、資源の維持・増大、スマート技術や新漁法の導入、多角化による

経営力向上、養殖業の成長産業化に取り組むこととしております。 

また、「地域の魅力で人を惹きつける」では、「地域の魅力を活かした農山漁村の賑

わいづくり」に向け、漁村の資源や魅力を活かした海業の促進などに取り組んでまい

りたいと考えております。 

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きしな

がら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。  



 

 

令 和 ７ 年 ６ 月 定 例 県 議 会 

 

 

 

予 算 決 算 委 員 会 農 水 経 済 分 科 会 

関 係 議 案 説 明 資 料 

 

 

 

 

 

 

農 林 部 



農林部関係の議案等について、ご説明いたします。 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第６８号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）のうち関係部分 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分 

報告第３号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算 

（第２号）」 

報告第４号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算 

（第２号）」 

報告第５号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県県営林特別会計補正予算 

（第３号）」 

であります。 

 

 はじめに、第６８号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）のうち関

係部分についてご説明いたします。 

 

 歳入予算は、 

国庫支出金                    ３，４００万   円の増 

 

 歳出予算は、 

  畜産業費                    ３，４００万   円の増 

となっております。 

 

次に、補正予算の内容についてご説明いたします。 

 

2



（飼料対策について） 

 これまで未利用となっていた牛肉骨粉を鶏・豚用飼料原料として有効に活用するた

め、レンダリング事業者が取り組む高品質な牛肉骨粉の製造設備の導入支援に要する

経費として、 

飼料対策費                    ３，４００万   円の増 

を計上いたしております。 

 

 次に、先の２月定例会の予算決算委員会において、専決処分により措置することに

ついてあらかじめご了承をいただき、令和７年３月３１日付けをもって専決処分させ

ていただきました事項の報告であります。 

 

はじめに、報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第

１０号）」のうち関係部分についてご説明いたします。 

 

 歳入予算は、 

  分 担 金 及 び 負 担 金           ８億 １，４３１万 ７千円の増 

  使 用 料 及 び 手 数 料               ４５６万 ９千円の増 

   国 庫 支 出 金                   ５億 ２，７４０万 ９千円の減 

 財 産 収 入                ２０４万 ９千円の増 

  繰    入    金              ３，４８１万 ６千円の減 

諸    収    入          １億   ９８９万   円の減 

 合         計          １億 ４，８８２万   円の増 

 

 歳出予算は、 

企    画    費               ４１５万 ２千円の減 

3



 環 境 保 全 費               ３９３万   円の減 

   農 業 費          ４億 ５，９８０万   円の減 

  畜 産 業 費          １億   ８２６万 ８千円の減 

  農 地 費             ７，２４０万 ４千円の減 

  林    業    費             ４，８９９万 ３千円の減 

  農林水産施設災害復旧費          ３億 ６，２４６万 １千円の減 

  公共土木施設災害復旧費               ２９１万 ８千円の減 

   合         計           １０億 ６，２９２万 ６千円の減 

となっております。 

これは、歳入面で国庫支出金等が確定したこと及び歳出面で年間執行額が確定した

ことなどに伴うものであります。 

 

次に、報告第３号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県農業改良資金特別会計補

正予算（第２号）」についてご説明いたします。 

これは、事業の決定に伴い、 

歳入、歳出それぞれ                    ６５万   円 

を減額いたしております。 

 

次に、報告第４号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県林業改善資金特別会計補

正予算（第２号）」についてご説明いたします。 

これは、事業の決定に伴い、 

歳入、歳出それぞれ                    ４２万 ２千円 

を減額いたしております。 

 

次に、報告第５号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県県営林特別会計補正予算
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（第３号）」についてご説明いたします。 

これは、事業の決定に伴い、 

歳入、歳出それぞれ                 ２，６３４万 ６千円 

を減額いたしております。 

 

次に、「令和６年度長崎県一般会計歳出予算繰越明許費繰越計算書報告」の関係部

分についてご説明いたします。 

 農 業 費           １９億 ９，５５６万 ４千円 

  畜 産 業 費            １億 ６，６１９万 ９千円 

  農 地 費           ６６億 ７，７３０万 ５千円 

  林 業 費           ３４億 ４，７０７万 ４千円 

  農林水産施設災害復旧費            ７億 ６，３３３万 ３千円 

  公共土木施設災害復旧費               １，７９８万 ２千円 

   合         計            １３０億 ６，７４５万 ７千円 

を計上いたしております。 

繰越の主な理由は、事業決定の遅れ、計画、設計及び工法の変更による工事の遅延、

地元関係者との調整に不測の日数を要したこと等により、事業の年度内完成が困難と

なったことによるものであります。 

 

次に、「令和６年度長崎県一般会計歳出予算事故繰越し繰越計算書報告」の関係部

分についてご説明いたします。 

  農 地 費            ５億 １，６４４万 ２千円 

  林 業 費               １，１８１万 ５千円 

  農林水産施設災害復旧費               ２，０３９万 ４千円 

  公共土木施設災害復旧費               １，７６８万 ４千円 
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  合         計              ５億 ６，６３３万 ５千円 

を計上いたしております。 

 計画、設計及び工法の変更による工事の遅延、地元関係者との調整に不測の日数を

要したこと等により、事業の年度内完成が困難となったことによるものであります。 

 

次に、「令和６年度長崎県県営林特別会計歳出予算繰越明許費繰越計算書報告」につ

いてご説明いたします。 

  林 業 費                ６，４９５万 ３千円 

を計上いたしております。 

 繰越の主な理由は、事業決定の遅れ等により、事業の年度内完成が困難となったこ

とによるものであります。 

 

 繰越計算書報告については、以上のとおりでございます。 

 

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 
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令 和 ７ 年 ６ 月 定 例 県 議 会 

 

 

 

予 算 決 算 委 員 会 農 水 経 済 分 科 会 

関 係 議 案 説 明 資 料 

（追加１） 

 

 

 

 

 

農 林 部 



【予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明資料 農林部 ２頁３行目の次に、次のよう

に挿入する】 

 

第８６号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）のうち関係部分 

 

【予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明資料 農林部 ３頁７行目の次に、次のよう

に挿入する】 

 

次に、第８６号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）のうち関係部分につ

いてご説明いたします。 

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰対策について、必要な予

算を追加しようとするものであります。 

 

 歳出予算について、 

  農   地   費                   ７７５万 ８千円の増 

  合       計                   ７７５万 ８千円の増 

を計上いたしております。 

 

次に、補正予算の内容についてご説明いたします。 

 

（農業水利施設における電気料金高騰への対策について） 

 電気料金の高騰による影響を緩和するため、土地改良区が管理する国営・県営土地改良事

業で造成された農業水利施設の電気料金高騰分の一部を支援するための経費として、 

農業水利施設電気料金高騰対策支援事業費         ７７５万 ８千円の増 

を計上いたしております。 
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令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

農水経済委員会関係説明資料 
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 農林部関係の議案外の主な所管事項について、ご説明いたします。 

 

（新規就農者の確保について） 

新規就農者の確保につきましては、「第３期ながさき農林業・農山村活性化計画」の

目標として毎年３１３名の確保を掲げ、取組を進めているところです。 

令和６年度におきましては、就農までのワンストップ相談窓口としてサポートする

「長崎県新規就農相談センター」による東京や大阪、オンラインでの就農相談会の開

催、産地とＪＡが就農希望者を受け入れる「産地主導型就農ルート」の取組等により

新規就農者の確保と育成を図ったほか、新規就農者の施設・機械の導入や JA が行う

園芸リースハウスの整備等により、初期投資の負担軽減を図りながら円滑な就農を進

めた結果、令和６年度は２３５名を確保したところでありますが、目標達成には至り

ませんでした。 

令和７年度は、国の新規就農者育成総合対策の事業要件が一部緩和され、親元就農

者の経営継承・発展や資金面の支援が受けやすくなったことから、これらの国事業の

活用を進めることで農業経営を継承する農家子弟の就農をさらに促進するとともに、

就農当初からスマート農業技術を導入して、生産量の拡大や品質向上により「快適で

儲かる農業」を実践している新規就農の優良事例等を積極的に発信することで、新規

就農者のさらなる確保につなげてまいります。 

 

（農業分野における特定技能外国人材の受入について） 

本県では、農業分野の労力不足に対応するため、長崎県及び民間派遣会社、ＪＡグ

ループの共同出資により「株式会社エヌ」を設立し、令和元年１２月から農業分野等

へ特定技能外国人材を派遣する労力支援サービスを開始しております。 

令和７年５月１５日現在、カンボジアやインドネシアなどから２５８名が県内外の

農業、漁業の現場で就労しており、さらに４９名が在留資格申請など入国に向けた審
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査手続きを進めているなど、特定技能外国人材の確保と周年派遣に取り組んでおりま

す。また、農繁期の１１月から６月は県内で、農閑期の７月から１０月は長野県や北

海道、山形県など他産地で就農するリレー派遣にも取り組んだ結果、株式会社「エヌ」

は令和５年度決算において黒字化を達成することができました。 

こうした中、県では、今年度新たに、「ながさき農業労働力確保支援事業」を創設し、

外国人材を受け入れる際に必要な Wi-Fi設備等の住環境整備に対する支援を行うこと

で、産地やＪＡ等の外国人材受入れをさらに進めるほか、リレー派遣においても鳥取

県などの新たな地域と派遣人数の拡大を図ることとしております。 

今後とも、本県農業者のニーズに則した労働力の確保を図ることで、産地の維持拡

大や農業者の生産規模拡大、所得向上につなげてまいります。 

 

(農林産物輸出の取組について) 

令和６年度における農産物輸出の取組につきましては、農業団体、農業法人、流通

関係者及び県、市町等で構成する「長崎県農産物輸出協議会」において、会員の輸出

拡大に資する情報提供やセミナーの開催、シンガポール等からのバイヤーの招へい、

シンガポールやタイなどを中心に長崎和牛やいちご、みかん等のフェアを２４回開催

したほか、初期商談やテスト輸出等の新たな取組への支援を行うなど販路開拓・拡大

に取り組んでまいりました。 

特に、昨年１０月には、知事が徳永県議会議長をはじめとする県議会の皆様ととも

にサンフランシスコの長崎和牛指定店である食肉卸売業者を訪問し、現地食肉小売店

への長崎和牛指定店の認定証交付のほか、現地飲食店や酒卸売業者等を招いて、知事

による長崎和牛や県産酒等のプレゼンテーションと試食・試飲を行うなど、県と県議

会が連携したトップセールスを実施することができました。 

こうした取組の結果、令和６年度の本県農畜産物の輸出額は約９億８千万円と前年

度比１１５パーセントの増加となりました。 
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令和７年度は、タイにおける長崎和牛、いちご、水産物等の本県農水産物のトップ

セールスやフェアなどによる部局横断でのプロモーションのほか、ベトナムへのみか

んの初輸出や長崎和牛のマレーシアへの新規ルート構築にチャレンジするなど、現行

のシンガポールに加え、周辺国のタイ、ベトナムへのさらなる販路開拓と輸出拡大に

取り組んでまいります。 

また、海外の規制やニーズに対応した輸出産地を県内各地に拡げるため、みかんの

ベトナム輸出に向けた病害虫調査など植物検疫への対応や、輸送時の鮮度保持を可能

とするいちごの東南アジア輸出向けパッケージの検討など、農業団体や流通関係者等

と連携して輸出に向けた産地の取組を支援することとしており、今後とも、産地や生

産者の所得向上につながる農産物の輸出拡大を図ってまいります。 

一方、木材輸出につきましては、木質バイオマス用材の国内需要の高まりにより、

韓国及び中国向けの輸出量が減少したことから、輸出額は前年度比３９パーセント減

の１億３千７百万円となりました。 

今後も国内外の木材価格動向を注視しつつ、多様な販売ルートを確保できるよう、

他県の輸出状況なども参考にしながら取組を進めてまいります。 

 

（長崎・食の賑わい創出プロジェクトの進捗について） 

本プロジェクトは、県民が本県の食を誇りに思い自慢したくなるよう、県民や観光 

客など誰もが本県の食を買って味わえる「食の賑わいの場」が将来的に県内に創出さ 

れることを目指して推進しており、令和６年度は、その可能性等について調査を実施

いたしました。 

調査の結果、本県ならではの食の賑わいの「あるべき姿」が示されたほか、県北・

県南地域について、食の賑わい創出までの「ロードマップ」と「拠点候補地」が整理

されたところです。 

令和７年度は、調査結果に基づき、県民や観光客に対し、地域や食材の価値、生産
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者の思いが伝わる食の体験を提供する場の試行・実証を行うほか、料理人や生産者な

ど、食に関わる人々がつながりをつくる交流の場づくりや魅力発信の強化に取り組む

こととしております。 

引き続き、関係機関等と連携を図りながら、本県ならではの食の賑わいの創出に向

け力を注いでまいります。 

 

（長崎ばれいしょ販売促進イベントの開催について） 

去る５月９日、福岡市中央卸売市場において、全国農業協同組合連合会長崎県本部

の主催により、長崎ばれいしょの銘柄向上と買参人へのＰＲ及び販売促進を目的とし

た「長崎ばれいしょ販売促進イベント」が初めて開催されました。 

当日は、大石知事や各ＪＡ組合長のほか生産者代表、市場関係者などの出席のもと、

知事によるトップセールスや長崎ばれいしょのサンプル配布等が行われ、盛会のうち

に終了いたしました。 

本年産の春ばれいしょは、２月、３月の低温や少雨の影響で初期の生育が遅れてお

りましたが、その後は天候にも恵まれたことに加え、生産者の皆様の日頃のご努力に

より品質の良い仕上がりとなったとお聞きしています。 

５月１０日現在、長崎ばれいしょの販売単価は、１キログラムあたり２８０円と、

前年に比べ１４パーセント高い金額で取引されており、今回の取組により市場関係者

に対し、しっかりＰＲすることができたものと考えております。 

県といたしましては、引き続き関係団体と一丸となって、長崎ばれいしょの一層の

品質向上と安定生産・出荷、併せてＰＲ等にも取り組むことで、本県農業者の所得向

上につなげてまいります。 

 

（長崎県農業農村整備事業推進大会について） 

去る５月３１日、諌早市において、長崎県農業農村整備事業推進協議会及び長崎県
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土地改良事業団体連合会の共催により、農業農村整備事業の推進と計画的な生産基盤

整備の実施のための予算確保等に向けた、長崎県農業農村整備事業推進大会が諫早市

で開催されました。 

当日は、本県選出の国会議員、徳永議長、清川農水経済委員長をはじめとした県議

会議員、関係市町長のほか、九州農政局長、県内土地改良区の代表者など約８００名

の方々が参加され、「令和８年度農業農村整備事業の当初予算での必要額確保」のほか

４項目を国に求める大会決議が採択されたところであり、当該決議を受け、７月に長

崎県農業農村整備事業推進協議会等から、財務省や農林水産省並びに本県選出国会議

員等への要請活動が行われる予定であります。 

県としても、本県農業産出額の増加や農業所得の向上のほか、担い手の確保による

地域農業の発展とにぎわいの創出、頻発化・激甚化する自然災害からの防災対策を図

るためには、農業農村整備事業の推進が不可欠と考えております。 

今後とも県議会、長崎県農業農村整備事業推進協議会など関係者のご協力をいただ

きながら、引き続き、農業農村整備事業の予算確保に向け、あらゆる機会を捉えて要

望してまいります。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５～挑戦する組織への変革とデジタル改革～」  

に基づく取組について） 

「長崎県行財政運営プラン２０２５」に掲げる農林部関係の具体的項目に関して、

その主な取組内容をご説明いたします。 

「林業公社の経営健全化」につきましては、森林・林業を取り巻く環境の変化や、

新たな補助制度の活用、国の森林・林業基本計画に則した森林施業のあり方等を踏ま

えた「第７次経営計画」を平成２９年２月に策定し、経営改善に取り組んでいるとこ

ろです。 

計画に基づく着実な経営改善のため、搬出間伐による木材販売増大やＪ－クレジッ
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ト販売、受託事業実施などの収入増大策に取り組み、令和６年度末時点においては、

日本政策金融公庫借入金など、計画どおり返済が実行されているところです。 

今後も、林業公社の更なる経営健全化に向け、無利子貸付金などの財政支援を行い

ながら、木材販売等の収入増大策を実施するなど行財政運営プランの実現に向けて取

り組みますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

（新たな総合計画の策定について）      

新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤とな

る経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活躍・

チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の底上

げなどに力を注ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県

の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期総合計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎわ

い」、「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲げるほ

か、先行的に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップをするととも

に、地方創生２．０をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたい
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と考えております。 

このうち、農林部においては、主に「魅力ある持続的な農林水産業を育てる」や「地

域の魅力で人を惹きつける」に関する戦略に関連施策等を位置付けております。 

「魅力ある持続的な農林水産業を育てる」では、「力強く稼ぎ持続的に成長する農林

業づくり」に向け、農地・集出荷施設等の生産基盤整備やスマート技術の導入、バリ

ューチェーン構築による販売力強化と輸出拡大等に取り組むこととしており、「次代

を担う意欲あふれる担い手の確保・育成」に向けては、県内外からの人材の呼び込み

と受入体制の充実や、外国人材等による労力支援などを推進してまいりたいと考えて

おります。 

また、「地域の魅力で人を惹きつける」では、「長崎の食の賑わいの創出」に向けた

試行や実証、地域の食文化や食材の良さ、生産者の思いやこだわり等のプロモーショ

ンを実施するほか、「地域の魅力を活かした農山漁村の賑わいづくり」に向けては、地

域資源の価値や魅力を活用したアグリビジネスの拡大に向けて取り組んでまいりたい

と考えております。 

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きしな

がら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 

 



 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

農水経済委員会関係説明資料 

（追加１） 
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【農水経済委員会関係説明資料（農林部）の２頁３行目に、次のとおり挿入する。】 

（次期 ながさき農林業・農山村活性化計画（仮称）の策定について） 

令和３年に策定した本県農林業の振興方針である「第３期ながさき農林業・農山村

活性化計画」については、令和７年度をもって終期を迎えることから、令和８年度か

らの本県農林業・農山村の目指す姿と方向性を示す次期計画の検討を進めております。 

次期計画においては、１０年後（令和１７年）の本県の農林業･農山村が目指す姿を

描きながら、今後５年間の施策の方向性を示した令和８年度から令和１２年度までの 

５カ年計画とし、策定にあたっては、農林業者をはじめ関係機関・団体、消費者、学

識経験者、公募委員等からなる策定委員会を設置するとともに、県下７地区で地区別

意見交換会を開催し、農林業者や関係機関・団体等の皆様からご意見・ご提言をお伺

いしながら検討を行ってきております。 

今般、これまでにいただいたご意見等を踏まえ、農業従事者の減少・高齢化や集落

機能の低下等の課題に対応するため、「快適で儲かる農林業・快適で暮らしやすい農山

村」の実現を基本理念とし、「意欲あふれる経営力の高い担い手の確保・育成」と「生

産性の高い足腰が強く活力ある産地の形成」、「賑わいのある安全・安心な暮らしやす

い集落づくり」の３つを基本目標とする骨子（案）を取りまとめ、これをもとに、施

策の方向性や地域別振興方針等を具体化した計画素案の検討を進めていくこととして

おります。 

今後、９月の本委員会において、計画素案をご議論いただき、パブリックコメント

を実施した上で、１１月定例会において、計画（案）のご審議をお願いしたいと考え

ており、県議会のご意見を十分お伺いするとともに、県民の皆様の声もお聞きしなが

ら、今年度中の計画策定に向けて検討を進めてまいります。 

 

【農水経済委員会関係説明資料（農林部）の５頁３行目の次に、次のとおり挿入する。】 

また、去る６月 7 日には、県北地域における食の賑わいの場の創出に向けて、佐世
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保朝市が開かれる「万津エリア」において、地元の関係者や市町等と連携し、小値賀

町の「ひらまさ」や雲仙市の農産加工品など、朝市に訪れた人々が県内の様々な食を

味わい楽しめるイベントを実施いたしました。 

今後は今回行われた取組の課題を整理したうえで、秋以降の本格試行に向け、検討

を進めてまいります。 

 

【農水経済委員会関係説明資料（農林部）の６頁１７行目の次に、次のとおり挿入す

る。】 

（有明海再生の取組における諫早湾干拓排水門へのフラップゲート設置について） 

有明海再生につきましては、開門によらない有明海再生を目指すとした令和５年３月

の農林水産大臣談話に、有明海沿岸４県の漁業団体が賛同されたことから、国におい

て、有明海再生の加速化に集中的に取り組む特別の措置として、今年度より総額 100

億円の有明海再生加速化対策交付金が創設され、漁業者の取組を支援していくことと

されております。 

こうした取組と併せ、諫早湾干拓調整池からの排水に関しては、これまで漁業者か

ら出来るだけ泥を流出させない対策を講じるよう要望がなされていたことを受け、今

般、農林水産省から、調整池の濁りの少ない上部の水が排水される構造のフラップゲ

ートを排水門に設置する方針が示されました。 

排水門を管理している県としましては、引き続き漁業者の皆様に寄り添い、国と連

携して適切に対応してまいります。 

 


